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令 和 ６ 年 1 2月 1 1日 

情報通信行政・郵政行政審議会 

会長 相田 仁 殿 

総務大臣 村上 誠一郎 

諮  問  書 

電気通信事業法（昭和59年法律第86号。以下「法」という。）第107

条第２号による業務、第108条第１項第１号による公表、第110条第２項

による第一種負担金の額の算定、第110条の２第１項による第二号基礎

的電気通信役務一般支援区域等の指定、第110条の３第１項第１号によ

る公表、第110条の４第１項による第二種交付金の額の算定、第110条の

４第３項及び第４項による第二号基礎的電気通信役務の提供に要した原

価等の算定、第110条の５第１項による高速度データ伝送役務から除く

ものの定め及び高速度データ伝送役務提供事業者の前年度における電気

通信役務の提供により生じた収益の額の算定並びに第110条の５第２項

において準用する第110条第２項による第二種負担金の額の算定に係る

それぞれの省令委任事項を定めるため、第二号基礎的電気通信役務の提

供に係る第二種交付金及び第二種負担金算定等規則を制定し、及び電気

通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）等の一部を改正するこ

ととしたい。 

ついては、法第169条第４号の規定に基づき、上記のことについて諮

問する。 
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第二号基礎的電気通信役務の提供に係る
第二種交付金及び第二種負担金算定等規則案

及び電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案
（概要）

資料１５０－１

令 和 ６年 １２月 １１ 日

総 務 省
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1.第二号基礎的電気通信役務の提供に係る第二種交付金及び第二種負担金算定等規則案

２.電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案

令和６年度第二弾となる総務省令案の構成 6

 主に「交付金・負担金の算定方法等」に必要となる事項に係る整備を行う今般の総務省令案は、次のとおり、
２つの省令案から構成される

 上記のうち、電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第169条第４号の規定に基づき、その制定・改廃に
当たって本審議会（情報通信行政・郵政行政審議会）に諮問しなければならないこととされている事項（必要
的諮問事項）については、以下の資料内で明示している（御審議いただくべき諮問事項となる）

 また、今回の省令整備に合わせて、電話ユニバ関係の条項の必要な整理・改正も行うこととしている
 これらを含め、今般の総務省令案の全てを、行政手続法（平成５年法律第88号）に基づく意見公募に付し、
来年（令和７年）４月１日施行を想定する

（１）電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）の一部改正
（２）電気通信事業報告規則（昭和63年郵政省令第46号）の一部改正
（３）第一号基礎的電気通信役務の提供に係る第一種交付金及び第一種負担金算定等規則（平成14

年総務省令第64号）の一部改正
（４）聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に関する法律施行規則（令和２年総務省令第110号）

の一部改正

令和６年12月11日
情郵審諮問資料
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（１）目的
第二号基礎的電気通信役務の提供に係る交付金の額及び負担金の額の算定方法等を定め、もって第二号基礎
的電気通信役務の適切、公平かつ安定的な提供の確保に寄与すること【第１条】

（２）特別の理由がある場合の総務大臣許可
特別の理由がある場合には、第二種適格電気通信事業者及び支援機関は、総務大臣の許可を受けて、その必
要の限度において、交付金の額及び負担金の額の算定方法等について、この省令によらないことができる【第３条】

（３）支援機関による認可申請
支援機関は、交付金額及び交付方法並びに負担金額及び徴収方法について総務大臣認可を求め、毎年10月
までに必要書類を揃えて申請すること。翌年７月まではこれら額の変更を求め、再申請できること【第４条、第23条】

（４）交付金の算定方法（第５条から第22条まで）
① 支援区域ごと、設備管理部門と設備利用部門ごとに原価を算定すること【第５条第１項、第９条第２項など】
② 原価及び収益は、毎年８月までに第二種適格電気通信事業者が届け出ること【第８条】
③ 令和４年改正法の施行日（令和５年６月16日）に未整備地域又は公設地域であった町字に係る交付金は第

７条に規定する手法により、これらの町字以外の特別支援区域と一般支援区域に係る交付金は第６条に規定
する手法により、それぞれ提供するFTTH・HFCごとに算定すること【第５条から第７条まで】

④ 第６条に規定する手法（第６条式）は、担当支援区域における基礎的電気通信役務の提供に要する第10条か
ら第13条までの規定に基づき算定した原価の合計額から、当該提供による収入見込額等を控除する手法であり、
第７条に規定する手法（第７条式）は、当該提供に要する第14条から第16条までの各規定に基づき算定する担
当支援区域ごとの原価から、第17条の規定に基づき算定した当該各区域の収益を控除する手法であること

※以下「第二種交付金」、「第二種負担金」を、単に「交付金」、「負担金」と称する。
1.第二号基礎的電気通信役務の提供に係る第二種交付金及び第二種負担金算定等規則(案)の制定

令和６年度第二弾となる総務省令案の主な内容❶ 7

※この規則案全てが必要的諮問事項である。

令和６年12月11日
情郵審諮問資料
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《第６条式》による原価の算定（概略）
第１０条：FTTHの設備管理部門については、通常要すると見込まれる一回線当たりの原価×回線数で求める
第１１条：前条の一回線当たりの原価は、固定端末系伝送路設備部門における回線密度や収容局からの距

離に応じて見込まれる額と、海底ケーブル部門における陸揚局の有無等を勘案して通常見込まれる額の
総和で求め、その際、通信と放送の配賦基準は２：１となるように措置すること等

第１２条：HFCの設備管理部門については、第１０条で求めたFTTHの設備管理部門の一回線当たりの原価
に総務大臣が通知する係数を乗じた額×回線数で求める

第１３条：設備利用部門は、広告・宣伝費用を除いて算定した一回線当たりの原価×回線数で求める
《第７条式》による原価の算定（概略）
第１４条：設備管理部門は、施設保全費や更新設備の減価償却費などを合計した額を用いて原価算定する
第１５条：前条の詳細（必要な収容ルータの原価は含めることや公設設備の譲受予定がある場合の対応等）
第１６条：設備利用部門は、広告・宣伝費用を除いて算定した一回線当たりの原価×回線数で求める

⑤ IRU回線は交付金の原価算定に組み込まないこと【第５条第５項】
⑥ 第二種適格電気通信事業者は、担当支援区域ごと等に毎事業年度末の回線数を記録すること【第９条第３項】
⑦ 一般支援区域に係る交付金の上限は全国における第二号基礎的電気通信役務に係る赤字の額とし、第６条

式が適用される特別支援区域においてはそれが黒字の第二種適格電気通信事業者に支払う交付金は零とし、
全ての担当支援区域における交付金の合計額の上限は全ての担当支援区域において見込まれる赤字の額に満
たない額とすること【第５条第２項から第４項まで】

⑧ 第７条式により算定した原価の根拠資料を第８条に規定する届出（第８条届出）に併せて提出すること【第18条】
⑨ 交付金を交付する期間に、❶第二種適格電気通信事業者に指定された場合、❷担当支援区域の指定が解除

された場合、❸第二種適格電気通信事業者の指定を取り消された場合、❹民間移行を受けた場合、❺納付困
難事業者が生じた場合において、交付金の額となるべき額に係る特例を設けること【第19条から第22条まで】

令和６年度第二弾となる総務省令案の主な内容❷ 8
令和６年12月11日
情郵審諮問資料
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（参考資料）

「ブロードバンドサービスに関するユニバーサルサービス制度に
係る総務省令案の考え方」（令和６年11月21日総務省公表）

対応表

※この参考資料中、
・ 今般の総務省令案における主な該当条項を青字又は水色で追記し、省令案
策定作業の中で節や款の番号や名称を変更した部分は灰色で表示している。

・ 「法」とは電気通信事業法（昭和59年法律第86号）を、「政令」とは電気通信事業法
施行令（昭和60年政令第75号）を、「報告規則」とは電気通信事業報告規則」（昭和63

年郵政省令第46号）を、特段の断りのない限り「施行規則」とは電気通信事業法施
行規則（昭和60年郵政省令第25号）をそれぞれ指す。

令和６年12月11日
情郵審諮問資料 12
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第一節 総則

第二号算定等規則（案） 制定の考え方 （その１）

● 第二種交付金の額及び交付方法の認可申請（支援機関。法110条の４①関係）

第二章 第二種交付金

- 第二種交付金（各適格電気通信事業者ごとの総額（上限））の認可申請方法：申請書類の様式、年度における申請期限
（毎年度経過後７月以内に総務大臣に認可申請を行うこととする）

- 上記認可後に、第二種交付金の額及び交付方法の追加の認可申請を行う必要が生じた場合には、上記認可を受けた翌年
度の７月までであれば追加の認可申請を行うことができることとする

● 第二種交付金の算定方法（法110条の４①関係）

- 第二種交付金の額の算定方法は、第二種適格電気通信事業者ごと、FTTH及びCATV(HFC)ごと、かつ、一般支援区域及び特
別支援区域の別ごとに、それぞれ次に掲げる判定式により算定する方法とする

（１） 一般支援区域に係る交付金の額
第二種交付金算定に関する標準判定式（後述（３）のベンチマーク方式を含む。）により算定する額

（２） 特別支援区域に係る交付金の額
① 次の②に規定する区域以外の区域（いわゆる大幅な赤字地域等）については、第二種交付金算定に関する標準判定式

（後述（３）のベンチマーク方式を含む。）により算定する額

② 令和５年６月16日（令和４年改正電気通信事業法施行日）以降に、公設地域で民間移行し、又は未整備地域で新たに設
備を整備した区域（※注）については、いわゆる特異判定式（収入費用方式）により算定する額

※注 これらの区域に該当することとなった区域について、当該区域がその後特別支援区域でなくなった場合において、それ
以後も引き続き当該民間移行をした者又は当該新たに設備を整備した者が当該民間移行又は新規整備した設備を用いて
第二号基礎的電気通信役務を継続提供しているときは、再度特別支援区域に指定されたとしても、②に該当する区域（特
異判定式を適用する区域）には該当しない

（※ワイ固専用型については現時点では規定せず）

13

【第４条】

【第４条第１項】

【第４条第２項】

【第５条】

【第５条第１項第１号、第６条】

【第５条第１項第２号イ、第６条】

【第５条第１項第２号ロ、第７条】

令和６年12月11日
情郵審諮問資料

【原始附則第２項】
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第二号算定等規則（案） 制定の考え方 （その２）

（３） 標準判定式による第二種交付金の額の算定
- 標準判定式による第二種交付金の額の算定は、第二種適格電気通信事業者ごと、 FTTH及びCATV(HFC)ごと、かつ、一
般支援区域及び特別支援区域の別ごとに、後述の第二章第二節（原価の計算）の規定により整理した担当支援区域（前頁
②に規定する区域（特異判定式を適用する区域）を除く。）ごとの原価の合計額からベンチマークとなる値を控除する方法に
より行う

（４） 特異判定式による第二種交付金の額の算定
- 特異判定式による第二種交付金の額の算定は、第二種適格電気通信事業者ごと、 FTTH及びCATV(HFC)ごとに、後述の
第二章第二節（原価の計算）の規定により整理した担当支援区域（前頁②に規定する区域（特異判定式を適用する区域）に
限る。）ごとの原価から当該区域ごとの収入額を控除した額（当該控除した額が零以下の場合は零とする。）を合計する方法
により行う

-当該収入額は、当該原価の算定に当たり考慮する設備の範囲等に対応したものとする

(前ページからの続き）第一節 総則

（５） 第二種交付金の額の上限額
- これまでの規定に基づき算定した第二種適格電気通信事業者ごとの、FTTH又はCATV(HFC)の一般支援区域について
の第二種交付金の額が、それぞれ第二号基礎的電気通信役務収支表の第一表における営業費用の額から営業収益の
額を控除して得た額を超えるときは、当該交付金の額は、それぞれ当該控除して得た額以下の額（当該控除して得た額が
零以下の場合にあっては、零）とする

- 第二種適格電気通信事業者ごとの、 FTTH又はCATV(HFC)の第二号基礎的電気通信役務収支表の第一表における営
業費用の合計額から営業収益の合計額を控除して得た額が零未満となるときは、特別支援区域についての第二種交付
金の額（特異判定式により算定するものを除く。）は、零とする

- これまでの規定に基づき算定した第二種適格電気通信事業者ごとの、 FTTH又はCATV(HFC) の第二種交付金の額の
合計が、それぞれ第二号基礎的電気通信役務収支表の第二表（全ての担当支援区域）における費用の額から収益の額
を減じた額以上となるときは、当該交付金の額は、それぞれ当該減じた額に満たない額（当該減じた額が零未満の場合に
あっては、零）とする

14

【第６条】

【第７条】

【第１７条】

【第５条第２項】

【第５条第３項】

【第５条第４項】

令和６年12月11日
情郵審諮問資料
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第二号算定等規則（案） 制定の考え方 （その３）

● 支援機関への原価等の届出の方法（事業年度経過５月以内に支援機関へ届出）（法110条の４③関係）

(前ページからの続き）第一節 総則
（６） 算定に当たって控除するもの

- 第二種適格電気通信事業者が提供する第二号基礎的電気通信役務の提供期間が年度途中で一年超となる場合に、
一年以下までの期間に係る第二種交付金の額を日割り計算により控除する

- 第二種負担金の合計が負担の限度額（第二種負担金の徴収対象である事業者の収益の３％）を超える場合における
不足する負担金額分については、第二種交付金から控除する

- 公設地域で地方公共団体が引き続き設備を所有する場合は第二種交付金の額の算定から当該地域の原価を控除す
る。地方公共団体が所有する設備を借り受け、これを用いて提供する第二号基礎的電気通信役務の回線数（IRU回線）
は第二種交付金の額の算定に当たって考慮しない

第二節 原価の計算 （法110条の４④関係）

第一款 総則
● 設備管理部門及び設備利用部門
- 第二号基礎的電気通信役務の原価の整理は、FTTH及びCATV（HFC）ごとに、設備管理部門及び設備利用部門に分けて
行う（※ワイ固専用型については現時点では規定せず）

- 設備の初期整備に係る費用、公設民営における設備の管理運営費は原価に含めない

● 設備管理部門の原価の整理（標準判定式）

第二款 設備管理部門の原価

（１） 設備管理部門の原価は、総務大臣が通知する手順（第二種交付金算定に関する標準判定式又は特異判定式）により整
理し、年度経過後５月以内に、総務大臣に報告する。なお、特異判定式の適用は、令和５年６月16日（令和４年改正電気
通信事業法施行日）以降に、公設地域で民間移行し、又は未整備地域で新たに設備を整備した区域に限る

● 第二種適格電気通信事業者に新たな担当支援区域を追加する場合の規定
- 事前に当該適格事業者から当該担当支援区域に係る規模等（特別支援区域においては整備・役務提供計画書）を総務省
に提出させ、それを基に総務大臣は追加指定を行う

15

【第５条第５項】

【第１９条】

【第２４条第３項】

【第８条】

【第二号算定等規則でなく、施行規則で規定】

【第９条第１項及び第２項】

【第５条第５項（第９条第３項）】

【第５条第１項、第６条、第８条、第１０条、原始附則第２項】

令和６年12月11日
情郵審諮問資料
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第二号算定等規則（案） 制定の考え方 （その４）

(前ページからの続き）

（２）FTTHに係る原価の整理の対象となる設備は、 アクセス回線部門についてはONUからOLTまでの範囲とし、海底ケーブル
部門については海底ケーブル及び陸揚局とする。ただし、特異判定式の対象設備には、これらに加え、第二種適格電気通
信事業者からの毎年度の報告に基づき総務省が認めるFTTHの収容ルータを含む

（３）総務大臣が通知する第二種交付金の算定に関する標準判定式（FTTHに係るもの）による設備管理部門の原価の整理の
手法は、次に掲げる部門ごとに、それぞれ個別の区域の実態に応じて算定した額を合計する手法とする
- アクセス回線部門
･ 次に掲げる額を合計した額に通信と放送の共用による配賦基準として３分の２を乗じた額（ただし、二芯であれば２分

の１ ）
･ 個別の区域ごとの可住地面積や想定される需要に応じて必要と推計されるアクセス回線設備の規模、回線密度等に

応じて通常要すると見込まれる一回線当たりの費用の額に当該区域における提供回線数を乗じて得た額
･ 個別の区域ごとに推計される収容局からの距離に応じて通常要すると見込まれる一回線当たりの費用の額に当該区

域における提供回線数を乗じて得た額

- 海底ケーブル部門
･ 次に掲げる額を合計した額に他事業及び他事業者との共用による配賦基準を乗じた額
･ 個別の区域ごとに推計される必要な海底ケーブルの長さに応じて通常要すると見込まれる一回線当たりの費用の額

に当該区域における提供回線数を乗じて得た額
･ 個別の区域ごとに推計される必要な陸揚局の有無に応じて通常要すると見込まれる一回線当たりの費用の額に当該

区域における提供回線数を乗じて得た額

（４）CATV（HFC）に係る原価の整理の対象となる設備は、アクセス回線部門についてはCMからCMTSまでの範囲とし 、海底
ケーブル部門については海底ケーブル及び陸揚局とする

（５）CATV（HFC）に係る標準判定式は、FTTHに係る標準判定式により整理される原価にこれを補正する係数を乗ずるもの
とする（ただし、通信と放送の共用による配賦基準は、二芯であれば２分の１、一芯であれば３分の２とする。）

第二款 設備管理部門の原価

16

【第８条、第１１条、第１５条、第１８条】

【第１１条】

【第１２条】

【第１２条】

令和６年12月11日
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第二号算定等規則（案） 制定の考え方 （その５）

（１） 総務大臣が通知する第二種交付金の算定に関する特異判定式による設備管理部門の原価の整理の手法は、次に掲げ
る費用ごとにそれぞれ個別の区域において実際の設備の構築費用を基に算定した額を合計する手法とする

- 施設保全費等として、個別の区域ごとの実際の構築費用（投資額：補助金等による整備額相当及び事業者による投資
額（設備更新を含む。））に維持管理係数を乗じた額。維持管理係数は、他事業者も含め、東日本電信電話株式会社又
は西日本電信電話株式会社が第一種指定電気通信設備に係る接続料の算定に用いる設備管理運営費比率を用いる

- 減価償却費（設備更新に係るものに限る。）として、実際の構築費用（投資額：設備更新に
係るものに限る。）を耐用年数で除した額

- 資本コストとして、実際の構築費用を取得固定資産価額として、第一種指定電気通信設備接続料規則に準じて算定す
る自己資本費用、他人資本費用及び利益対応税

- これらに加え、公設設備・新規整備として構築した設備の他に、効率的な設備構築を行うために事業者が設置する既存
の電柱等を実際に用いる場合には、当該設備の単価（注：接続料等を用いる）に利用数量を乗じた額

(前ページからの続き）第二款 設備管理部門の原価
● 設備管理部門の原価の整理（特異判定式）

（２） 特異判定式で整理する原価について、次に掲げる事項については各号に定めるとおりに取り扱う
- 減価償却費（設備更新に係るものに限る。）としては、道路拡幅工事等に伴う設備移転のための設備の除却・再投資、

鳥獣害等により損壊した設備の復旧、老朽化等による故障等に伴う設備取替及び災害等により損壊した設備の復旧
（特別損失分を除く。）、及びサービス維持の範疇を超えないと総務省が認める設備の更新に係るもののみを算入する
（※報告は次頁「第三款」に基づき、総務省は精査等及び事例蓄積）

- 民間移行時に事業者が地方公共団体から維持管理費用を得る又は得た場合、当該地方公共団体補填額は除外する
- 事業者が地方公共団体から公設設備を無償で譲り受けた場合は、当該設備に係る減価償却費は除外する。当該設備

をサービス維持の範疇で有償更新したときは、当該更新部分について減価償却費として翌年度から算入する（総務省
精査等）

- 事業者が地方公共団体から公設設備を有償で譲り受けた場合は、当該設備の減価償却費を算入する
- 補助事業等による構築資産が圧縮記帳されていない場合には、当該補助金額分を減価償却費から控除する
- 通信と放送の共用に関し、担当支援区域ごとに放送サービスと共用する回線数を把握した上で、放送サービスと共用す

る回線に限定し、費用を３分の２に圧縮する

17

【第１４条、第１５条】

【第１４条第２項】

【第１５条第５項】【第１５条第３項】

【第１５条第３項】

【第１４条第２項第２号】

【第１５条第２項第４号】

【第１４条第２項第３号】

【第１４条第２項第
４号】

【第１５条第６項】

【第１４条第２項第１号イ】

令和６年12月11日
情郵審諮問資料

19



第二号算定等規則（案） 制定の考え方 （その６）

● 「特異判定式」で整理する原価については、その算定根拠として、年度経過後５月以内に、次に掲げる事項について報告
を求める

・ 海底ケーブル・陸揚局の共用状況
- 海底ケーブル・陸揚局の所有者が電気通信事業者の場合にはその者から共用の事実とコスト回収額（使用料）の報告を受ける（注：同所
有者が地方自治体の場合は補填対象ではない）

- 上記の報告は毎年一度、第二種交付金額の算定前に（同年３月３１日の情報で）徴求する

・ 放送役務との共用状況
- 旧公設地域又は旧未整備地域において、放送役務を提供している回線数を、通信役務を提供している総回線数とともに、町字別に、毎年
一度、第二種交付金額の算定前に（同年３月３１日の情報で）徴求する

・ 民間移行を受けた旧公設設備関係の報告
- 無償・有償譲受の別、有償譲受の場合はその額（購入額）を、民間移行を受けた直後の第二種交付金額算定前に徴求する（注：有償の場
合には減価償却費を補填することになる）

- 地方自治体から一括譲受金のような当面の維持管理費用を第二種適格電気通信事業者が得ている場合には（その額を控除して第二種
交付金額を算定するため）、民間移行を受けた直後の第二種交付金額算定前にその事実と額を徴求する

- サービス維持の観点で旧公設設備を有償更新したときは、その部分の更新費用と更新内容を更新年度に総務省に報告（更新年度以降の
減価償却費として補填対象にできるか否かを精査するため。また、更新内容については事例を総務省において蓄積するため。）

・ FTTHの収容ルータに係る報告
- 中継回線部門に整理されるものの、特別支援区域において役務提供を新規に又は継続して行うために新規設置が必要となった「FTTHの
収容ルータ」について、真に当初必要であった町字のためにのみ引き続き利用（アクセス回線的な利用の意）し、他の町字との共用を行って
いないことの報告を、次に掲げる事項とともに、毎年一度、設備設置者から、第二種交付金額の算定前に（同年３月３１日の情報で）報告を
徴求する（必須公表事項はⅱとⅲ）

ⅰ．設置町字名
ⅱ．カバーする町字名（うち担当支援区域は明示）
ⅲ．設置又は維持しなければならない理由
ⅳ．新設しない場合に何らかの手法により使用しなければならない最寄りの収容ルータの設置町字名
ⅴ．その他

第三款 特異判定式で整理する原価の算定根拠の報告
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【第８条第２項、第１８条】

【第１８条第３号】

【第１８条第２号】

【第１８条第４号イ】

【第１８条第１号】
【第１８条第４号ロ】

【第１８条第４号イ】

【第８条第２項第４号ロ】
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第二号算定等規則（案） 制定の考え方 （その７）

- 「特異判定式」によりその費用を整理すべき担当支援区域については、担当支援区域ごとに、それぞれ設備管理部門及
び設備利用部門の原価、原価の算定根拠等を、年度経過後５月以内に、インターネットを用いて公表しなければならない
（経営情報等は除く。）

● 例外的に取り扱う費用に係る設備に関する報告（公表）
- 例外的に、大災害などで、標準判定式や特異判定式によらずに設備に関する費用を算入しようとする場合に、この省令

によらないことにつき総務大臣の許可を得たときは、当該許可に係る設備に関する情報を公表しなければならない

● 特異判定式により整理した原価等の公表

第五款 原価等の公表

- 設備利用部門の原価については、 FTTH及びCATV（HFC）ごとに、別表等に定める方法に従って算定し、支援機関に提出
- 設備利用部門の原価には、広告宣伝費は計上しない

● 設備利用部門の第二号基礎的電気通信役務の原価算定

第四款 設備利用部門の原価

● 第二種適格電気通信事業者の会社更生法等の適用の場合の特例
- 会社更生法等の適用を受けた日の翌日から起算して日割で当該月分に係る第二種交付金額を減額（不交付）し、それ以降
は不交付とし、これに対応する第二種負担金額を徴収しない

● 第二種適格電気通信事業者が担当支援区域から撤退等を行った場合の特例
- 担当支援区域から撤退等を行った日の翌日から起算して日割で当該月分に係る第二種交付金額を減額（不交付）し、それ
以降は不交付とし、これに対応する第二種負担金額を徴収しない

● 第二種適格電気通信事業者の担当支援区域が支援区域でなくなった場合の特例
- 新たな区域指定において、担当支援区域が支援区域でなくなった（一般支援区域又は特別支援区域の指定が解除された）
場合には、総務大臣は、区域指定の解除を行う一方で、当該区域を担当支援区域とした第二種適格電気通信事業者に対し
ては担当支援区域の解除を行う（法110条の３③）。この場合、当該解除が行われた日から起算して月末までの日割で計算し
た額を当該月分に係る第二種交付金額から減額（不交付）し、それ以降は当該担当支援区域分を控除した原価等により当
該第二種適格電気通信事業者に係る第二種交付金を計算し、交付する

第三節 第二種交付金の交付の特例

19

【第１３条、第１６条】

【第３条、第４条】

【第２０条】

【第２０条第１項】

【第２０条第２項、第２２条】
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第二号算定等規則（案） 制定の考え方 （その８）

● 第二種負担金の額及び徴収方法の認可申請（支援機関。法110条の５②の規定により準用される法110条②関係）

● 第二種負担金の額の算定方法

- 「第二種負担金の徴収対象事業者ごとの回線数」 × 「告示で定める回線単価」により、第二種負担金の額を算定する

- 回線数のカウント方法の例（「報告規則」で規定することも視野）

- 総務大臣は、第二種適格電気通信事業者及び第二種負担金の徴収対象事業者等から報告された回線数を支援機関に
通知する

・ 他事業者の利用者に自社網をローミング利用させている場合はカウントしない（当該他事業者で一カウントされる）
・ いわゆるキャリアアグリゲーションなど周波数を一体的に運用することで役務提供を行う場合は一回線としてカウントする
・ 卸元（MNO）について、MVNOがその卸役務を利用して通信モジュール向け等に役務を提供している場合には当該役務に
係る卸役務は卸元（MNO）の回線数にカウントしない。当該回線数を把握するために、一次MVNO（契約数３万未満の一次
MVNOについては、いわゆるL2接続をしている者に限る。）と契約数３万以上の二次以降のMVNOから、MNOごと及び一次
MVNOごとに、回線数を報告していただく

・ 自らが提供する高速度データ伝送電気通信役務を利用していることを条件に提供される公衆無線LANアクセスサービス
の回線数は、当該高速度データ伝送電気通信役務と併せて一カウントとする。ただし、このカウント方法に加え、制度運用
開始後２年間（令和９年３月31日まで）は、自らが提供する高速度データ伝送電気通信役務を利用している者に別途の契
約で提供する無料の公衆無線LANアクセスサービスの回線数はカウントしないこととし、また、自らが提供する高速度デー
タ伝送電気通信役務を利用していることを条件に別途の契約で他の事業者により提供される無料の公衆無線LANアクセ
スサービスの回線数もカウントしないこととする

・ 全戸一括で契約する集合住宅向けBBサービスにつき、提供回線数を把握していない場合は最大戸数をカウントする

第三章 第二種負担金 （法110条の５②の規定により準用される法110条②～⑧関係）

第一節 総則

- 第二種負担金（各適格電気通信事業者ごとの総額（上限））の認可申請方法：申請書類の様式、年度における申請期限
（毎年度経過後７月以内に総務大臣に認可申請を行うこととする）

- 上記認可後に、第二種負担金の額等の追加の認可申請を行う必要が生じた場合には、上記認可を受けた翌年度の７月
までであれば追加の認可申請を行うことができることとする
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【第２３条第１項】

【第２３条第２項】

【第２４条】

【第二号算定等規則でなく、報告規則で規定】

【第２５条】
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● 遅延利息については、電話ユニバ制度と同様、一万分の四とすること

※ この他、上述の内容に沿って、適宜「様式」「別表」を整備

第二号算定等規則（案） 制定の考え方 （その９）

● 収益の額の算定方法

- 高速度データ伝送電気通信役務を提供する事業者が算定すべき収益の額は、音声伝送役務、データ伝送役務及び
専用役務の収益の額を合計したものであること

- 法110条の５①ただし書及び政令５条の２①に規定する「総務省令」で定める方法は、（両方とも内容は同一で）上記
の収益の額の算定方法であること

● 第二種負担金の徴収対象であるか否かのメルクマールである「10億円」を超えたことの報告

- 上記の方法で算定した集計が10億円を超えた際と10億円以下となった際に、都度、支援機関に対して報告

第二節 収益の額の算定

第三節 その他

附則

21

【第３０条】

【第２７条第１項】

【第２７条】

【第２８条第１項】

【第２８条第３項、第２９条】

令和６年12月11日
情郵審諮問資料
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㋐ 「電気通信事業法施行規則」の一部改正

- 第二種負担金の算定に関係する役務の範囲の明確化（下り名目速度１Mbpsに満たない役務、アンライセンスLPWAサー
ビスを除く。）

- 第一号基礎的電気通信役務の提供に係る第一種交付金及び第一種負担金算定等規則「第四章 支援機関」の規定を電
気通信事業法施行規則に移し替え

- 事業者による回線規模報告（毎年６月→８月）及び支援区域の指定等（毎年８月→11月）の時期変更

- 既に第二種適格電気通信事業者に指定されている者に対し新たな担当支援区域を指定しようとする場合の規定の追加

- 第二種適格電気通信事業者に指定された年度以降の年度に係る特別支援区域に係る役務提供計画書の前年度との変
更点と変更の理由を明らかにする書類についての規定の追加

- 様式第38の２の３（第二号基礎的電気通信役務収支表）第二表をFTTH、CATV（HFC）ごとに分ける規定（その他適宜「様
式」の整備）

必要な総務省令の一部改正の考え方 （その１）

 前述新規省令の制定のほか、次のような関係総務省令の一部改正を念頭に置いている

㋑ 「電気通信事業報告規則」（昭和63年郵政省令第46号）の一部改正

- 第二種交付金・第二種負担金の算定のための回線数の報告様式の追加

- 第二種負担金の算定のための回線数に係る報告を毎月とする規定、当該毎月報告の開始時期に係る規定
（令和８年３月）

- 令和７年度中に実施する特別報告（開始時期以前における特別な報告）についての規定（令和７年８月）

22

【第40条の７の２（改正）】

【第40条の２の２から第40条の２の11まで（新設） 】

【第14条の５第１項（改正）及び第40条の８の３（改正） 】

【第40条の６の３第３項（新設） 】

【この省令による改正後の様式第38の２の４】

【様式（新設） 】

【第９条（改正）、今回の一部改正省令附則第４条第１項】

【今回の一部改正省令附則第４条第１項】

令和６年12月11日
情郵審諮問資料

【この省令による改正後の様式第38の２の３等】
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㋑ 「電気通信事業報告規則」（昭和63年郵政省令第46号）の一部改正

㋒ その他

必要な総務省令の一部改正の考え方 （その２）

- 特に電話ユニバ制度に係る関係規定等を念頭に、「交付金」、「負担金」といった、BBユニバに係るそれらとの混同を避
けるための、規定や様式の記載の修正

- 第一号算定等規則におけるデジタル原則に関する規定の整備

- 回線数のカウント方法の例（再掲）（「第二号算定等規則」で規定することも視野）

(前ページからの続き）

」

・ 他事業者の利用者に自社網をローミング利用させている場合はカウントしない（当該他事業者で一カウントされる）

・ いわゆるキャリアアグリゲーションなど周波数を一体的に運用することで役務提供を行う場合は一回線としてカウントする

・ 卸元（MNO）について、MVNOがその卸役務を利用して通信モジュール向け等に役務を提供している場合には当該役務に
係る卸役務は卸元（MNO）の回線数にカウントしない。当該回線数を把握するために、一次MVNO（契約数３万未満の一次
MVNOについては、いわゆるL2接続をしている者に限る。）と契約数３万以上の二次以降のMVNOから、MNOごと及び一次
MVNOごとに、回線数を報告していただく

・ 自らが提供する高速度データ伝送電気通信役務を利用していることを条件に提供される公衆無線LANアクセスサービス
の回線数は、当該高速度データ伝送電気通信役務と併せて一カウントとする。ただし、このカウント方法に加え、制度運用
開始後２年間（令和９年３月31日まで）は、自らが提供する高速度データ伝送電気通信役務を利用している者に別途の契
約で提供する無料の公衆無線LANアクセスサービスの回線数はカウントしないこととし、また、自らが提供する高速度デー
タ伝送電気通信役務を利用していることを条件に別途の契約で他の事業者により提供される無料の公衆無線LANアクセ
スサービスの回線数もカウントしないこととする

・ 全戸一括で契約する集合住宅向けBBサービスにつき、提供回線数を把握していない場合は最大戸数をカウントする

23
令和６年12月11日
情郵審諮問資料

【施行規則第14条の５第１項第１号（単位業務区域の削除）、第40条の７（「種別」
の整理）及び第40条の８（「交付金」の定義）並びに第一号算定等規則第５条第
２項第１号（支援業務の定義）、第17条（設備の定義）、第21条 等（改正）】

【施行規則第40条の４、第40条の４の６及び第40条の８、第一号算定等規則第27条第３項（改正） 】

【様式第31注３（新設） 】

【様式第30注５・６（新設） ※現行様式第８注４参照】

【第９条（改正） 】

【様式第31注４、様式第31の３注４、様式第31の７注４（新設） 】

【今回の一部改正省令附則第４条第２項】
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○
総
務
省
令
第

号

電
気
通
信
事
業
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
百
十
条
の
四
第
一
項
、
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
百
十
条
の

五
第
一
項
、
同
条
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
第
百
十
条
第
二
項
及
び
第
五
項
並
び
に
第
百
七
十
六
条
の
二
並

び
に
電
気
通
信
事
業
法
施
行
令
（
昭
和
六
十
年
政
令
第
七
十
五
号
）
第
五
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
第
二
号
基
礎

的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
第
二
種
交
付
金
及
び
第
二
種
負
担
金
算
定
等
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和

年

月

日

総
務
大
臣

村
上
誠
一
郎

第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
第
二
種
交
付
金
及
び
第
二
種
負
担
金
算
定
等
規
則

目
次第

一
章

総
則
（
第
一
条
―
第
三
条
）

第
二
章

第
二
種
交
付
金

第
一
節

第
二
種
交
付
金
の
額
等
の
認
可
申
請
（
第
四
条
）

第
二
節

第
二
種
交
付
金
の
額
の
算
定
方
法
等
（
第
五
条
―
第
八
条
）
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第
三
節

原
価
の
算
定
等

第
一
款

総
則
（
第
九
条
）

第
二
款

第
六
条
式
に
よ
る
原
価
の
算
定
（
第
十
条
―
第
十
三
条
）

第
三
款

第
七
条
式
に
よ
る
原
価
の
算
定
等
（
第
十
四
条
―
第
十
八
条
）

第
四
節

第
二
種
交
付
金
の
交
付
の
特
例
（
第
十
九
条
―
第
二
十
二
条
）

第
三
章

第
二
種
負
担
金

第
一
節

第
二
種
負
担
金
の
額
等
の
認
可
申
請
（
第
二
十
三
条
）

第
二
節

第
二
種
負
担
金
の
額
の
算
定
方
法
等
（
第
二
十
四
条
・
第
二
十
五
条
）

第
三
節

収
益
の
額
の
算
定
等
（
第
二
十
六
条
―
第
二
十
九
条
）

第
四
節

第
二
種
負
担
金
の
徴
収
の
特
例
（
第
三
十
条
）

附
則

第
一
章

総
則

（
目
的
）
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第
一
条 

こ
の
省
令
は
、
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
第
二
種
交
付
金
の
額
及
び
第
二
種
負
担
金
の
額
の

算
定
方
法
等
を
定
め
、
も
っ
て
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
適
切
、
公
平
か
つ
安
定
的
な
提
供
の
確
保
に
寄
与
す
る

こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

（
用
語
） 

第
二
条 

こ
の
省
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
電
気
通
信
事
業
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
、
電
気
通
信
事
業
法
施

行
令
（
以
下
「
施
行
令
」
と
い
う
。
）
、
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
五
号
。
以
下
「

施
行
規
則
」
と
い
う
。
）
、
電
気
通
信
事
業
会
計
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
六
号
）
、
電
気
通
信
事
業
報
告

規
則
（
昭
和
六
十
三
年
郵
政
省
令
第
四
十
六
号
。
以
下
「
報
告
規
則
」
と
い
う
。
）
、
端
末
設
備
等
規
則
（
昭
和
六
十
年

郵
政
省
令
第
三
十
一
号
）
、
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
接
続
会
計
規
則
（
平
成
九
年
郵
政
省
令
第
九
十
一
号
。
以
下
「

接
続
会
計
規
則
」
と
い
う
。
）
及
び
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
接
続
料
規
則
（
平
成
十
二
年
郵
政
省
令
第
六
十
四
号
。

以
下
「
接
続
料
規
則
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は

、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

一 

第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス 

施
行
規
則
第
十
四
条
の
三
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
第
二
号
基
礎
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的
電
気
通
信
役
務
を
い
う
。 

二 
第
二
号
基
礎
的
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス 

施
行
規
則
第
十
四
条
の
三
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
第
二
号
基
礎

的
電
気
通
信
役
務
を
い
う
。 

（
特
別
の
理
由
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
総
務
大
臣
の
許
可
） 

第
三
条 

第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
第
二
種
交
付
金
の
額
及
び
第
二
種
負
担
金
の
額
の
算
定
方
法
並
び

に
延
滞
金
を
計
算
す
る
た
め
に
乗
ず
る
率
そ
の
他
第
二
種
交
付
金
及
び
第
二
種
負
担
金
に
関
し
て
特
別
の
理
由
が
あ
る
場

合
に
お
い
て
は
、
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
及
び
支
援
機
関
は
、
総
務
大
臣
の
許
可
を
受
け
て
、
そ
の
必
要
の
限
度

に
お
い
て
こ
の
省
令
の
規
定
に
よ
ら
な
い
こ
と
が
で
き
る
。 

第
二
章 

第
二
種
交
付
金 

第
一
節 

第
二
種
交
付
金
の
額
等
の
認
可
申
請 

第
四
条 

法
第
百
十
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
第
二
種
交
付
金
の
額
及
び
交
付
方
法
に
つ
い
て
の
認
可
（
次
項
に
お
い

て
「
第
二
種
交
付
認
可
」
と
い
う
。
）
の
申
請
は
、
様
式
第
一
の
申
請
書
に
、
別
表
第
一
及
び
別
表
第
二
の
書
類
並
び
に

第
二
種
交
付
金
の
額
の
算
定
根
拠
に
関
す
る
説
明
を
記
載
し
た
書
類
を
添
え
て
、
事
業
年
度
（
毎
年
四
月
一
日
か
ら
翌
年
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三
月
三
十
一
日
ま
で
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
経
過
後
七
月
以
内
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 
第
二
種
交
付
認
可
の
申
請
後
に
当
該
申
請
に
係
る
第
二
種
交
付
金
の
額
に
つ
い
て
変
更
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
当
該
申

請
の
期
限
の
属
す
る
月
の
翌
月
の
初
日
か
ら
起
算
し
て
九
月
を
経
過
す
る
ま
で
の
間
に
限
り
、
様
式
第
一
の
申
請
書
に
、

別
表
第
一
及
び
別
表
第
二
の
書
類
並
び
に
当
該
変
更
後
の
第
二
種
交
付
金
の
額
の
算
定
根
拠
に
関
す
る
説
明
を
記
載
し
た

書
類
を
添
え
て
、
改
め
て
第
二
種
交
付
認
可
の
申
請
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

第
二
節 

第
二
種
交
付
金
の
算
定
方
法
等 

（
第
二
種
交
付
金
の
額
の
算
定
方
法
等
） 

第
五
条 

法
第
百
十
条
の
四
第
一
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
事
業
年
度
ご
と
及
び
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者

ご
と
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
支
援
区
域
の
区
分
ご
と
に
当
該
各
号
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
り
算
定
し
た
額
を
合
計
す
る

方
法
と
す
る
。 

一 

一
般
支
援
区
域 

第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
又
は
第
二
号
基
礎
的
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ

ス
の
別
ご
と
（
以
下
単
に
「
役
務
ご
と
」
と
い
う
。
）
に
第
六
条
に
規
定
す
る
手
法
（
以
下
「
第
六
条
式
」
と
い
う
。

）
に
よ
り
算
定
し
た
額
を
合
計
す
る
方
法 
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二 

特
別
支
援
区
域 

次
の
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
単
位
区
域
の
区
分
ご
と
に
当
該
イ
及
び
ロ
に
規
定
す
る
額
を
合
計
す
る

方
法 

イ 
次
の
ロ
に
掲
げ
る
単
位
区
域
を
除
く
単
位
区
域 

役
務
ご
と
に
第
六
条
式
に
よ
り
算
定
し
た
額
を
合
計
し
た
額 

ロ 

施
行
規
則
第
四
十
条
の
八
の
五
第
二
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
単
位
区
域
（
電
気
通
信
事
業
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
七
十
号
）
の
施
行
の
日
に
お
い
て
当
該
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
て
い
た
単

位
区
域
に
限
り
、
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
令
和
五
年
総
務
省
令
第
五
十
一
号
）

附
則
第
二
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
み
な
さ
れ
る
単
位
区

域
を
含
む
。
第
十
五
条
第
二
項
第
一
号
イ
及
び
ロ
に
お
い
て
同
じ
。
） 

役
務
ご
と
に
第
七
条
に
規
定
す
る
手
法
（

以
下
「
第
七
条
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
算
定
し
た
額
を
合
計
し
た
額 

２ 

前
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
算
定
す
る
役
務
ご
と
の
額
は
、
当
該
額
が
施
行
規
則
第
四
十
条
の
五
の
二
第
一
項
（
第
二

号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
総
務
大
臣
に
提
出
す
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
収
支
表
の
第
一
表
に

お
け
る
役
務
ご
と
の
営
業
費
用
の
額
か
ら
営
業
収
益
の
額
を
そ
れ
ぞ
れ
控
除
し
て
得
た
額
を
超
え
る
と
き
は
、
前
項
第
一

号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
役
務
ご
と
に
そ
れ
ぞ
れ
当
該
控
除
し
て
得
た
額
以
下
の
額
（
当
該
控
除
し
て
得
た
額
が
零
以
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下
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
零
）
と
す
る
。 

３ 
第
一
項
第
二
号
イ
に
規
定
す
る
額
は
、
前
項
に
規
定
す
る
控
除
し
て
得
た
額
が
零
未
満
と
な
る
と
き
は
、
同
号
イ
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
役
務
ご
と
に
そ
れ
ぞ
れ
零
と
す
る
。 

４ 

前
各
項
の
規
定
に
よ
り
算
定
す
る
額
の
役
務
ご
と
の
合
計
額
は
、
当
該
合
計
額
が
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
収
支

表
の
第
二
表
に
お
け
る
役
務
ご
と
の
費
用
の
額
か
ら
収
益
の
額
を
そ
れ
ぞ
れ
控
除
し
て
得
た
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該

各
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
役
務
ご
と
に
そ
れ
ぞ
れ
当
該
控
除
し
て
得
た
額
に
満
た
な
い
額
と
す
る
。 

５ 

前
各
項
の
規
定
に
よ
る
第
二
種
交
付
金
の
額
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
地
方
公
共
団
体
が
所
有
す
る
電
気
通
信
設
備
を

用
い
て
提
供
さ
れ
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
を
考
慮
し
な
い
こ
と
と
す
る
。 

（
第
六
条
式
に
よ
る
第
二
種
交
付
金
の
額
の
算
定
） 

第
六
条 

一
般
支
援
区
域
及
び
前
条
第
一
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
特
別
支
援
区
域
に
係
る
第
二
種
交
付
金
の
額
の
算
定
に
当

た
っ
て
は
、
役
務
ご
と
及
び
一
般
支
援
区
域
又
は
特
別
支
援
区
域
の
別
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
次
節
第
二
款
の
規
定
に
よ
り

算
定
す
る
担
当
支
援
区
域
（
法
第
百
七
条
第
二
号
に
規
定
す
る
担
当
支
援
区
域
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
ご
と
の
原
価
の

合
計
額
か
ら
、
施
行
規
則
第
四
十
条
の
八
の
四
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
総
務
大
臣
が
告
示
す
る
額
に
十
二
を
乗
じ
た
値
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に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
値
を
乗
じ
て
得
た
額
を
控
除
す
る
手
法
を
用
い
る
こ
と
と
す
る
。
た
だ
し
、
総
務
大
臣
が
特
に

必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
合
計
額
か
ら
総
務
大
臣
が
告
示
す
る
額
を
控
除
す
る
手
法
を
用
い
る
こ
と
と
す
る
。 

一 

当
該
原
価
の
算
定
に
用
い
た
回
線
数
の
合
計
数 

二 

三
分
の
二
（
第
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
、
電
気
通
信
役
務
及
び
放
送
役
務
（
放
送
（
放
送
法
（
昭
和

二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
二
号
）
第
二
条
第
一
号
に
規
定
す
る
放
送
を
い
う
。
）
の
役
務
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の

提
供
に
よ
る
設
備
の
共
用
に
係
る
原
価
の
配
賦
基
準
と
し
て
二
分
の
一
を
適
用
し
て
原
価
を
算
定
し
た
回
線
が
あ
る
場

合
に
は
、
当
該
回
線
に
つ
い
て
は
二
分
の
一
） 

（
第
七
条
式
に
よ
る
第
二
種
交
付
金
の
額
の
算
定
） 

第
七
条 

第
五
条
第
一
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
特
別
支
援
区
域
に
係
る
第
二
種
交
付
金
の
額
の
算
定
は
、
役
務
ご
と
に
、
第

十
四
条
か
ら
第
十
六
条
ま
で
の
規
定
に
よ
り
算
定
す
る
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
原
価
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
第
十
七
条
の
規
定

に
よ
り
算
定
す
る
当
該
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
収
益
の
額
を
控
除
し
た
額
（
そ
の
額
が
零
以
下
の
場
合
は
、
零
と
す
る
。

）
を
合
計
す
る
手
法
を
用
い
る
こ
と
と
す
る
。 

（
原
価
等
の
届
出
） 
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第
八
条 

法
第
百
十
条
の
四
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
（
以
下
「
第
八
条
届
出
」
と
い
う
。
）
は
、
事
業
年
度
経
過
後
五

月
以
内
に
、
別
表
第
一
及
び
別
表
第
二
の
書
類
並
び
に
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
要
し
た
費
用
の
額
及
び

当
該
役
務
の
提
供
に
よ
り
生
じ
た
収
益
の
額
の
算
定
根
拠
に
関
す
る
説
明
を
記
載
し
た
書
類
を
添
え
て
行
う
と
と
も
に
、

こ
れ
ら
の
書
類
の
写
し
を
総
務
大
臣
に
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

法
第
百
十
条
の
四
第
三
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

一 

次
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
記
録
し
た
回
線
数 

二 

担
当
支
援
区
域
ご
と
の
第
五
条
第
一
項
第
一
号
若
し
く
は
同
項
第
二
号
イ
又
は
同
号
ロ
に
掲
げ
る
支
援
区
域
の
別 

三 

担
当
支
援
区
域
の
う
ち
第
五
条
第
一
項
第
一
号
又
は
同
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
支
援
区
域
ご
と
の
第
十
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
の
中
に
お
い
て
定
め
る
電
気
通
信
回
線
一
回
線
当
た
り
の
原
価 

四 

担
当
支
援
区
域
の
う
ち
第
五
条
第
一
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
支
援
区
域
ご
と
の
次
の
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
事
項 

イ 

第
十
五
条
第
三
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
由
に
よ
る
設
備
の
更
新
の
詳
細
そ
の
他
の
第
十
四
条
か
ら
第
十
七
条
ま
で

の
規
定
に
よ
り
算
定
す
る
原
価
及
び
収
益
の
額
の
算
定
根
拠
（
ロ
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

ロ 

第
十
八
条
の
規
定
に
よ
り
原
価
の
算
定
根
拠
を
整
理
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
条
第
一
号
に
掲
げ
る
収
容
ル
ー
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タ
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
の
同
条
各
号
に
掲
げ
る
原
価
の
算
定
根
拠

五

第
三
条
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
総
務
大
臣
の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
け
る
、
こ
の
省
令
の
規
定
に
よ

ら
ず
に
第
二
種
交
付
金
の
原
価
を
算
定
し
よ
う
と
す
る
電
気
通
信
設
備
に
関
す
る
原
価
の
算
定
根
拠
そ
の
他
こ
の
省
令

の
規
定
に
よ
ら
な
い
事
項
及
び
そ
の
理
由

第
三
節

原
価
の
算
定
等

第
一
款

総
則

第
九
条

法
第
百
十
条
の
四
第
四
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
こ
の
節
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
第
八
条
届
出
を

す
る
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
お
け
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
原
価
及
び
収
益
の

額
を
、
役
務
ご
と
、
一
般
支
援
区
域
又
は
特
別
支
援
区
域
の
別
ご
と
、
担
当
支
援
区
域
ご
と
及
び
第
六
条
式
又
は
第
七
条

式
の
別
ご
と
に
算
定
す
る
方
法
と
す
る
。

２

法
第
百
十
条
の
四
第
三
項
に
規
定
す
る
原
価
は
、
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
設
備
管
理
部
門
（
接

続
会
計
規
則
第
二
条
第
二
項
第
一
号
に
定
め
る
第
一
種
指
定
設
備
管
理
部
門
に
相
当
す
る
部
門
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

及
び
設
備
利
用
部
門
（
接
続
会
計
規
則
第
二
条
第
二
項
第
二
号
に
定
め
る
第
一
種
指
定
設
備
利
用
部
門
に
相
当
す
る
部
門
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を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
ご
と
に
算
定
す
る
こ
と
と
す
る
。 

３ 
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
は
、
役
務
ご
と
及
び
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
、
毎
事
業
年
度
末
に
お
け
る
第
二
号
基
礎

的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
回
線
数
（
地
方
公
共
団
体
が
所
有
す
る
電
気
通
信
設
備
を
用
い
て
第
二
号
基
礎
的
電
気

通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
回
線
数
を
除
く
。
）
を
別
表
第
三
に
よ
り
記
録
し
、
当
該
記
録
を
用
い
て
こ
の
節
の
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
原
価
及
び
収
益
の
額
の
算
定
を
行
う
こ
と
と
す
る
。 

第
二
款 

第
六
条
式
に
よ
る
原
価
の
算
定 

（
第
六
条
式
に
よ
る
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
設
備
管
理
部
門
の
原
価
の
算
定
） 

第
十
条 

一
般
支
援
区
域
及
び
第
五
条
第
一
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
特
別
支
援
区
域
を
担
当
支
援
区
域
と
し
て
第
二
号
基
礎

的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
は
、
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
当
該

提
供
に
係
る
設
備
管
理
部
門
の
原
価
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
事
業
年
度
ご
と
に
、
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
を
用
い

る
こ
と
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
基
づ
き
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
は
、
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
用

い
る
電
気
通
信
設
備
及
び
こ
の
附
属
設
備
等
の
管
理
運
営
に
必
要
な
資
産
及
び
費
用
に
つ
い
て
能
率
的
な
経
営
の
下
に
お
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け
る
適
正
な
原
価
と
し
て
算
定
す
る
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
当
該
提
供
の
た
め
に
通
常
要
す
る
と
見
込
ま
れ
る
電
気
通
信

回
線
一
回
線
当
た
り
の
設
備
管
理
部
門
の
原
価
に
前
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
記
録
し
た
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る

当
該
提
供
に
係
る
回
線
数
を
乗
ず
る
こ
と
に
よ
り
当
該
提
供
に
係
る
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
設
備
管
理
部
門
の
原
価
を
算

定
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
第
六
条
式
に
よ
る
通
常
要
す
る
と
見
込
ま
れ
る
電
気
通
信
回
線
一
回
線
当
た
り
の
原
価
の
算
定
） 

第
十
一
条 

前
条
に
規
定
す
る
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に

通
常
要
す
る
と
見
込
ま
れ
る
電
気
通
信
回
線
一
回
線
当
た
り
の
原
価
は
、
担
当
支
援
区
域
ご
と
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

部
門
ご
と
に
当
該
各
号
に
規
定
す
る
額
を
合
計
す
る
こ
と
に
よ
り
算
定
す
る
こ
と
と
す
る
。 

一 

固
定
端
末
系
伝
送
路
設
備
部
門 

次
に
掲
げ
る
額
を
合
計
し
た
額
に
三
分
の
二
（
電
気
通
信
役
務
と
放
送
役
務
の
提

供
に
よ
る
設
備
の
共
用
の
態
様
が
芯
線
を
共
用
す
る
も
の
で
な
い
電
気
通
信
回
線
に
つ
い
て
は
、
二
分
の
一
と
す
る
。

第
十
五
条
第
六
項
、
第
十
六
条
第
三
項
及
び
第
十
七
条
第
二
項
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
乗
じ
た
額 

イ 

担
当
支
援
区
域
ご
と
の
可
住
地
面
積
及
び
想
定
さ
れ
る
需
要
に
応
じ
て
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
に
必
要
と
推
計
さ
れ
る
固
定
端
末
系
伝
送
路
設
備
の
規
模
並
び
に
回
線
密
度
（
当
該
需
要
を
当
該
面
積
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で
除
し
て
得
た
値
を
い
う
。
）
に
応
じ
て
通
常
要
す
る
と
見
込
ま
れ
る
費
用
の
額 

ロ 

担
当
支
援
区
域
ご
と
に
推
計
す
る
最
寄
り
の
収
容
局
（
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に

用
い
る
固
定
端
末
系
伝
送
路
設
備
を
直
接
収
容
す
る
局
舎
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
か
ら
の
距
離
及
び
想
定
さ
れ
る

需
要
に
応
じ
て
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
通
常
要
す
る
と
見
込
ま
れ
る
費
用
の
額 

二 

海
底
ケ
ー
ブ
ル
部
門 

次
に
掲
げ
る
額
を
合
計
し
た
額
に
他
の
電
気
通
信
事
業
者
又
は
電
気
通
信
事
業
以
外
の
事
業

を
営
む
事
業
者
と
の
設
備
の
共
用
に
係
る
原
価
の
配
賦
基
準
と
し
て
前
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
総
務
大
臣
が
通
知

す
る
手
順
に
お
い
て
定
め
る
値
を
乗
じ
た
額 

イ 

担
当
支
援
区
域
ご
と
に
推
計
す
る
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
必
要
な
海
底
ケ
ー
ブ

ル
の
長
さ
及
び
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
い
て
想
定
さ
れ
る
需
要
に
応
じ
て
通
常
要
す
る
と
見
込
ま
れ
る
費
用
の
額 

ロ 

担
当
支
援
区
域
ご
と
に
推
計
す
る
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
必
要
な
陸
揚
局
の
有

無
及
び
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
い
て
想
定
さ
れ
る
需
要
に
応
じ
て
通
常
要
す
る
と
見
込
ま
れ
る
費
用
の
額 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
る
通
常
要
す
る
と
見
込
ま
れ
る
電
気
通
信
回
線
一
回
線
当
た
り
の
原
価
の
算
定
は
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る
事
項
を
確
保
す
る
も
の
と
す
る
。 
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一

第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
の
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
係
る
電
気
通
信
設
備
を

次
に
掲
げ
る
事
項
を
確
保
す
る
よ
う
に
構
成
す
る
こ
と
。

イ

安
全
性
及
び
信
頼
性
に
関
す
る
関
係
法
令
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ロ

現
に
当
該
電
気
通
信
設
備
を
用
い
て
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
単
位
区
域

に
お
い
て
当
該
提
供
に
用
い
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ハ

前
条
第
一
項
の
通
知
の
直
近
に
国
が
行
っ
た
調
査
等
の
結
果
に
基
づ
き
位
置
を
設
定
す
る
端
末
設
備
又
は
自
営
電

気
通
信
設
備
を
使
用
す
る
利
用
者
に
対
し
て
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
と
き
に
用
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ニ

前
条
第
一
項
の
通
知
の
直
近
に
報
告
規
則
第
二
条
の
規
定
に
基
づ
き
報
告
さ
れ
た
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス

の
回
線
数
を
収
容
す
る
こ
と
が
で
き
る
範
囲
内
で
可
能
な
限
り
小
さ
な
収
容
能
力
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二

第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
係
る
電
気
通
信
設
備
及
び
こ
の
附
属
設
備
並
び
に
こ
れ
ら

を
設
置
す
る
土
地
及
び
施
設
を
、
別
表
第
四
第
一
又
は
第
三
の
左
欄
の
対
象
部
門
又
は
附
属
設
備
等
に
応
じ
同
表
第
一

又
は
第
三
の
右
欄
に
掲
げ
る
設
備
又
は
附
属
設
備
等
ご
と
に
区
分
し
て
算
定
す
る
こ
と
。

三

第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
係
る
固
定
資
産
価
額
に
つ
い
て
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
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部
門
ご
と
の
電
気
通
信
設
備
及
び
こ
の
附
属
設
備
並
び
に
こ
れ
ら
を
設
置
す
る
土
地
及
び
施
設
ご
と
に
別
表
第
五
に
掲

げ
る
方
法
に
よ
り
算
定
す
る
こ
と
。 

四 

第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
係
る
費
用
の
額
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
別
表
第
六
第
一
に

掲
げ
る
費
用
区
分
及
び
別
表
第
四
第
三
に
掲
げ
る
附
属
設
備
等
の
区
分
に
応
じ
別
表
第
六
第
二
に
掲
げ
る
配
賦
基
準
に

よ
り
算
定
す
る
こ
と
。 

五 

第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
係
る
他
人
資
本
費
用
、
自
己
資
本
費
用
及
び
利
益
対
応
税

の
額
は
、
第
十
四
条
第
二
項
第
三
号
の
規
定
（
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
係
る
部
分
に

限
る
。
）
に
よ
り
算
定
す
る
こ
と
。 

（
第
六
条
式
に
よ
る
第
二
号
基
礎
的
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
設
備
管
理
部
門
の
原
価
の
算
定
） 

第
十
二
条 

一
般
支
援
区
域
及
び
第
五
条
第
一
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
特
別
支
援
区
域
を
担
当
支
援
区
域
と
し
て
第
二
号
基

礎
的
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
は
、
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
当

該
提
供
に
係
る
設
備
管
理
部
門
の
原
価
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
事
業
年
度
ご
と
に
、
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
を
用

い
る
こ
と
と
す
る
。 
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２ 

前
項
の
規
定
に
基
づ
き
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
り
算
定
す
る
電
気
通
信
回
線
一
回
線
当
た

り
の
原
価
に
当
該
手
順
に
お
い
て
定
め
る
係
数
を
乗
ず
る
こ
と
に
よ
り
算
定
す
る
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
第
二
号
基
礎
的

Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
通
常
要
す
る
と
見
込
ま
れ
る
電
気
通
信
回
線
一
回
線
当
た
り
の
原
価

に
、
第
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
記
録
し
た
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
当
該
提
供
に
係
る
回
線
数
を
乗
ず
る
こ
と

に
よ
り
、
当
該
提
供
に
係
る
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
設
備
管
理
部
門
の
原
価
を
算
定
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

前
項
に
規
定
す
る
係
数
は
、
第
二
号
基
礎
的
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
お
け
る
固
定
端
末
系
伝
送
路
設

備
に
お
け
る
光
フ
ァ
イ
バ
及
び
同
軸
ケ
ー
ブ
ル
の
設
備
量
の
比
率
、
収
容
局
に
お
い
て
収
容
可
能
な
回
線
数
そ
の
他
の
第

二
号
基
礎
的
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業
の
実
態
に
即
し
て
定
め
る
こ
と
と
す
る
。 

４ 

前
各
項
の
規
定
に
基
づ
く
設
備
管
理
部
門
の
原
価
の
算
定
は
、
別
表
第
四
第
二
又
は
第
三
の
左
欄
の
対
象
部
門
又
は
附

属
設
備
等
に
応
じ
同
表
第
二
又
は
第
三
の
右
欄
に
掲
げ
る
設
備
又
は
附
属
設
備
等
ご
と
に
区
分
し
て
行
う
こ
と
を
基
礎
と

す
る
こ
と
と
す
る
。 

（
第
六
条
式
に
よ
る
設
備
利
用
部
門
の
原
価
の
算
定
） 

第
十
三
条 

一
般
支
援
区
域
及
び
第
五
条
第
一
項
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
特
別
支
援
区
域
を
担
当
支
援
区
域
と
す
る
第
二
種
適
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格
電
気
通
信
事
業
者
は
、
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
設
備
利
用
部
門

の
原
価
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
役
務
ご
と
及
び
事
業
年
度
ご
と
に
、
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
を
用
い
る
こ
と
と
す

る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
基
づ
き
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
は
、
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
販
売
そ
の
他
の
電
気
通
信

事
業
に
属
す
る
活
動
（
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
通
信
設
備
の
管
理
運
営
を
除
く
。
）
に
必

要
な
資
産
及
び
費
用
を
基
礎
と
し
て
算
定
す
る
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
当
該
役
務
を
提
供
す
る
た
め
に
通
常
要
す
る
と
見

込
ま
れ
る
電
気
通
信
回
線
一
回
線
当
た
り
の
設
備
利
用
部
門
の
原
価
（
広
告
又
は
宣
伝
に
係
る
費
用
を
除
く
。
）
に
第
九

条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
記
録
し
た
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
当
該
提
供
に
係
る
回
線
数
を
そ
れ
ぞ
れ
乗
ず
る
こ
と

に
よ
り
役
務
ご
と
及
び
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
設
備
利
用
部
門
の
原
価
を
算
定
す
る
も
の
と
す
る
。 

第
三
款 

第
七
条
式
に
よ
る
原
価
の
算
定
等 

（
第
七
条
式
に
よ
る
設
備
管
理
部
門
の
原
価
の
算
定
） 

第
十
四
条 

第
五
条
第
一
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
特
別
支
援
区
域
を
担
当
支
援
区
域
と
す
る
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者

は
、
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
設
備
管
理
部
門
の
原
価
の
算
定
に
当
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た
っ
て
は
、
役
務
ご
と
及
び
事
業
年
度
ご
と
に
、
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
を
用
い
る
こ
と
と
す
る
。 

２ 
前
項
の
規
定
に
基
づ
き
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
は
、
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
通
信

設
備
の
管
理
運
営
に
必
要
な
費
用
と
し
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
費
用
ご
と
に
当
該
各
号
に
規
定
す
る
額
を
合
計
す
る
こ

と
に
よ
り
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
設
備
管
理
部
門
の
原
価
を
算
定
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

施
設
保
全
費
等 
次
に
掲
げ
る
費
用
の
額
に
当
該
手
順
に
お
い
て
定
め
る
係
数
を
乗
じ
て
得
た
額 

イ 

施
行
規
則
第
四
十
条
の
八
の
五
第
二
項
第
一
号
に
該
当
す
る
担
当
支
援
区
域
に
お
い
て
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信

役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
通
信
設
備
を
当
該
電
気
通
信
設
備
の
所
有
者
で
あ
っ
た
地
方
公
共
団
体
か
ら
譲
り
受
け

た
場
合
に
お
け
る
当
該
電
気
通
信
設
備
の
設
置
に
要
し
た
費
用
の
額
及
び
当
該
電
気
通
信
設
備
を
有
償
で
譲
り
受
け

た
場
合
に
お
け
る
当
該
電
気
通
信
設
備
に
係
る
減
価
償
却
費 

ロ 

施
行
規
則
第
四
十
条
の
八
の
五
第
二
項
第
二
号
に
該
当
す
る
担
当
支
援
区
域
に
お
い
て
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信

役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
通
信
設
備
の
設
置
に
要
し
た
費
用
の
額
（
当
該
電
気
通
信
設
備
の
設
置
に
つ
い
て
地
方

公
共
団
体
か
ら
補
助
金
の
交
付
を
受
け
て
い
る
場
合
は
当
該
補
助
金
の
額
を
含
む
。
） 

二 

更
新
し
た
設
備
の
減
価
償
却
費 

担
当
支
援
区
域
に
お
い
て
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
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通
信
設
備
の
設
置
に
要
し
た
費
用
の
額
（
当
該
電
気
通
信
設
備
の
設
置
に
当
た
っ
て
設
備
の
更
新
を
行
っ
た
場
合
に
お

け
る
当
該
更
新
に
要
し
た
費
用
の
額
に
限
る
。
）
を
当
該
設
置
し
た
電
気
通
信
設
備
の
耐
用
年
数
で
除
し
て
得
た
額
を

合
計
し
た
額 

三 

自
己
資
本
費
用
、
他
人
資
本
費
用
及
び
利
益
対
応
税 

次
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
計
算
し
た
額 

四 

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
た
め
の
電
気
通
信
設
備
の
効
率
的
な
活

用
の
観
点
か
ら
既
に
設
置
さ
れ
て
い
る
電
気
通
信
設
備
又
は
こ
の
附
属
設
備
等
を
当
該
提
供
に
用
い
る
場
合
に
お
け
る

当
該
設
備
を
維
持
管
理
す
る
た
め
の
費
用 

当
該
設
備
の
数
量
に
法
第
三
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
総
務
大
臣
が
認
可
し

た
接
続
約
款
に
お
け
る
当
該
設
備
に
係
る
接
続
料
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
単
価
を
乗
じ
て
得
た
額
を
合
計
し
た
額 

第
十
五
条 

前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
費
用
は
、
別
表
第
四
に
掲
げ
る
電
気
通
信
設
備
及
び
こ
の
附
属
設
備
並
び
に
こ
れ

ら
を
設
置
す
る
土
地
及
び
施
設
に
係
る
費
用
に
限
り
原
価
と
し
て
算
定
す
る
こ
と
と
す
る
。 

２ 

前
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
施
設
保
全
費
等
に
係
る
原
価
の
算
定
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と
と

す
る
。 

一 

当
該
施
設
保
全
費
等
は
、
次
に
掲
げ
る
単
位
区
域
の
別
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
掲
げ
る
費
用
に
限
り
原
価
と
し
て
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算
定
す
る
こ
と
と
す
る
。 

イ 

施
行
規
則
第
四
十
条
の
八
の
五
第
二
項
第
一
号
に
該
当
す
る
単
位
区
域 

次
に
掲
げ
る
費
用 

⑴ 
当
該
単
位
区
域
が
特
別
支
援
区
域
と
し
て
指
定
さ
れ
た
日
の
翌
日
以
後
に
、
所
有
者
で
あ
っ
た
地
方
公
共
団
体

か
ら
譲
り
受
け
た
電
気
通
信
設
備
に
係
る
費
用 

⑵ 

前
事
業
年
度
の
こ
の
款
の
規
定
に
基
づ
く
費
用
の
額
の
算
定
に
お
い
て
次
の
⑶
の
規
定
に
基
づ
き
そ
の
費
用
を

原
価
と
し
て
算
定
し
た
電
気
通
信
設
備
に
係
る
費
用
（
⑴
に
掲
げ
る
費
用
を
除
く
。
） 

⑶ 

こ
の
款
の
規
定
に
よ
り
算
定
す
る
費
用
に
係
る
第
八
条
届
出
を
す
る
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
翌
事
業
年
度
中

に
所
有
者
で
あ
る
地
方
公
共
団
体
か
ら
譲
り
受
け
る
こ
と
を
合
意
し
て
い
る
電
気
通
信
設
備
に
係
る
費
用
の
額
に

、
当
該
翌
事
業
年
度
の
開
始
の
日
か
ら
当
該
合
意
に
よ
り
当
該
電
気
通
信
設
備
を
譲
り
受
け
る
こ
と
を
予
定
し
て

い
る
日
（
そ
の
日
が
当
該
翌
事
業
年
度
の
開
始
の
日
か
ら
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
応
当
日
ま
で
の
間
に
属

す
る
場
合
は
当
該
応
当
日
を
当
該
譲
り
受
け
る
こ
と
を
予
定
し
て
い
る
日
と
み
な
す
。
以
下
「
譲
受
予
定
日
」
と

い
う
。
）
の
前
日
ま
で
の
日
数
を
当
該
翌
事
業
年
度
の
日
数
か
ら
控
除
し
た
日
数
を
当
該
翌
事
業
年
度
の
日
数
で

除
し
た
値
を
乗
じ
て
得
た
費
用 
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ロ 

施
行
規
則
第
四
十
条
の
八
の
五
第
二
項
第
二
号
に
該
当
す
る
単
位
区
域 

当
該
単
位
区
域
が
特
別
支
援
区
域
と
し

て
指
定
さ
れ
た
日
の
翌
日
以
後
に
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
た
め
に
新
た
に
設
置
し
た
電
気
通
信

設
備
に
係
る
費
用 

二 

当
該
施
設
保
全
費
等
に
除
却
損
又
は
撤
去
費
用
を
原
価
と
し
て
算
定
し
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
次
項
に
掲
げ
る
設
備

の
更
新
に
係
る
除
却
損
又
は
撤
去
費
用
に
限
る
こ
と
と
す
る
。 

三 

当
該
施
設
保
全
費
等
は
、
前
項
の
規
定
に
関
わ
ら
ず
、
別
表
第
四
に
掲
げ
る
電
気
通
信
設
備
及
び
こ
の
附
属
設
備
並

び
に
こ
れ
ら
を
設
置
す
る
土
地
及
び
施
設
に
係
る
費
用
に
加
え
、
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
に
必
要
と
な
る
収
容
ル
ー
タ
に
係
る
費
用
を
原
価
と
し
て
算
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す
る
。 

四 

前
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
係
数
は
、
法
第
三
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
総
務
大
臣
が
認
可
し
た
接
続
約

款
に
お
け
る
設
備
管
理
運
営
費
比
率
と
す
る
こ
と
と
す
る
。 

３ 

前
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
更
新
し
た
設
備
の
減
価
償
却
費
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
由
に
よ
る
設
備
の
更
新
に

係
る
も
の
（
特
別
損
失
に
属
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
限
り
原
価
と
し
て
算
定
す
る
こ
と
と
す
る
。
た
だ
し
、
地
方
公
共

団
体
か
ら
補
助
金
そ
の
他
の
給
付
金
の
交
付
を
受
け
て
更
新
し
た
設
備
で
あ
っ
て
当
該
設
備
の
固
定
資
産
の
帳
簿
価
額
が
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圧
縮
記
帳
に
よ
り
減
額
さ
れ
て
い
な
い
も
の
の
減
価
償
却
費
は
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
事
由
に
よ
る
設
備
の
更
新
に
係
る

も
の
に
含
ま
な
い
こ
と
と
す
る
。 

一 

道
路
の
拡
幅
そ
の
他
の
道
路
の
整
備 

二 

鳥
獣
害
に
よ
る
損
壊 

三 

設
備
の
老
朽
化 

四 

災
害
に
よ
る
損
壊 

五 

そ
の
他
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
の
維
持
（
当
該
役
務
の
提
供
の
維
持
に
必

要
と
な
る
も
の
に
限
る
。
） 

４ 

前
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
費
用
の
額
の
計
算
に
つ
い
て
は
、
接
続
料
規
則
第
十
一
条
（
第
三
項
た
だ
し
書
及
び
第

五
項
た
だ
し
書
の
規
定
を
除
く
。
）
、
第
十
二
条
（
第
五
項
の
規
定
を
除
く
。
）
及
び
第
十
三
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
接
続
料
規
則
の
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同

表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
に
読
み
替
え
る
こ
と
と
す
る
。 
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第
十
一
条
第
一
項 

一
般
法
定
機
能
に
係
る
他
人
資

本
費
用
の
額 

第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
の
提
供
す
る
第
二
号
基
礎

的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
又
は
第
二
号
基
礎
的
Ｃ

Ａ
Ｔ
Ｖ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
（
卸
電
気
通
信
役
務
を
含
む

。
以
下
「
第
二
号
算
定
対
象
電
気
通
信
役
務
」
と
い
う
。

）
に
係
る
他
人
資
本
費
用
の
額 

当
該
一
般
法
定
機
能 

当
該
第
二
号
算
定
対
象
電
気
通
信
役
務 

第
十
一
条
第
二
項 

一
般
法
定
機
能 

第
二
号
算
定
対
象
電
気
通
信
役
務 

対
象
設
備
等 

第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
第
二
種
交

付
金
及
び
第
二
種
負
担
金
算
定
等
規
則
第
十
四
条
及
び
第

十
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
そ
の
費
用
を
同
条
に
規
定
す
る

原
価
と
し
て
算
定
す
る
電
気
通
信
設
備
、
そ
の
附
属
設
備

並
び
に
こ
れ
ら
を
設
置
す
る
土
地
及
び
施
設
（
次
項
及
び

第
五
項
に
お
い
て
「
第
二
種
算
定
対
象
設
備
等
」
と
い
う
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。
） 

第
十
一
条
第
三
項 

対
象
設
備
等 

第
二
種
算
定
対
象
設
備
等 

 

法
第
三
十
三
条
第
五
項
機
能
に

係
る
も
の
に
あ
っ
て
は
別
表
第

三
様
式
第
二
の
固
定
資
産
帰
属

明
細
表
の
正
味
固
定
資
産
価
額

を
基
礎
と
し
て
、
そ
の
他
の
一

般
法
定
機
能
に
係
る
も
の
に
あ

っ
て
は
接
続
会
計
規
則
別
表
第

二
様
式
第
三
の
固
定
資
産
帰
属

明
細
表
の
帳
簿
価
額
を
基
礎
と

し
て 

第
二
種
算
定
対
象
設
備
等
の
正
味
固
定
資
産
価
額
を
基
礎

と
し
て 

第
十
一
条
第
四
項 

接
続
会
計
規
則
別
表
第
二
様
式

接
続
会
計
規
則
別
表
第
二
様
式
第
二
に
記
載
さ
れ
た
第
一
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第
二
に
記
載
さ
れ
た
第
一
種
指

定
設
備
管
理
部
門 

種
指
定
設
備
管
理
部
門
に
係
る
項
目
に
従
っ
て
整
理
し
た

設
備
管
理
部
門 

第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備 

第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
通

信
設
備 

電
気
通
信
事
業
会
計
規
則
別
表

第
二
様
式
第
一
に
記
載
さ
れ
た 

電
気
通
信
事
業
会
計
規
則
別
表
第
二
様
式
第
一
に
記
載
さ

れ
た
固
定
資
産
に
係
る
項
目
に
従
っ
て
整
理
し
た 

同
表
様
式
第
一
に
記
載
さ
れ
た 

同
様
に
整
理
し
た 

第
十
一
条
第
五
項 

対
象
設
備
等
の
第
一
種
指
定
設

備
管
理
運
営
費
（
減
価
償
却
費

、
固
定
資
産
除
却
損
及
び
租
税

公
課
相
当
額
を
除
く
。
） 

第
二
種
算
定
対
象
設
備
等
の
設
備
管
理
運
営
費
（
減
価
償

却
費
、
通
信
設
備
使
用
料
、
固
定
資
産
税
相
当
額
及
び
租

税
公
課
相
当
額
を
除
く
。
） 

一
般
法
定
機
能
の 

第
二
号
算
定
対
象
電
気
通
信
役
務
の 

一
般
法
定
機
能
に
係
る
接
続
料 

電
気
通
信
役
務
に
関
す
る
利
用
者
料
金
並
び
に
当
該
電
気
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通
信
役
務
の
提
供
に
関
し
他
の
電
気
通
信
事
業
者
と
の
間

で
締
結
す
る
電
気
通
信
設
備
の
接
続
に
関
す
る
協
定
及
び

卸
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
関
す
る
契
約
に
よ
り
取
得
す

る
金
額
又
は
料
金

第
十
二
条
第
一
項
及

び
第
十
三
条
第
一
項

一
般
法
定
機
能

第
二
号
算
定
対
象
電
気
通
信
役
務
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５ 

前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
が
担
当
支
援
区
域
に
お
い
て
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務

を
提
供
す
る
た
め
の
電
気
通
信
設
備
の
維
持
管
理
の
た
め
の
費
用
と
し
て
地
方
公
共
団
体
か
ら
補
助
金
そ
の
他
の
給
付
金

の
交
付
を
受
け
る
場
合
に
は
、
第
七
条
式
に
よ
る
原
価
の
算
定
か
ら
当
該
給
付
金
の
額
を
控
除
す
る
こ
と
と
す
る
。 

６ 

前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
が
同
項
に
規
定
す
る
担
当
支
援
区
域
に
お
い
て
第
二
号
基
礎

的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
通
信
設
備
を
放
送
役
務
と
共
用
し
て
い
る
場
合
の
同
項
に
規
定
す
る
原
価
の
算

定
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
共
用
し
て
い
る
電
気
通
信
設
備
の
原
価
に
三
分
の
二
を
乗
じ
て
計
算
す
る
こ
と
と
す
る
。 

（
第
七
条
式
に
よ
る
設
備
利
用
部
門
の
原
価
の
算
定
） 

第
十
六
条 

第
五
条
第
一
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
特
別
支
援
区
域
を
担
当
支
援
区
域
と
す
る
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者

は
、
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
設
備
管
理
部
門
の
原
価
の
算
定
に
当

た
っ
て
は
、
役
務
ご
と
及
び
事
業
年
度
ご
と
に
、
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
を
用
い
る
こ
と
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
規
定
に
基
づ
き
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
は
、
第
八
条
届
出
を
す
る
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度

に
お
け
る
役
務
ご
と
の
販
売
そ
の
他
の
電
気
通
信
事
業
に
属
す
る
活
動
（
電
気
通
信
設
備
の
管
理
運
営
を
除
く
。
）
に
必

要
な
費
用
（
広
告
又
は
宣
伝
に
係
る
費
用
を
除
き
、
別
表
第
四
に
掲
げ
る
電
気
通
信
設
備
及
び
こ
の
附
属
設
備
等
に
対
応
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す
る
収
益
を
得
る
た
め
に
必
要
な
費
用
に
限
る
。
）
を
当
該
役
務
ご
と
の
当
該
前
事
業
年
度
末
の
回
線
数
と
当
該
前
事
業

年
度
の
前
事
業
年
度
末
の
回
線
数
の
合
計
を
二
で
除
し
た
値
（
次
条
第
二
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
お
い
て
「
平
均
回
線

数
」
と
い
う
。
）
で
除
し
て
得
た
額
に
、
第
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
記
録
し
た
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
当
該

提
供
に
係
る
回
線
数
を
そ
れ
ぞ
れ
乗
ず
る
こ
と
に
よ
り
当
該
担
当
支
援
区
域
ご
と
の
設
備
利
用
部
門
の
原
価
を
算
定
す
る

も
の
と
す
る
。

３

第
一
項
に
規
定
す
る
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
が
同
項
に
規
定
す
る
担
当
支
援
区
域
に
お
い
て
第
二
号
基
礎
的
電

気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
通
信
設
備
を
放
送
役
務
と
共
用
し
て
い
る
場
合
の
同
項
に
規
定
す
る
原
価
の
算
定
に

当
た
っ
て
は
、
当
該
共
用
し
て
い
る
電
気
通
信
設
備
の
原
価
に
三
分
の
二
を
乗
じ
て
計
算
す
る
こ
と
と
す
る
。

（
第
七
条
式
に
よ
る
収
益
の
額
の
算
定
）

第
十
七
条

第
五
条
第
一
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
特
別
支
援
区
域
を
担
当
支
援
区
域
と
す
る
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者

は
、
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
収
益
の
額
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、

役
務
ご
と
及
び
事
業
年
度
ご
と
に
、
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
を
用
い
る
こ
と
と
す
る
。

２

前
項
の
規
定
に
基
づ
き
総
務
大
臣
が
通
知
す
る
手
順
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
額
を
合
計
す
る
こ
と
に
よ
り
、
担
当
支
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援
区
域
ご
と
の
収
益
の
額
を
算
定
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 
第
八
条
届
出
を
す
る
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
お
け
る
当
該
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
の
役
務

ご
と
の
収
益
の
額
（
別
表
第
四
に
掲
げ
る
電
気
通
信
設
備
及
び
こ
の
附
属
設
備
等
に
対
応
す
る
部
分
に
限
る
。
）
を
平

均
回
線
数
で
除
し
て
得
た
額
（
次
号
に
お
い
て
「
全
国
平
均
収
益
額
」
と
い
う
。
）
に
、
第
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ

り
記
録
し
た
前
項
に
規
定
す
る
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る
提
供
に
係
る
回
線
数
（
第
二
号
基
礎
的
電

気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
通
信
設
備
を
放
送
役
務
と
共
用
し
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）
を
そ
れ
ぞ
れ
乗
じ
て

得
た
額 

二 

全
国
平
均
収
益
額
に
、
第
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
記
録
し
た
当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
け
る
当
該
提
供
に
係
る

回
線
数
（
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
通
信
設
備
を
放
送
役
務
と
共
用
し
て
い
る
も
の
に
限

る
。
）
及
び
三
分
の
二
を
そ
れ
ぞ
れ
乗
じ
て
得
た
額 

三 

当
該
担
当
支
援
区
域
に
お
い
て
自
ら
所
有
す
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
海
底
ケ
ー
ブ
ル
又

は
陸
揚
局
を
他
の
電
気
通
信
事
業
者
又
は
電
気
通
信
事
業
以
外
の
事
業
を
営
む
事
業
者
に
使
用
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
第

二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
収
益
以
外
の
収
益
を
得
て
い
る
と
き
は
、
当
該
収
益
の
額 
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（
第
七
条
式
に
よ
り
算
定
し
た
原
価
の
算
定
根
拠
の
整
理
） 

第
十
八
条 

第
十
四
条
か
ら
第
十
六
条
ま
で
の
規
定
に
基
づ
き
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
原
価
を
算
定

し
た
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
当
該
算
定
の
根

拠
と
し
て
、
当
該
算
定
に
係
る
担
当
支
援
区
域
ご
と
に
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

一 

第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
必
要
と
な
る
収
容
ル
ー
タ
に
係
る
費
用
を
原
価
と
し
て
算

定
し
て
い
る
場
合 

第
八
条
届
出
を
す
る
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
次
に
掲
げ
る
事
項 

イ 

当
該
収
容
ル
ー
タ
に
係
る
費
用
を
含
め
て
原
価
を
算
定
し
た
担
当
支
援
区
域
名 

ロ 

当
該
収
容
ル
ー
タ
を
用
い
て
第
二
号
基
礎
的
Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
全
て
の
担
当
支
援
区
域

名 

ハ 

当
該
収
容
ル
ー
タ
の
設
置
又
は
維
持
を
必
要
と
す
る
理
由 

二 

第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
電
気
通
信
設
備
を
放
送
役
務
と
共
用
し
て
い
る
場
合 

第
八
条
届

出
を
す
る
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
の
末
日
に
お
け
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
回
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線
数
及
び
当
該
共
用
に
係
る
回
線
数 

三 
自
ら
所
有
す
る
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
海
底
ケ
ー
ブ
ル
又
は
陸
揚
局
を
他
の
電
気
通
信
事

業
者
又
は
電
気
通
信
事
業
以
外
の
事
業
を
営
む
事
業
者
に
使
用
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の

提
供
に
係
る
収
益
以
外
の
収
益
を
得
て
い
る
場
合 

第
八
条
届
出
を
す
る
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
お

け
る
当
該
使
用
さ
せ
て
い
る
事
業
者
名
及
び
当
該
事
業
者
ご
と
の
当
該
収
益
の
額 

四 

所
有
者
で
あ
っ
た
地
方
公
共
団
体
か
ら
譲
り
受
け
た
電
気
通
信
設
備
を
用
い
て
第
二
号
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
を
提

供
し
て
い
る
場
合 

次
の
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
場
合
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
イ
又
は
ロ
に

掲
げ
る
事
項 

イ 

当
該
譲
受
後
に
初
め
て
第
八
条
届
出
を
す
る
場
合
は
、
当
該
譲
受
が
無
償
に
よ
る
も
の
で
あ
る
か
有
償
に
よ
る
も

の
で
あ
る
か
の
別
及
び
当
該
譲
受
が
有
償
に
よ
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
譲
受
の
価
額
並
び
に
当
該
譲
受
に
際

し
地
方
公
共
団
体
か
ら
補
助
金
そ
の
他
の
給
付
金
の
交
付
を
受
け
て
い
る
か
否
か
の
別
及
び
当
該
交
付
を
受
け
て
い

る
場
合
に
お
け
る
補
助
金
そ
の
他
の
給
付
金
の
額 

ロ 

当
該
譲
受
に
際
し
て
、
又
は
当
該
譲
受
後
に
、
第
十
五
条
第
三
項
第
五
号
に
規
定
す
る
事
由
に
よ
り
設
備
の
更
新
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を
行
っ
た
場
合
は
、
当
該
更
新
の
目
的
、
当
該
更
新
に
要
し
た
費
用
及
び
当
該
更
新
に
係
る
電
気
通
信
設
備
の
概
要 

第
四
節 

第
二
種
交
付
金
の
交
付
の
特
例 

（
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
に
初
め
て
指
定
さ
れ
た
者
に
係
る
特
例
） 

第
十
九
条 

第
八
条
届
出
を
し
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
開
始
の
日
か
ら
当
該
第
八
条
届
出
を
し
た
日
の
前
日
ま
で
の
間

に
新
た
に
法
第
百
十
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
に
指
定
さ
れ
た
者
に
対
し
て
当
該
事

業
年
度
の
翌
事
業
年
度
に
交
付
す
る
第
二
種
交
付
金
の
額
は
、
こ
の
章
（
こ
の
項
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た

第
二
種
交
付
金
の
額
と
な
る
べ
き
額
（
第
十
五
条
第
二
項
第
一
号
イ
⑶
に
掲
げ
る
費
用
の
み
を
原
価
と
し
て
こ
の
章
（
こ

の
項
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
第
二
種
交
付
金
の
額
と
な
る
べ
き
額
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
譲
受
設
備

に
係
る
額
」
と
い
う
。
）
を
除
く
。
）
に
当
該
指
定
を
受
け
た
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過
し
た
日
（
次
項
に
お
い
て

「
応
当
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
当
該
第
八
条
届
出
を
し
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
翌
事
業
年
度
の
終
了
の
日
ま
で
の
日

数
を
当
該
翌
事
業
年
度
の
日
数
で
除
し
た
値
を
乗
じ
た
額
に
、
当
該
譲
受
設
備
に
係
る
額
を
加
え
て
得
た
額
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
第
二
種
交
付
金
の
交
付
は
、
応
当
日
が
属
す
る
月
の
翌
月
か
ら
開
始
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
担
当
支
援
区
域
の
指
定
の
解
除
等
に
係
る
特
例
） 
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第
二
十
条 

法
第
百
十
条
の
三
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
そ
の
担
当
支
援
区
域
の
一
部
の
指
定
を
解
除
さ
れ
た
第
二
種
適
格

電
気
通
信
事
業
者
に
対
し
て
当
該
解
除
を
さ
れ
た
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
担
当
解
除
日
」
と
い
う
。
）
の
属
す
る

月
以
降
の
月
に
係
る
第
二
種
交
付
金
（
当
該
担
当
解
除
日
の
属
す
る
事
業
年
度
に
係
る
第
二
種
交
付
金
に
限
る
。
）
の
額

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
額
を
合
計
し
た
額
と
す
る
。 

一 

当
該
解
除
を
さ
れ
た
担
当
支
援
区
域
を
算
定
の
対
象
に
含
め
ず
に
こ
の
章
（
こ
の
項
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
り
算

定
し
た
当
該
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
に
対
す
る
第
二
種
交
付
金
の
額
（
次
号
に
お
い
て
「
解
除
後
交
付
金
額
」

と
い
う
。
）
に
担
当
解
除
日
が
属
す
る
月
か
ら
当
該
事
業
年
度
終
了
の
日
が
属
す
る
月
ま
で
の
月
数
（
担
当
解
除
日
の

属
す
る
月
を
含
む
。
）
を
十
二
で
除
し
た
値
を
乗
じ
て
得
た
額 

二 

当
該
解
除
を
さ
れ
た
担
当
支
援
区
域
を
算
定
の
対
象
に
含
め
て
こ
の
章
（
こ
の
項
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
り
算
定

し
た
当
該
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
に
対
す
る
第
二
種
交
付
金
の
額
か
ら
解
除
後
交
付
金
額
を
控
除
し
た
額
を
十

二
で
除
し
た
額
に
、
担
当
解
除
日
の
属
す
る
月
の
初
日
か
ら
担
当
解
除
日
の
前
日
ま
で
の
日
数
を
当
該
月
の
日
数
で
除

し
た
値
を
乗
じ
て
得
た
額 

２ 

法
第
百
十
条
の
三
第
六
項
の
規
定
に
基
づ
き
そ
の
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
の
指
定
を
取
り
消
さ
れ
た
者
に
対
し
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て
交
付
す
る
当
該
取
消
し
の
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
適
格
取
消
日
」
と
い
う
。
）
の
属
す
る
月
に
係
る
第
二
種
交

付
金
の
額
は
、
当
該
者
が
引
き
続
き
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
で
あ
る
と
し
た
場
合
の
当
該
月
に
係
る
第
二
種
交
付

金
の
月
額
と
な
る
べ
き
額
に
、
当
該
月
の
初
日
か
ら
適
格
取
消
日
の
前
日
ま
で
の
日
数
を
当
該
月
の
日
数
で
除
し
た
値
を

乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。 

（
地
方
公
共
団
体
か
ら
電
気
通
信
設
備
を
譲
り
受
け
る
場
合
の
特
例
） 

第
二
十
一
条 

第
十
五
条
第
二
項
第
一
号
イ
⑵
又
は
⑶
に
掲
げ
る
費
用
を
第
二
種
交
付
金
の
原
価
と
し
て
算
定
し
た
第
二
種

適
格
電
気
通
信
事
業
者
に
対
す
る
当
該
算
定
を
行
っ
た
電
気
通
信
設
備
に
係
る
第
二
種
交
付
金
の
交
付
は
、
当
該
第
二
種

適
格
電
気
通
信
事
業
者
か
ら
支
援
機
関
に
対
し
当
該
電
気
通
信
設
備
を
地
方
公
共
団
体
か
ら
譲
り
受
け
た
旨
の
連
絡
が
あ

っ
た
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
か
ら
開
始
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
か
ら
支
援
機
関
に
対
し
譲
受
予
定
日
を
当
該
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
当
該
日

の
翌
日
以
後
の
い
ず
れ
か
の
日
に
変
更
し
た
旨
の
連
絡
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
に

対
す
る
当
該
譲
受
予
定
日
を
変
更
し
た
電
気
通
信
設
備
に
係
る
第
二
種
交
付
金
の
額
は
、
当
該
変
更
後
の
日
を
第
十
五
条

第
二
項
第
一
号
イ
⑶
に
規
定
す
る
譲
受
予
定
日
と
み
な
し
て
こ
の
章
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
第
二
種
交
付
金
の
額
と
す
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る
。 

（
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
が
会
社
更
生
法
の
規
定
に
よ
る
更
生
計
画
認
可
決
定
等
を
受
け
る
場
合
の
特
例

） 

第
二
十
二
条 
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
由
の
い
ず
れ
か
が
生
じ
た
こ
と
に
よ
り
第
二
種
負
担
金
の
納
付
が
著
し
く
困
難
と
な

っ
た
と
認
め
ら
れ
る
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
納
付
困
難
事
業
者
」
と
い
う
。

）
が
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
事
由
の
い
ず
れ
か
が
生
じ
た
日
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
事
由
発
生
日
」
と
い
う
。
）

の
属
す
る
月
以
降
の
月
に
係
る
第
二
種
交
付
金
（
当
該
事
由
発
生
日
の
属
す
る
事
業
年
度
に
係
る
第
二
種
交
付
金
に
限
る

。
）
の
額
は
、
こ
の
章
（
こ
の
項
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
当
該
第
二
種
交
付
金
の
額
と
な
る
べ
き
額
か
ら

、
当
該
事
由
が
生
じ
た
納
付
困
難
事
業
者
が
事
由
発
生
日
以
降
に
納
付
す
べ
き
第
三
章
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
第
二
種

負
担
金
の
額
を
当
該
第
二
種
交
付
金
の
額
と
な
る
べ
き
額
と
事
由
発
生
日
以
降
の
支
援
機
関
の
第
二
種
支
援
業
務
（
法
第

百
七
条
第
二
号
に
掲
げ
る
業
務
及
び
同
条
第
三
号
に
規
定
す
る
業
務
の
う
ち
同
条
第
二
号
に
掲
げ
る
業
務
に
附
帯
す
る
業

務
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
要
す
る
費
用
の
額
の
う
ち
当
該
第
二
種
交
付
金
の
額
と
な
る
べ
き
額
を
控
除
し
た
も
の
の

比
率
（
次
項
に
お
い
て
「
第
二
種
交
付
金
対
業
務
費
比
率
」
と
い
う
。
）
で
按あ

ん

分
し
た
額
の
う
ち
当
該
第
二
種
交
付
金
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の
額
と
な
る
べ
き
額
に
対
応
す
る
額
を
減
じ
て
得
た
額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

一 
会
社
更
生
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
四
号
）
第
百
九
十
九
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
又
は
金
融
機
関
等
の
更

生
手
続
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
九
十
五
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
及
び
同
条
第
二
項
の
規
定
に

よ
り
準
用
す
る
会
社
更
生
法
第
百
九
十
九
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
更
生
計
画
認
可
の
決
定 

二 

民
事
再
生
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
二
百
二
十
五
号
）
第
百
七
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
再
生
計
画
認
可
の
決

定 

三 

会
社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
五
百
六
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
特
別
清
算
に
係
る
協
定
の
認

可 

四 

そ
の
他
総
務
大
臣
が
告
示
す
る
事
由 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
第
二
種
交
付
金
の
額
を
算
定
し
た
場
合
に
お
い
て
、
事
由
発
生
日
以
降
に
納
付
困
難
事
業
者
か
ら

当
該
納
付
困
難
事
業
者
が
納
付
す
べ
き
で
あ
っ
た
第
二
種
負
担
金
の
額
の
全
部
又
は
一
部
が
納
付
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該

納
付
さ
れ
た
額
を
第
二
種
交
付
金
対
業
務
費
比
率
で
按あ

ん

分
し
た
額
の
う
ち
第
二
種
交
付
金
の
額
と
な
る
べ
き
額
に
対
応

す
る
額
を
、
第
二
種
交
付
金
と
し
て
速
や
か
に
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
ご
と
に
交
付
す
る
こ
と
と
す
る
。 
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３ 

前
各
項
の
場
合
に
お
い
て
、
二
以
上
の
第
二
種
適
格
電
気
通
信
事
業
者
に
対
す
る
第
一
項
に
掲
げ
る
第
二
種
交
付
金
の

額
と
な
る
べ
き
額
か
ら
減
ず
る
こ
と
が
で
き
る
額
又
は
前
項
に
掲
げ
る
交
付
す
る
こ
と
と
す
る
額
は
、
当
該
第
二
種
適
格

電
気
通
信
事
業
者
に
交
付
す
べ
き
第
二
種
交
付
金
の
額
と
な
る
べ
き
額
の
第
二
種
交
付
金
の
総
額
に
占
め
る
割
合
に
基
づ

き
算
定
す
る
こ
と
と
す
る
。 

第
三
章 

第
二
種
負
担
金 

第
一
節 

第
二
種
負
担
金
の
額
等
の
認
可
申
請 

第
二
十
三
条 

法
第
百
十
条
の
五
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
百
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
第
二
種
負
担
金
の
額
及

び
徴
収
方
法
に
つ
い
て
の
認
可
（
以
下
「
第
二
種
負
担
認
可
」
と
い
う
。
）
の
申
請
は
、
様
式
第
二
の
申
請
書
に
、
次
に

掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
添
え
て
、
事
業
年
度
経
過
後
七
月
以
内
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
ご
と
の
第
二
種
負
担
金
の
額 

二 

高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
の
算
定
対
象
収
益
の
額
（
第
二
十
七
条
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
収
益
の
額

を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
算
定
方
法 

三 

第
二
種
負
担
金
の
徴
収
方
法 
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四 

第
二
種
負
担
金
の
納
付
期
限 

五 
法
第
百
十
二
条
の
規
定
に
基
づ
き
区
分
し
て
整
理
し
た
第
二
種
負
担
認
可
の
申
請
の
日
が
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事

業
年
度
に
お
け
る
第
二
種
支
援
業
務
に
係
る
経
理
の
状
況 

六 

第
二
種
支
援
業
務
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
方
法
及
び
そ
の
算
定
結
果 

２ 

第
二
種
負
担
認
可
の
申
請
後
に
当
該
申
請
に
係
る
第
二
種
負
担
金
の
額
に
つ
い
て
変
更
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
当
該
申

請
の
期
限
の
属
す
る
月
の
翌
月
の
初
日
か
ら
起
算
し
て
九
月
を
経
過
す
る
ま
で
の
間
に
限
り
、
様
式
第
二
の
申
請
書
に
、

前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
添
え
て
、
改
め
て
第
二
種
負
担
認
可
の
申
請
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

第
二
節 

第
二
種
負
担
金
の
額
の
算
定
方
法 

（
第
二
種
負
担
金
の
額
の
算
定
方
法
） 

第
二
十
四
条 

法
第
百
十
条
の
五
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
百
十
条
第
二
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
事
業
年

度
ご
と
に
、
総
務
大
臣
が
告
示
す
る
方
法
に
よ
り
支
援
機
関
が
算
定
す
る
次
の
第
一
号
に
掲
げ
る
値
に
、
次
の
第
二
号
に

掲
げ
る
値
を
乗
ず
る
こ
と
に
よ
り
算
定
す
る
方
法
と
す
る
。 

一 

回
線
単
価
（
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
電
気
通
信
役
務
（
施
行
規
則
第
四
十
条
の
七
の
二
に
規
定
す
る
電
気
通
信
役
務
を
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除
く
。
以
下
同
じ
。
）
の
提
供
に
係
る
電
気
通
信
回
線
一
回
線
当
た
り
の
第
二
種
負
担
金
の
月
額
を
い
う
。
以
下
同
じ

。
） 

二 

こ
の
条
の
規
定
に
よ
る
第
二
種
負
担
金
の
額
の
算
定
の
直
近
の
継
続
し
た
十
二
月
間
の
各
月
の
算
定
対
象
回
線
数
（

報
告
規
則
第
九
条
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
電
気
通
信
事
業
者
か
ら
報
告
さ
れ
る
月
ご
と
の
回
線
数
を
用
い
て
次
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
総
務
大
臣
が
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
ご
と
に
算
出
す
る
第
二
種
負
担
金
の
額
の
算
定

の
対
象
と
な
る
回
線
数
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
合
計
数 

２ 

前
項
の
規
定
に
基
づ
き
総
務
大
臣
が
告
示
す
る
方
法
は
、
同
項
の
第
二
種
負
担
金
の
額
の
算
定
を
行
う
日
の
属
す
る
事

業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
徴
収
し
た
第
二
種
負
担
金
の
総
額
か
ら
当
該
前
事
業
年
度
に
交
付
し
た
第
二
種
交
付
金
の
総
額

及
び
当
該
前
事
業
年
度
に
要
し
た
第
二
種
支
援
業
務
に
係
る
費
用
の
額
を
合
計
し
た
額
を
控
除
し
て
な
お
残
余
が
あ
る
場

合
に
お
い
て
当
該
残
余
の
額
を
同
項
の
算
定
を
行
う
事
業
年
度
に
お
け
る
第
二
種
負
担
金
の
総
額
か
ら
控
除
し
て
回
線
単

価
を
算
定
す
る
方
法
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
回
線
単
価
を
算
定
す
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

前
二
項
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
各
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
の
第
二
種
負
担
金
の
額
の
、
当
該
高
速
度

デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
の
算
定
対
象
収
益
の
額
に
占
め
る
割
合
が
限
度
割
合
（
施
行
令
第
五
条
の
二
第
二
項
に
規
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定
す
る
割
合
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
超
え
る
場
合
の
当
該
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
の
第
二
種
負
担
金

の
額
は
、
当
該
各
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
算
定
対
象
収
益
の
額
に
限
度
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
。 

４ 

支
援
機
関
は
、
回
線
単
価
を
算
定
し
た
と
き
は
、
各
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
（
第
二
十
八
条
第
一
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
支
援
機
関
に
提
出
し
た
者
に
限
り
、
直
近
の
当
該
書
類
の
提
出
後
に
第
二
十
九
条

に
規
定
す
る
書
類
を
提
出
し
た
者
を
除
く
。
）
に
当
該
回
線
単
価
を
通
知
す
る
ほ
か
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
こ

と
に
よ
り
、
当
該
回
線
単
価
が
適
用
さ
れ
る
間
継
続
し
て
こ
れ
を
公
表
す
る
こ
と
と
す
る
。 

（
算
定
対
象
回
線
数
の
算
出
及
び
通
知
） 

第
二
十
五
条 

総
務
大
臣
は
、
電
気
通
信
事
業
者
か
ら
報
告
規
則
第
九
条
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ

る
月
ご
と
の
回
線
数
の
報
告
を
受
け
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
次
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
回
線
数
か
ら
算
定
対
象
回
線
数

を
算
出
し
、
月
ご
と
に
こ
れ
を
支
援
機
関
に
通
知
す
る
こ
と
と
す
る
。
た
だ
し
、
同
条
に
規
定
す
る
期
限
ま
で
に
当
該
報

告
が
な
い
場
合
に
は
、
直
近
に
お
い
て
当
該
電
気
通
信
事
業
者
か
ら
当
該
報
告
を
受
け
た
回
線
数
を
用
い
て
算
定
対
象
回

線
数
を
算
出
し
こ
れ
を
通
知
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す
る
。 

２ 

算
定
対
象
回
線
数
の
算
出
に
当
た
っ
て
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
電
気
通
信
役
務
の
別
ご
と
に
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
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掲
げ
る
方
法
に
よ
る
ほ
か
、
当
該
電
気
通
信
役
務
以
外
の
電
気
通
信
役
務
に
つ
い
て
は
前
項
に
掲
げ
る
報
告
を
受
け
た
回

線
数
を
算
定
対
象
回
線
数
と
す
る
方
法
に
よ
る
こ
と
と
す
る
。 

一 

携
帯
電
話
・
Ｐ
Ｈ
Ｓ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス 

こ
れ
を
提
供
す
る
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
か
ら
報
告
規

則
様
式
第
三
十
一
に
よ
り
報
告
さ
れ
る
卸
電
気
通
信
役
務
の
回
線
数
か
ら
、
専
ら
当
該
卸
電
気
通
信
役
務
を
利
用
す
る

こ
と
に
よ
り
仮
想
移
動
電
気
通
信
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業
者
か
ら
報
告
規
則
様
式
第
三
十
一
の
七
に
よ

り
報
告
さ
れ
る
回
線
数
に
基
づ
き
算
出
す
る
施
行
規
則
第
四
十
条
の
七
の
二
に
規
定
す
る
電
気
通
信
役
務
（
同
条
第
一

号
及
び
同
条
第
二
号
チ
に
掲
げ
る
電
気
通
信
役
務
を
除
く
。
）
に
係
る
回
線
数
を
控
除
す
る
方
法 

二 

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｈ
ア
ク
セ
ス
サ
ー
ビ
ス 
こ
れ
を
提
供
す
る
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
か
ら
報
告
規
則
様
式
第

三
十
に
よ
り
報
告
さ
れ
る
回
線
数
に
、
当
該
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
か
ら
提
供
さ
れ
る
卸
電
気
通
信
役

務
を
専
ら
利
用
す
る
こ
と
に
よ
り
こ
れ
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業
者
か
ら
報
告
規
則
様
式
第
三
十
の
二
に
よ
り
報
告

さ
れ
る
当
該
提
供
に
係
る
回
線
数
を
加
え
る
方
法 

３ 

第
一
項
の
通
知
に
当
た
り
、
第
二
種
負
担
認
可
の
日
が
属
す
る
事
業
年
度
の
翌
事
業
年
度
に
当
該
第
二
種
負
担
認
可
に

係
る
負
担
金
の
額
の
算
定
に
用
い
ら
れ
た
算
定
対
象
回
線
数
の
算
出
の
根
拠
と
な
っ
た
回
線
数
を
報
告
し
た
高
速
度
デ
ー
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タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
が
分
割
又
は
譲
渡
し
に
よ
り
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業

の
一
部
を
他
の
電
気
通
信
事
業
者
に
承
継
さ
せ
、
又
は
譲
り
渡
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
翌
事
業
年
度
に
お
い
て
は

、
当
該
他
の
電
気
通
信
事
業
者
が
承
継
し
、
又
は
譲
り
受
け
た
電
気
通
信
事
業
に
お
け
る
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
電
気
通
信

役
務
の
提
供
に
係
る
回
線
数
は
、
当
該
分
割
又
は
譲
渡
し
を
し
た
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
の
回
線
数
に
含

め
て
算
定
対
象
回
線
数
を
算
出
す
る
こ
と
と
す
る
。

第
三
節

収
益
の
額
の
算
定
等

（
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業
者
の
収
益
の
額
の
算
定
）

第
二
十
六
条

高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業
者
は
、
次
条
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

事
業
年
度
ご
と
の
収
益
の
額
を
算
定
す
る
こ
と
と
す
る
。

（
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業
者
の
収
益
の
額
の
算
定
方
法
）

第
二
十
七
条

法
第
百
十
条
の
五
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
施
行
令
第
五
条
の
二
第
一
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次

に
掲
げ
る
電
気
通
信
役
務
（
他
の
電
気
通
信
事
業
者
の
契
約
約
款
又
は
料
金
に
基
づ
い
て
電
気
通
信
役
務
の
提
供
を
受
け

て
、
利
用
者
に
提
供
す
る
電
気
通
信
役
務
を
除
く
。
）
の
提
供
に
係
る
収
益
の
額
（
電
気
通
信
設
備
の
接
続
に
関
す
る
協
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定
又
は
卸
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
関
す
る
契
約
に
よ
り
取
得
す
る
金
額
又
は
料
金
を
含
む
。
）
を
合
計
す
る
方
法
と
す

る
。 

一 

音
声
伝
送
役
務 

二 

専
用
役
務 

三 

デ
ー
タ
伝
送
役
務 

２ 

前
条
の
算
定
を
す
る
日
の
属
す
る
事
業
年
度
（
事
業
年
度
経
過
後
五
月
以
内
に
限
る
。
）
又
は
当
該
事
業
年
度
の
前
事

業
年
度
に
お
い
て
電
気
通
信
事
業
者
に
つ
い
て
合
併
、
分
割
（
電
気
通
信
事
業
の
全
部
を
承
継
さ
せ
る
も
の
に
限
る
。
）

若
し
く
は
相
続
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
合
併
後
存
続
す
る
法
人
若
し
く
は
合
併
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
、
分
割
に
よ

り
当
該
電
気
通
信
事
業
の
全
部
を
承
継
し
た
法
人
若
し
く
は
相
続
人
又
は
他
の
電
気
通
信
事
業
者
か
ら
電
気
通
信
事
業
の

全
部
を
譲
り
受
け
た
者
で
あ
る
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業
者
に
よ
る
前
項
の
収
益

の
額
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
合
併
に
よ
り
消
滅
し
た
法
人
、
分
割
を
し
た
法
人
若
し
く
は
被
相
続
人
又
は
当
該
電
気
通

信
事
業
を
譲
り
渡
し
た
他
の
電
気
通
信
事
業
者
の
当
該
前
事
業
年
度
に
お
け
る
前
項
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
収
益
の
額

を
自
ら
の
収
益
の
額
に
含
め
る
こ
と
と
す
る
。 
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３ 

第
一
項
の
収
益
の
額
の
算
定
に
当
た
り
、
そ
の
事
業
会
計
に
係
る
期
間
を
四
月
一
日
か
ら
翌
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の

間
で
な
い
一
年
間
と
す
る
電
気
通
信
事
業
者
に
あ
っ
て
は
、
当
該
算
定
の
日
が
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
中
に
終

了
す
る
当
該
電
気
通
信
事
業
者
の
事
業
会
計
に
係
る
期
間
が
終
了
し
た
日
以
前
一
年
間
に
お
け
る
収
益
の
額
を
、
そ
の
事

業
会
計
に
係
る
期
間
が
一
年
間
で
な
い
電
気
通
信
事
業
者
に
あ
っ
て
は
、
当
該
算
定
の
日
が
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業

年
度
中
に
終
了
す
る
直
近
の
当
該
電
気
通
信
事
業
者
の
事
業
会
計
に
係
る
期
間
に
お
け
る
収
益
の
額
を
当
該
事
業
会
計
に

係
る
期
間
の
月
数
で
除
し
た
額
に
十
二
を
乗
じ
て
得
た
額
を
、
そ
れ
ぞ
れ
前
条
に
規
定
す
る
事
業
年
度
ご
と
収
益
の
額
と

み
な
す
こ
と
と
す
る
。 

（
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
役
務
提
供
事
業
者
等
に
よ
る
収
益
の
額
の
支
援
機
関
へ
の
提
出
等
） 

第
二
十
八
条 

第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
収
益
の
額
が
施
行
令
第
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
基
準
（
以
下

こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
収
益
基
準
」
と
い
う
。
）
を
超
え
る
電
気
通
信
事
業
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し

た
書
類
を
、
事
業
年
度
経
過
後
五
月
以
内
に
、
支
援
機
関
に
提
出
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
の
書
類
の
写
し
を
総
務
大
臣

に
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

一 

当
該
事
業
年
度
の
当
該
収
益
の
額 
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二 

そ
の
事
業
会
計
に
係
る
期
間
が
四
月
一
日
か
ら
翌
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
一
年
間
で
な
い
電
気
通
信
事
業
者
に
あ

っ
て
は
、
そ
の
始
期
及
び
終
期 

三 

当
該
収
益
の
額
の
算
定
根
拠 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
当
該
書
類
の
提
出
の
期
限
の
属
す
る
月
の
翌
月
の
初
日
か
ら
起
算
し
て
七
月
を
経
過
す
る
ま
で
に
新

た
に
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
電
気
通
信
役
務
の
提
供
を
開
始
し
た
電
気
通
信
事
業
者
で
あ
っ
て
、
当
該
開
始
の
日
の
属
す
る

事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
お
い
て
収
益
基
準
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
者
に
つ
い
て
も
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て

、
前
項
中
「
事
業
年
度
経
過
後
五
月
以
内
に
」
と
あ
る
の
は
、
「
高
速
度
デ
ー
タ
伝
送
電
気
通
信
役
務
（
施
行
規
則
第
四

十
条
の
七
の
二
に
規
定
す
る
電
気
通
信
役
務
を
除
く
。
）
の
提
供
を
開
始
し
た
後
遅
滞
な
く
」
と
す
る
。 

３ 

第
一
項
の
規
定
は
、
当
該
算
定
の
日
が
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
同
条
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
収
益
の
額

が
収
益
基
準
を
超
え
て
い
た
者
に
は
適
用
し
な
い
。 

第
二
十
九
条 

第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
収
益
の
額
が
収
益
基
準
を
超
え
な
い
電
気
通
信
事
業
者
（
当
該
算
定

の
日
が
属
す
る
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
に
同
条
の
規
定
に
よ
り
算
定
し
た
収
益
の
額
が
収
益
基
準
を
超
え
て
い
た
者
に

限
る
。
）
は
、
前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
、
事
業
年
度
経
過
後
五
月
以
内
に
、
支
援
機
関
に
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提
出
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
の
書
類
の
写
し
を
総
務
大
臣
に
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

第
四
節 

第
二
種
負
担
金
の
徴
収
の
特
例 

（
延
滞
利
息
） 

 

第
三
十
条 

法
第
百
十
条
の
五
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
百
十
条
第
五
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
率
は

、
一
万
分
の
四
と
す
る
。 

附 

則 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
省
令
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
十
八
条
第
三
項
及
び
第
二
十
九
条
の
規
定
は
、

令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
経
過
措
置
） 

２ 

令
和
六
年
度
末
に
お
い
て
法
第
百
十
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
特
別
支
援
区
域
と
し
て
指
定
さ
れ
て
い
た
単
位
区

域
で
あ
っ
て
第
五
条
第
一
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
も
の
（
こ
の
省
令
の
施
行
後
に
同
号
ロ
に
掲
げ
る
単
位
区
域
に
該
当
し

な
く
な
っ
た
も
の
を
除
く
。
）
に
関
す
る
第
十
五
条
第
二
項
第
一
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
イ
⑴
及
び
ロ
中
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「
当
該
単
位
区
域
が
特
別
支
援
区
域
と
し
て
指
定
さ
れ
た
日
」
と
あ
る
の
は
「
電
気
通
信
事
業
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
令
和
四
年
法
律
第
七
十
号
）
の
施
行
の
日
」
と
す
る
。 

（
第
二
種
負
担
金
の
額
の
算
定
の
特
例
） 

３ 

第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
第
二
種
負
担
金
の
額
の
算
定
を
行
う
時
点
に
お
い
て
第
二
十
五
条
第
一
項
の
規
定

に
よ
り
総
務
大
臣
か
ら
支
援
機
関
に
通
知
し
た
月
ご
と
の
算
定
対
象
回
線
数
の
直
近
の
継
続
し
た
月
数
が
十
二
月
間
に
満

た
な
い
場
合
に
お
け
る
第
二
十
四
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
号
中
「
算
定
の
直
近
の
継
続
し
た

十
二
月
間
の
各
月
の
算
定
対
象
回
線
数
」
と
あ
る
の
は
「
ま
で
に
次
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
通
知
さ
れ
た
各
月
の
算
定

対
象
回
線
数
」
と
、
「
の
合
計
数
」
と
あ
る
の
は
「
の
合
計
数
に
、
十
二
を
当
該
通
知
さ
れ
た
総
月
数
で
除
し
た
値
を
乗

じ
て
得
た
値
」
と
す
る
。
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様式第１（第４条第１項及び第２項関係） 

 

第二種交付金の額及び交付方法認可申請書 

 

年  月  日 

総務大臣 殿 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（名称及び代表者の氏名を記載する

こと。） 

 

 

電気通信事業法第110条の４第１項の規定により、第二種交付金の額及び交付方法の認

可を受けたいので、次のとおり申請します。 

１ 第二種交付金の額 

 注 第二種適格電気通信事業者ごとに記載すること。 

２ 交付方法 
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様式第２（第23条第１項及び第２項関係） 

 

第二種負担金の額及び徴収方法認可申請書 

 

年  月  日 

総務大臣 殿 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（名称及び代表者の氏名を記載する

こと。）           

 

 

電気通信事業法第110条の５第２項で準用する同法第110条第２項の規定により、第二種

負担金の額及び徴収方法の認可を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

１ 第二種負担金の額 

 注 高速度データ伝送役務提供事業者ごとに記載すること。 

２ 徴収方法 

 

 

  

74



別表第１（第４条第１項及び第２項並びに第８条第１項関係） 

 

第二号基礎的電気通信役務の提供に要した原価及び第二号基礎的電気通信役務の提供により

生じた収益の額明細表 

第二種適格電気通信事業者名           

年度分 

（単位 円） 

第 二 号 基

礎 的 電 気

通 信 役 務

の別 

担当支援区域の別 費用の額 収益の額 
費用の額から収益

の額を控除した額 

１ 施 行 規

則第 14

条 の ３

第 １ 項

第 １ 号

に 掲 げ

るもの 

⑴ 一般支援区域    

⑵ 特 別

支 援

区域 

イ第５条

第 一 項

第 二 号

イ に 掲

げ る 区

域 

   

ロ第５条

第 一 項

第 二 号

ロ に 掲

げ る 区

域 

   

小 計    

２ 施 行 規

則第 14

条 の ３

第 １ 項

第 ２ 号

に 掲 げ

るもの 

⑴ 一般支援区域    

⑵ 特 別

支 援

区域 

イ第５条

第 一 項

第 二 号

イ に 掲

げ る 区

域 

   

ロ  第５

条 第 一
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項 第 二

号 ロ に

掲 げ る

区域 

小 計    

合  計    

注 費用の額及び収益の額の欄には、第二号基礎的電気通信役務の別及び担当支援区域の

別ごとに、この省令の規定により算定した額を記載すること。 
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別表第２（第４条第１項及び第２項並びに第８条第１項関係） 

 

担当支援区域ごとの第二号基礎的電気通信役務の提供に要した原価及び第二号基礎的電気通

信役務の提供により生じた収益の額明細表 

 

第二種適格電気通信事業者名           

第二号基礎的電気通信役務の種別         

年度分 

（単位 円） 

第１ 一般支援区域 

担当支援区域名 

一回線当たりの原価 

回線数 原価 

設備管理部門 

設備 

利用 

部門 

小計 

固定端

末系伝

送路設

備部門 

配賦

基準 

海 底

ケーブ

ル部門 

配 賦

基準 

         

         

         

合 計     

 

第２ 特別支援区域 

（１）第５条第一項第二号イに掲げる区域 

担当支援区域名 

一回線当たりの原価 

回線数 原価 

設備管理部門 

設備利

用部門 
小計 

固定端

末系伝

送路設

備部門 

配賦

基準 

海 底

ケーブ

ル部門 

配 賦

基準 

         

         

         

合 計     
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（２）第５条第一項第二号ロに掲げる区域 

担当支援区域名 

原価 

収益の額 

原価から 

収益の額を 

控除した額 

管理部門 

の原価 

利用部門 

の原価 
小 計 

      

      

      

合 計      

注１ 第二号基礎的電気通信役務の種別ごとに別葉とすること。 

２ 担当支援区域名の欄には、法第110条の３第１項の規定により第二種適格電気通信事

業者として指定をするときに併せて指定された担当支援区域の名称等を記載すること。 

３ 第１及び第２（１）の表については、次のとおりとすること。 

⑴ 一回線当たりの原価の欄には、第10条第１項及び第13条第１項の規定に基づき総務

大臣が通知する手順の中で定める部門ごとの電気通信回線一回線当たりの原価及び配

賦基準並びに第11条第１項１号の規定により決定した配賦基準を記載することとし、

小計の欄には部門ごとに必要に応じて配賦基準を乗じた原価の合計を記載すること。 

⑵ 回線数の欄には、第９条第３項の規定により記録した担当支援区域ごとの回線数を

記載すること。 

⑶ 原価の欄には、一回線当たりの原価の小計に回線数を乗じて得た額を記載するこ

と。 

４ 第２（２）の表については、原価の欄又は収益の額の欄には、この省令の規定により

算定した原価及び収益の額を記載すること。 

５ 項の数は、適宜増減すること。 
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別表第３（第９条第３項関係） 

 

担当支援区域ごとの第二号基礎的電気通信役務の提供に係る回線数 

 

第二種適格電気通信事業者名           

第二号基礎的電気通信役務の種別         

年度分 

（単位 回線） 

第１ 一般支援区域 

担当支援区域名 回線数 参考事項 

   

   

   

合計   

 

第２ 特別支援区域 

（１）第５条第一項第二号イに掲げる区域 

担当支援区域名 回線数 参考事項 

   

   

   

合計   

 

（２）第５条第一項第二号ロに掲げる区域 

担当支援区域名 回線数 参考事項 

   

   

   

合計   

注１ 第二号基礎的電気通信役務の種別ごとに別葉とすること。 

２ 担当支援区域名の欄には、法第110条の３第１項の規定により第二種適格電気通信事

業者として指定をするときに併せて指定された担当支援区域の名称等を記載すること。 

３ 参考事項の欄には、地方公共団体が所有する電気通信設備を用いて第二号基礎的電気

通信役務を提供する回線数を記載すること。 

４ 項の数は、適宜増減すること。 
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別表第４（第 11 条第２項第２号及び第４号、第 12条第４項、第 15条第１項、第２項第３

号、第 16条第２項並びに第 17条第２項第２号関係）  

 

第１ 第二号基礎的 FTTHアクセスサービスの提供に係る設備の区分 

対象部門  設備区分  

固定端末系伝送路

設備部門 

加入者側光回線終端

装置 

 

局外スプリッタ  

加入系光ケーブル 加入者側光回線終端装置～光ケーブル成端架

に設置するもの 

加入系電柱  加入者側光回線終端装置～光ケーブル成端架

に設置するもの 

加入系管路  加入者側光回線終端装置～光ケーブル成端架

に設置するもの 

加入系中口系管路  加入者側光回線終端装置～光ケーブル成端架

に設置するもの 

加入系共同溝  加入者側光回線終端装置～光ケーブル成端架

に設置するもの 

加入系とう道  加入者側光回線終端装置～光ケーブル成端架

に設置するもの 

電線共同溝  加入者側光回線終端装置～光ケーブル成端架

に設置するもの 

自治体管路  加入者側光回線終端装置～光ケーブル成端架

に設置するもの 

情報ボックス  加入者側光回線終端装置～光ケーブル成端架

に設置するもの 

光ケーブル成端架  

局内スプリッタ  

局側光回線終端装置  

海底ケーブル部門 海底光ケーブル  

陸揚局設備  
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第２ 第二号基礎的 CATVアクセスサービスの提供に係る設備の区分 

対象部門 設備区分 

固定端末系伝送路

設備部門 

加入者側回線終端装

置 

保安器 

タップオフ

加入系同軸ケーブル 加入者側回線終端装置～加入系光信号電気信

号変換増幅装置に設置するもの 

加入系電気信号増幅

装置 

加入者側回線終端装置～加入系光信号電気信

号変換増幅装置に設置するもの 

加入系電源供給装置 加入者側回線終端装置～加入系光信号電気信

号変換増幅装置に設置するもの 

加入系光信号電気信

号変換増幅装置 

加入系電柱  加入者側回線終端装置～光ケーブル成端架に

設置するもの 

加入者系光ケーブル 加入系光信号電気信号変換増幅装置～光ケー

ブル成端架に設置するもの 

加入系管路 加入系光信号電気信号変換増幅装置～光ケー

ブル成端架に設置するもの 

加入系中口系管路 加入系光信号電気信号変換増幅装置～光ケー

ブル成端架に設置するもの 

加入系共同溝 加入系光信号電気信号変換増幅装置～光ケー

ブル成端架に設置するもの 

加入系とう道 加入系光信号電気信号変換増幅装置～光ケー

ブル成端架に設置するもの 

電線共同溝 加入系光信号電気信号変換増幅装置～光ケー

ブル成端架に設置するもの 

自治体管路 加入系光信号電気信号変換増幅装置～光ケー

ブル成端架に設置するもの 

情報ボックス 加入系光信号電気信号変換増幅装置～光ケー

ブル成端架に設置するもの 

光ケーブル成端架 
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光信号送受信機  

通信信号放送信号混

合器及び分配器 

 

局側回線終端装置  

海底ケーブル部門 海底光ケーブル  

陸揚局設備  

   

第３ 附属設備等の区分  

附属設備等  附属設備等区分  

空調設備  空調設備  

電力設備  整流装置  

蓄電池  

受電装置 

発電装置  

小規模局用電源装置 

可搬型発動発電機 

機械室建物 機械室建物  

機械室土地  機械室土地  

監視設備  総合監視  

収容局設備監視 

市内線路監視 

共通用建物 共通用建物  

共通用土地 共通用土地  

構築物 構築物  

機械及び装置 機械及び装置  

車両 車両  

工具、器具及び備品 工具、器具及び備品  

無形固定資産 その他無形固定資産  
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別表第５（第 11条第２項第３号関係）正味固定資産価額算定方法  

 

定額法正味固定資産価額＝Σｎ＝１～経済的耐用年数（定額法正味固定資産価額（ｎ））÷経済的耐

用年数 

定額法正味固定資産価額（ｎ）＝（期首定額法正味固定資産価額（ｎ）＋期末定額法正味

固定資産価額（ｎ））÷２ 

期首定額法正味固定資産価額（ｎ）＝MAX｛投資額－（（投資額－最低残存価額）÷法

定耐用年数）×（ｎ－１）、最低残存価額｝  

期末定額法正味固定資産価額（ｎ）＝MAX｛投資額－（（投資額－最低残存価額）÷法

定耐用年数）×ｎ、最低残存価額｝  

定率法正味固定資産価額＝Σｎ＝１～経済的耐用年数（定率法正味固定資産価額（ｎ））÷経済的耐

用年数 

定率法正味固定資産価額（ｎ）＝（期首定率法正味固定資産価額（ｎ）＋期末定率法正味

固定資産価額（ｎ））÷２  

期首定率法正味固定資産価額（ｎ）＝MAX｛投資額×（１－償却率）ｎ
－
１、投資額×最

低残存率｝  

期末定率法正味固定資産価額（ｎ）＝MAX｛投資額×（１－償却率）ｎ、投資額×最低

残存率｝  

償却率＝１－（残存率）１
÷法定耐用年数 

残存率＝０．１とする。  

なお、投資額は、次の各設備区分ごとに定める算定方法により算出する。 

 

第１ 固定端末系伝送路設備部門に係る設備区分及び算定方法 

設備区分  算定方法  

加入者側光

回線終端装

置 

１ 設備量の算定 

第 11条第１項第１号ロに規定する収容局（以下単に「局」という。）に直接

光回線で収容される回線数を加入者側光回線終端装置の台数とする。当該局ご

とに合算し、局ごと光回線終端装置の台数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により、前項の規定により算定した局ごと加入者側光回線終端装

置台数を用いて投資額を算定し、全ての局の局ごと加入者側光回線終端装置投

資額を合算し、加入者側光回線終端装置投資額とする。 

局ごと加入者側光回線終端装置投資額 

＝加入者側光回線終端装置台数 

×加入者側光回線終端装置単価 
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局 外 ス プ

リッタ

１ 設備量の算定 

(1) 計算最小単位地域ごとに、当該局に直接光回線で収容される回線数を局

外スプリッタあたり分岐数で除し、切り上げたものを計算最小単位あたり

の局外スプリッタ台数とする。 

(2) 局ごとに、計算最小単位あたり局外スプリッタ台数を合算して、局ごと

局外スプリッタ台数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により、前項の規定により算定した局ごと局外スプリッタ台数に

局ごと局外スプリッタ投資額を求め、全ての局の局ごと局外スプリッタ投資額

を合算し、局外スプリッタ投資額を算定する。 

局ごと局外スプリッタ投資額 

＝局ごと局外スプリッタ台数 

×局外スプリッタ単価 

加 入 系 光

ケーブル

１ 配線設備に設置する光ケーブルの設備量の算定 

(1) き線点から先の配線設備の算定にあたっては、あらかじめ準備された配

線パターンを適用し、配線光ケーブルの亘長 km を算定する。ケーブルの

心数、条数は、回線需要数を勘案して算定する。当該ケーブル心数、条数

を用いて、光ケーブルの延長 km、心 kmを算定する。  

(2) 架空光ケーブル及び地下光ケーブルの延長 km は、局ごとに与えられた

配線地下比率を基に算定する。ただし、２⑶において全てのき線架空ケー

ブルを地中化しても局ごとケーブル地中化率に達しない場合は、配線架空

ケーブルの追加地中化処理を行う。

２ き線設備に設置する光ケーブルの設備量の算定 

(1) 局からき線点までの間のき線設備の算定に当たっては、需要の分布に合

わせて適切なき線亘長 kmを算定する。 

(2) ⑴によりき線亘長 km が確定した後、伝送路ごとに次の組合せの中か

ら、設備管理運営費（減価償却費と施設保全費の合計をいう。以下この項

において同じ。）の低い方を選択する。  

ア架空光ケーブルを設置する。

イ地下光ケーブルを設置する

(3) 局ごとケーブル地中化率に達するまで、架空ケーブルを地下ケーブルに

置き換える。置換えを行うケーブルは、当該局から近いものであり、か

つ、敷設条数が多いものを優先することとする。  

(4) 伝送路の各区間における必要心数、条数は、需要数を勘案して算定し、

光ケーブル延長 km、心 kmの算定に使用する。 

３ 投資額の算定  
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前項の規定により算定した設備量を基に、加入者が収容される全ての局ごと

に光ケーブル心 km 及び光ケーブル延長 km の合計を求め、次の算定式により、

局ごと光ケーブル投資額を算定し、全ての局の局ごと光ケーブル投資額を合算

して光ケーブル投資額を算定する。この場合、局が属する都道府県の単価を使

用する。  

局ごと光ケーブル投資額 

＝加入系架空光ケーブル心 km  

×加入系架空光ケーブル心 km単価  

＋加入系架空光ケーブル延長 km  

×加入系架空光ケーブル延長 km単価  

＋加入系地下光ケーブル心 km 

×加入系地下光ケーブル心 km単価  

＋加入系地下光ケーブル延長 km  

×加入系地下光ケーブル延長 km単価 

加入系電柱  １ 設備量の算定  

局ごとに、架空光ケーブルの敷設区間里程の総和を電柱間隔で除したもの

を、当該局の電柱本数とする。  

２ 投資額の算定  

次の算定式により、前項の規定により算定した本数を用い局ごと電柱投資額

を求め、全ての局の局ごと電柱投資額を合算し、電柱投資額を算定する。この

場合、局が属する都道府県の単価及び共架率を使用する。  

局ごと加入系電柱投資額 

＝加入系電柱本数 

×加入系電柱単価 

×電柱共架率  

加入系管路  １ 設備量の算定  

局ごとに、地下光ケーブルの敷設区間里程の総和を当該局の管路亘長 km と

する。また、当該敷設区間ごとに、敷設する地下光ケーブルの設備量及び多条

敷設の可否を勘案して、管路の敷設条数及びインナーパイプの敷設条数を算定

する。地下光ケーブルの敷設区間ごとに、当該敷設区間の里程に管路の敷設条

数及びインナーパイプの敷設条数を乗じたものを、それぞれ当該敷設区間の管

路条 km 及びインナーパイプ延長 km とし、局ごとに合算したものを当該局の管

路条 km 及びインナーパイプ延長 km とする。なお、管路亘長 km、管路条 km か

らは、中口径管路、共同溝、とう道、電線共同溝、自治体管路、情報ボックス

を適用した区間は控除する。  
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２ 投資額の算定 

次の算定式により、前項の規定により算定した管路亘長 km 及び管路条 km を

用い局ごと管路投資額を求め、全ての局の局ごと管路投資額を合算し、管路投

資額を算定する。この場合、局が属する都道府県の単価を使用する。  

局ごと管路投資額 

＝加入系管路条 km 

×加入系管路条 km当たり単価  

＋加入系管路亘長 km×加入系管路亘長 km当たり単価 

＋インナーパイプ延長 km 

×インナーパイプ延長 km当たり単価 

加 入系中口

径管路  

１ 設備量の算定 

(1) 端末系伝送路のうち、き線部分の管路亘長 km にき線中口径管路適用率

を乗じたものをき線中口径管路亘長 kmとする。 

(2) 端末系伝送路のき線部分に中口径管路・共同溝・とう道を適用した後、

管路条数が中口径管路適用管路数を超える区間が残っている場合には、中

口径管路を追加適用する。  

(3) 中口径管路亘長 km から、中継系中口径管路亘長 km を控除して、加入系

中口径管路亘長 kmを算定する。 

２ 投資額の算定  

局ごとに、前項の規定により算定した加入系中口径管路亘長 km を用い、

次の算定式により、局ごと加入系中口径管路投資額を算定し、全ての局の局

ごと加入系中口径管路投資額を合算し、加入系中口径管路投資額を算定す

る。この場合、局が属する都道府県の単価を使用する。  

局ごと加入系中口径管路投資額 

＝加入系中口径管路亘長 km  

×中口径管路亘長 km当たり単価 

加入系共同

溝  

１ 設備量の算定 

(1) 端末系伝送路のうち、き線部分の管路亘長 km にき線共同溝適用率を乗

じたものをき線共同溝亘長 kmとする。 

(2) 共同溝亘長 km から、中継系共同溝亘長 km を控除して、加入系共同溝亘

長 kmを算定する。 

２ 投資額の算定  

局ごとに、前項の規定により算定した加入系共同溝亘長 kmを用い、次の算定

式により、局ごと加入系共同溝投資額を算定し、全ての局の局ごと加入系共同
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溝投資額を合算し、加入系共同溝投資額を算定する。この場合において、局が

属する都道府県の単価を使用する。  

局ごと加入系共同溝投資額 

＝加入系共同溝亘長 km 

×共同溝亘長 km当たり単価  

加 入系とう

道  

１ 設備量の算定  

(1)  端末系伝送路のうち、き線部分の管路亘長 km にき線とう道適用率を乗

じたものをき線とう道亘長 kmとする。  

(2)  とう道亘長 km から、中継系とう道亘長 km を控除して、加入系とう道亘

長 kmを算定する。  

２ 投資額の算定  

局ごとに、前項の規定により算定した加入系とう道亘長 km を用い、次の算

定式により、局ごと加入系とう道投資額を算定し、全ての局の局ごと加入系と

う道投資額を合算し、加入系とう道投資額を算定する。この場合、局が属する

都道府県の単価を使用する。  

局ごと加入系とう道投資額 

＝加入系とう道亘長 km 

×とう道亘長 km当たり単価  

電線共同溝  １ 設備量の算定  

(1)  端末系伝送路のうち、き線部分の管路延長 km にき線電線共同溝適用率

を乗じたものをき線電線共同溝延長 kmとする。  

(2)  端末系伝送路のうち、配線部分の管路延長 km に配線電線共同溝適用率

を乗じたものを配線電線共同溝延長 kmとする。  

２ 投資額の算定  

局ごとに、前項の規定により算定したき線電線共同溝延長 km及び配線電線共

同溝延長 km を合算したものを当該局の電線共同溝延長 km とし、次の算定式に

より、局別電線共同溝投資額を算定し、全ての局の局ごと電線共同溝投資額を

合算し、電線共同溝投資額を算定する。この場合、局が属する都道府県の単価

を使用する。  

局ごと電線共同溝投資額 

＝電線共同溝延長 km  

×電線共同溝延長 km当たり単価  
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自治体管路  １ 設備量の算定  

(1)  端末系伝送路のうち、き線部分の管路延長 km にき線自治体管路適用率

を乗じたものをき線自治体管路延長 kmとする。  

(2)  端末系伝送路のうち、配線部分の管路延長 km に配線自治体管路適用率

を乗じたものを配線自治体管路延長 kmとする。  

２ 投資額の算定  

自治体管路は自治体の資産であり、投資額は算定しない。  

情報ボック

ス  

１ 設備量の算定  

(1)  端末系伝送路のうち、き線部分の管路延長 km にき線情報ボックス適用

率を乗じたものをき線情報ボックス延長 kmとする。  

(2)  端末系伝送路のうち、配線部分の管路延長 km に配線情報ボックス適用

率を乗じたものを配線情報ボックス延長 kmとする。  

２ 投資額の算定  

情報ボックスは国の資産であり、投資額は算定しない。  

光ケーブル

成端架  

１ 設備量の算定  

(1)  局ごとに、当該局に直接光回線で収容される回線数に回線当たり心線数

を乗じてき線回線予備率分を加算したもの、当該局に帰属するき線点遠隔

収容装置数にき線点遠隔収容装置当たり心線数を乗じたものに光予備心線

数を加算したもの、及び中継系電話用心線数の合計を光ケーブル成端架心

線数とする。  

(2)  ⑴の心線数を光ケーブル成端架（大型）架当たり心線数で除したもの⑴

に満たない端数は、切り捨てるものとする。）を光ケーブル成端架（大

型） 架数とする。光ケーブル成端架（大型）架当たり心線数に光ケーブ

ル成端架（大型）架数を乗じたものを、光ケーブル成端架（大型）心線数

とする。  

(3)  ⑴の光ケーブル成端架心線数から⑵で求めた光ケーブル成端架（大型）

心線数を引いたものを光ケーブル成端架残り心線数とし、この心線数が光

ケーブル成端架（中型）架当たり心線数より多ければ光ケーブル成端架

（大型）に収容することとする。光ケーブル成端架（小型２）架当たり心

線数より多く、光ケーブル成端架（中型）架当たり心線数以下ならば光

ケーブル成端架（中型）に収容することとする。光ケーブル成端架（小型

１）架当たり心線数より多く、光ケーブル成端架（小型２）架当たり心線

数以下ならば光ケーブル成端架（小型２）に収容することとする。光ケー

ブル成端架（小型１）架当たり心線数以下ならば光ケーブル成端架（小型

１）に収容することとする。  
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(4)  ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（大型）に

収容する場合には、光ケーブル成端架（大型）架数に１を加え、光ケーブ

ル成端架（大型）心線数に光ケーブル成端架残り心線数を加えるものとす

る。 

(5)  ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（中型）に

収容する場合には、光ケーブル成端架（中型）架数を１とし、光ケーブル

成端架残り心線数を光ケーブル成端架（中型）心線数とする。  

(6)  ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（小型２）

に収容する場合には、光ケーブル成端架（小型２）架数を１とし、光ケー

ブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（小型２）心線数とする。  

(7)  ⑶の結果、光ケーブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（小型１）

に収容する場合には、光ケーブル成端架（小型１）架数を１とし、光ケー

ブル成端架残り心線数を光ケーブル成端架（小型１）心線数とする。  

２ 投資額の算定  

次の算定式により、前項の規定により算定した心線数及び架数を用いて局ご

と光ケーブル成端架投資額を求め、全ての局の局ごと光ケーブル成端架投資額

を合算し、光ケーブル成端架投資額を算定する。  

局ごと光ケーブル成端架投資額 

＝光ケーブル成端架（大型）架数  

×光ケーブル成端架（大型）架当たり単価  

＋光ケーブル成端架（大型）心線数  

×光ケーブル成端架（大型）心線当たり単価  

＋光ケーブル成端架（中型）架数  

×光ケーブル成端架（中型）架当たり単価  

＋光ケーブル成端架（中型）心線数  

×光ケーブル成端架（中型）心線当たり単価  

＋光ケーブル成端架（小型２）架数  

×光ケーブル成端架（小型２）架当たり単価  

＋光ケーブル成端架（小型２）心線数  

×光ケーブル成端架（小型２）心線当たり単価  

＋光ケーブル成端架（小型１）架数  

×光ケーブル成端架（小型１）架当たり単価  

＋光ケーブル成端架（小型１）心線数  

×光ケーブル成端架（小型１）心線当たり単価 

局 内 ス プ

リッタ 

１ 設備量の算定  
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局ごとに収容される局外スプリッタ台数を局内スプリッタあたり分岐数で除

し、切り上げたものを計算最小単位あたりの局内スプリッタ台数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により、前項の規定により算定した局ごと局内スプリッタ台数よ

り局ごと局内スプリッタ投資額を求め、全ての局の局ごと局内スプリッタ投資

額を合算し、局内スプリッタ投資額を算定する。 

局ごと局内スプリッタ投資額 

＝局ごと局内スプリッタ台数 

×局内スプリッタ単価 

局側光回線

終端装置 

１ 設備量の算定  

局ごと光回線の最繁時トラヒックを局側光回線終端装置１インターフェース

あたり最大最繁時トラヒックで除することで、局側光回線終端装置インター

フェース数とする。局側光回線終端装置インターフェース数を局側光回線終端

装置１ユニットあたり最大インターフェース数、および、局側光回線終端装置

１ユニットあたり接続する端末回線交換機数で除し、局ごと局側光回線終端装

置ユニット数とする。 

２ 投資額の算定 

次の算定式により、前項の規定により算定した局ごと局側光回線終端装置ユ

ニット数より局ごと局側光回線終端装置投資額を求め、全ての局の局ごと局側

光回線終端装置投資額を合算し、局側光回線終端装置投資額を算定する。 

局ごと局側光回線終端装置投資額 

＝局ごと局側光回線終端装置ユニット数 

×局側光回線終端装置単価 

 

第２ 海底ケーブル部門に係る設備区分及び算定方法 

設備区分  算定方法  

海底光ケー

ブル及び陸

揚局設備 

設備量の算定  

海底光ケーブル設備量を以下の手順で算定する。  

(1)  有人離島間、または有人離島と本土との間において、橋梁または堤防

で接続されている区間を特定し、これらが橋梁または堤防で接続されて

いる場合、それらの離島は一つの離島として認識して、陸上の光ケーブ

ルで接続されているものとする（海底光ケーブルの費用から当該区間分

は除外する）。次に、当該離島の海岸線と本土の海岸線との組み合わせ

の中から、距離が最短となる地点を探索し、海岸線間の距離を算出す
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る。さらに、本土間距離が当該離島より短い他の離島の中で、当該離島

に最も近接する離島を探索し、これを近接離島とする。当該離島と近接

離島との間の海岸線間の距離を海底光ケーブル延長 kmとする。 

(2) 投資額の算定

有人離島ごとに、前項の規定により算定した海底光ケーブル延長 km を

用いて、以下の算定式により、有人離島ごとの海底光ケーブル投資額を

算定する。さらに、陸揚局の平均単価を合算する。この際、海岸線から

陸揚局までは陸上光ケーブルで接続されているものとし陸揚局単価に含

める。 

有人離島ごとの海底光ケーブル投資額 

＝海底光ケーブル心 km  

×海底光ケーブル心 km単価  

＋ 陸揚局単価 

第３ 附属設備等に係る設備等区分及び算定方法 

設備等区分  算定方法 

空調設備 １ 局の空調設備の設備量の算定 

局ごとに、当該局に設置される空調設備を要する全設備に必要な空調設備

台数の合計を、当該局の空調設備の設置台数とする。固定端末系伝送路設備

部門、および、その他の部門の投資額がそれぞれ最低となるように空調設備

の種別を選択し、種別ごとにそれぞれの設置台数の合計を算定する。  

２ 投資額の算定 

局ごとに次の算定式により、前２項の規定により算定した台数を用い種別

ごと空調設備投資額を求め、その合計を当該局の空調設備投資額とし、全て

の局の空調設備投資額を合算し、空調設備投資額を算定する。  

種別ごと空調設備投資額 

＝当該種別空調設備設置台数 

×当該種別空調設備１台当たり単価 

電力設備(整

流装置)  

１ 設備量の算定 

(1) 局ごとに、当該局に設置される整流装置を要する設備の所要電流値の

合計を、整流装置１系統当たり最大電流で除したもの（１に満たない端

数は、切り上げるものとする。）を、当該局の整流装置系統数とする。 

(2) 局ごとに、当該局に設置される整流装置を要する設備の所要電流値の

合計を、⑴で算定した整流装置系統数で除したものを、整流器１ユニッ
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ト当たり最大電流値で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるも

のとする。）に１を加えたものを、当該局の整流器１系統当たりユニッ

ト数とする。

(3) ⑵で算定した整流装置１系統当たりユニット数から整流装置基本部収

容可能整流器数を減じたものを、整流装置増設架収容可能整流器数で除

したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を、当該局

の整流装置１系統当たり増設架数とする。 

(4) ⑴で算定した整流装置系統数を当該局の整流装置基本部数とし、⑵で

算定した整流装置１系統当たりユニット数に⑴で算定した整流装置系統

数を乗じたものを、当該局の整流装置ユニット数とし、⑶で算定した整

流装置１系統当たり増設架数に⑴で算定した整流装置系統数を乗じたも

のを、当該局の整流装置増設架数とする。 

２ 投資額の算定 

局ごとに次の算定式により、前項の規定により算定した基本部数、増設架

数及びユニット数を用い局ごと整流装置投資額を求め、全ての局の局ごと整

流装置投資額を合算し、整流装置投資額を算定する。  

局ごと整流装置投資額 

＝整流装置基本部数 

×整流装置基本部単価 

＋整流装置増設架数 

×整流装置増設架単価 

＋整流器ユニット数 

×整流器ユニット単価 

電力設備(蓄

電池)  

１ 蓄電池の設備量の算定 

(1) 局ごとに、当該局に設置される整流装置の所要電流値の合計に、整流

装置用蓄電池容量算出係数を乗じたものを、当該局の整流装置用蓄電池

容量とする。  

(2) 局ごとに、当該局に設置される交流無停電電源装置（100Ｖ）の所要電

流値の合計に、交流無停電電源装置用蓄電池容量算出係数を乗じたもの

を、当該局の交流無停電電源装置（100Ｖ）用蓄電池容量とし、当該局に

設置される交流無停電電源装置（200Ｖ）の所要電流値の合計に、局交流

無停電電源装置用蓄電池容量算出係数を乗じたものを、当該局の交流無

停電電源装置（200Ｖ）用蓄電池容量とする。  

(3) ⑴及び⑵で算定した蓄電池容量を蓄電池規定容量で除したもの（１に

満たない端数は、切り上げるものとする。）の合計を当該局に設置する
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蓄電池の組数とする。この場合において、投資額が最低となるように蓄

電池の種別を選択する。  

２ 投資額の算定  

局ごとに次の算定式により、前項の規定により算定した組数を用い種別ご

と蓄電池投資額を求め、その合計を当該局の蓄電池投資額とし、全ての局の

蓄電池投資額を合算し、蓄電池投資額を算定する。 

種別ごと蓄電池投資額 

＝当該種別蓄電池組数 

×当該種別蓄電池取得単価 

電力設備(受

電装置)  

１ 設備量の算定  

(1)  局ごとに、当該局に設置される整流装置の所要電流値の合計に、整流

装置電圧を乗じ、整流装置総合効率で除したものを、当該局の整流装置

受電容量とする。  

(2)  局ごとに、当該局に設置される交流無停電電源装置（100Ｖ）の所要容

量及び交流無停電電源装置（200Ｖ）の所要容量の合計を、交流無停電電

源装置総合効率で除したものを、当該局の交流無停電電源装置容量とす

る。  

(3)  局ごとに、当該局に設置される空調設備の種別ごと電力容量の合計

を、当該局の空調設備容量とする。  

(4)  局ごとに、当該局の建物付帯設備面積に、単位面積当たり建物付帯設

備受電容量を乗じたものを、当該局の建物付帯設備受電容量とする。  

(5)  ⑴、⑵、⑶及び⑷で算定した容量の合計を、種別ごとの受電装置規格

容量で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を

受電装置数とする。この場合において、投資額が最低となるように受電

装置の種別を選択する。選択した受電装置規格容量の合計を、当該局の

受電装置所要容量とする。  

２ 投資額の算定  

局ごとに次の算定式により、前項の規定により算定した所要容量を用い受

電装置投資額を求め、その合計を当該局の受電装置投資額とし、全ての局の

受電装置投資額を合算し、受電装置投資額を算定する。  

局ごと受電装置投資額 

＝受電装置所要容量 

×受電装置単位容量当たり取得単価 
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電力設備(発

電装置)  

１ 設備量の算定 

(1) 局ごとに、当該局に設置される整流装置のユニット数の合計に、整流

器１ユニット当たり最大電流及び整流装置電圧を乗じ、整流装置総合効

率で除したものを、当該局の整流装置発電容量とする。  

(2) 局ごとに、当該局に設置される交流無停電電源装置（100Ｖ）の所要容

量及び交流無停電電源装置（200Ｖ）の所要容量の合計を、交流無停電電

源装置総合効率で除したものを、当該局の交流無停電電源装置容量とす

る。  

(3) 局ごとに、当該局に設置される空調設備の種別ごと電力容量の合計

を、当該局の空調設備容量とする。 

(4) 局ごとに、当該局の建物付帯設備面積に、単位面積当たりの建物付帯

設備発電電力容量を乗じたものを、当該局の建物付帯設備発電容量とす

る。  

(5) ⑴、⑵、⑶及び⑷で算定した容量の合計を、種別ごとの発電装置規格

容量で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとする。）を

発電装置数とする。この場合において、投資額が最低となるように発電

装置の種別を選択する。選択した発電装置規格容量の合計を当該局の発

電装置所要容量とする。  

2 投資額の算定

局ごとに次の算定式により、前項の規定により算定した所要容量を用い局

ごと発電装置投資額を求め、その合計を当該局の発電装置投資額とし、全て

の局の局ごと発電装置投資額を合算し、発電装置投資額を算定する。  

局ごと発電装置投資額 

＝発電装置所要容量  

×発電装置単位容量当たり取得単価 

電力設備(小

規模局用電

源装置)  

１ RT―BOX以外の局に設置する場合の設備量の算定  

局ごとに、当該局に設置される設備の所要電流値の合計を、小規模局用電

源装置１台当たりの最大電流で除したもの（１に満たない端数は、切り上げ

るものとする。）を、当該局の小規模局用電源装置台数とする。 

２ RT―BOXに設置する場合の設備量の算定  

局ごとに、当該局に設置される設備（局設置簡易遠隔収容装置を除く。）

の所要電流値の合計を、小規模局用電源装置（RT―BOX 用最大規格）１台当た

りの最大電流で除したもの（１に満たない端数は、切り捨てるものとす

る。） を当該局の小規模局用電源装置台数とする。また、それによって生

じた所要電流値の余りから選定される小規模局用電源装置（RT―BOX 用直近上

位規格）台数を小規模局用電源装置台数に加える。  
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２ 投資額の算定 

局ごとに次の算定式により、前二項の規定により算定した台数を用い局ご

と小規模局用電源装置投資額を求め、全ての局の局ごと小規模局用電源装置

投資額を合算し、小規模局用電源装置投資額を算定する。  

局ごと小規模局用電源装置投資額 

＝小規模局用電源装置台数  

×小規模局用電源装置単価 

電力設備(可

搬型発動発

電機) 

１ 所要容量の算定 

小規模電力設備を設置する局（相互接続局設備、コア局設備、オペレー

ション設備を有さない RT-BOX 設置局ではない収容局）ごとに、以下の算定方

法に可搬型発動発電機を設置するとする。 

全国における定格容量別可搬型発動発電機定格容量に定格容量別可搬型発

動発電機台数を乗じ、全国における可搬型発動発電機所要容量とする。これ

に、当該局における総電流と全国の総電力の比を乗じたものを当該局の可搬

型発動発電所要容量とする。 

２ 投資額の算定 

 局ごとに次の算定式より、前項の規定により算定した所要容量を用い、局

ごと可搬型発動発電機投資額とする。 

局ごと可搬型発動発電機投資額 

＝可搬型発動発電機所要容量 

×可搬型発動発電機単位容量当たり単価 

機械室建物  １ RT―BOX以外の局の機械室建物の設備量の算定 

(1) 局ごとに、次のアからオの手順で求めた面積の合計を、当該局のネッ

トワーク設備面積とする。局内スプリッタを局側光回線終端装置と混載

する場合は、局側光回線終端装置の架数のみを算定対象とする。 

ア 局内スプリッタ台数（局内スプリッタと局側光回線終端装置を混載す

る場合はゼロとする）を局内スプリッタ専用架最大収容台数で除したも

のに（１に満たない端数は切り上げるものとする。）、局内スプリッタ

専用架当たりの面積を乗じたもの。 

イ 局側光回線終端装置台数を局側光回線終端装置専用架最大収容台数で

除したものに（１に満たない端数は切り上げるものとする。）、局側光

回線終端装置専用架当たりの面積を乗じたもの。 

ウ 光ケーブル成端架収容端子数を光ケーブル成端架単位面積当たり最大

収容端子数で除したもの（１に満たない端数は、切り上げるものとす

る。）に光ケーブル成端架単位面積を乗じたもの。  
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エ 総合監視面積及び試験受付面積の合計。

オ その他、当該局に必要とされる設備に必要な面積の合計。

(2) 局ごとに、次のアからクまでの手順で求めた面積の合計を、当該局の

電力設備面積とする。 

ア 整流装置系統数に整流装置基本部面積を乗じたもの及び整流装置増設

架数に整流装置増設架面積を乗じたものの合計。 

イ 直流変換電源装置架数に直流変換電源装置架当たり単位面積を乗じた

もの。 

ウ 交流無停電電源装置種別ごとに、交流無停電電源装置台数に交流無停

電電源装置所要面積を乗じたものの合計。 

エ 蓄電池種別ごとに、蓄電池組数に蓄電池面積を乗じたものの合計。

オ 受電装置種別ごとに、受電装置数に受電装置所要面積を乗じたものの

合計。 

カ 発電装置種別ごとに、発電装置数に発電装置所要面積を乗じたものの

合計。 

キ 小規模局用電源装置台数に小規模局用電源装置所要面積を乗じたもの

の合計。 

ク 整流装置１台分の面積、局内の最大容量の交流無停電電源装置１台分

の面積、１系統に蓄電池が１組だけ設置されている場合の整流装置及び

交流無停電電源装置の蓄電池１組分の面積、受電装置種別ごとの受電装

置数に受電装置更改面積を乗じたものの合計、又は小規模局用電源装置

１台分の面積の合計（更改のための面積を確保）。  

(3) 局ごとに、種別ごとの空調設備台数に空調設備単位面積を乗じたもの

の合計を、当該局の空調設備面積とする。 

(4) 局ごとに、⑴サで算定した面積を、当該局のケーブル室面積とする。

(5) 局ごとに、ネットワーク設備面積、電力設備面積、空調設備面積及び

ケーブル室面積の合計に、１から建物付帯設備面積付加係数を減じたも

のを建物付帯設備面積付加係数で除したものを乗じて、当該局の建物付

帯設備面積とする。  

(6) ⑴から⑸までで算定した、ネットワーク設備面積、電力設備面積、空

調設備面積、ケーブル室面積及び建物付帯設備面積の合計を、当該局の

機械室建物面積とする。  

２ RT―BOXの機械室建物の設備量の算定 

RT―BOX 数を１とする。 

３ 投資額の算定  
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局ごとに次の算定式により、前２項の規定により算定した面積、又は RT 

―BOX 単価を用い局ごと機械室建物投資額を求め、全ての局の局ごと機械室建

物投資額を合算し、機械室建物投資額を算定する。  

局ごと機械室建物投資額 

=機械室建物面積 

×機械室建物建設単価 

又は､局ごと機械室建物投資額 

=RT―BOX 単価 

機械室土地  １ 機械室土地の設備量の算定 

局ごとに、機械室建物面積を当該局の容積率で除したものを、当該局の機

械室土地面積とする。ただし、当該局の容積率の指定がない場合には、機械

室建物面積を複数階局容積率で除したものを、当該局の機械室土地面積とす

る。  

２ 投資額の算定 

局ごとに次の算定式により、前２項の規定により算定した面積を用い局ご

と機械室土地投資額を求め、全ての局の局ごと機械室土地投資額を合算し、

機械室土地投資額を算定する。  

局ごと機械室土地投資額 

＝機械室土地面積 

×(固定資産評価額÷土地単価時価補正係数) 

×土地単価時点補正係数 

監 視 設 備

（ 総 合 監

視） 

監視設備（総合監視）投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計  

×監視設備（総合監視）対投資額比率 

（ネットワーク設備とは、別表第４第１に規定する設備区分に係る設備、別表

第４第３に規定する附属設備、空調設備、電力設備、機械室建物及び機械室土

地の設備等区分に係る設備等をいう。以下、この表内で同様）  

監 視 設 備

（収容局設

備監視） 

監視設備（収容局設備監視）投資額 

＝収容局設備（局内スプリッタ、局側光回線終端装置）投資額×収容局設備監

視装置 対投資額比率 

監 視 設 備

（市内線路

監視） 

監視設備（市内線路）投資額 

＝市内線路投資額（加入系光ケーブル及び加入系電柱の投資額の合計） 

×監視設備（市内線路）対投資額比率  
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共通用建物 共通用建物投資額 

＝機械室建物投資額×共通用建物対投資額比率  

共通用土地 共通用土地投資額 

＝機械室土地投資額×共通用土地対投資額比率  

構築物 構築物投資額 

＝（機械室建物投資額＋共通用建物投資額） 

×構築物対投資額比率 

機械及び装

置 

機械及び装置投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計 

×機械及び装置対投資額比率 

車両 車両投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計×車両対投資額比率 

工具、器具

及び備品 

工具、器具及び備品投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計 

×工具、器具及び備品対投資額比率 

無形固定資

産 

無形固定資産投資額 

＝ネットワーク設備投資額合計 

×無形固定資産対投資額比率 
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別表第６（第 11 条第２項第４号関係） 

第１ 費用算定方方式 

費用区分 算定方式 

減価償却費 （（（投資額－最低残存価額）÷法定耐用年数）×法定耐用年数＋除去

損）÷経済的耐用年数 

土地は減価償却しない。除去損＝最低残存価額とする。 

固定資産税 定率法正味固定資産価額×固定資産税率 

定率法正味固定資産価額は、別表第５に定める算出式により算定する。 

施設保全費 加入者側光終端装置、局外スプリッタ、光ケーブル成端架、局内スプリッ

タ及び局側光回線終端装置に係るもの

投資額×投資額×施設保全費対投資額比率

加入系光ケーブルに係るもの 

設備延長 km×１km 当たりの施設保全費＋加入者数×１加入者当たり施

設保全費  

加入系管路、加入系中口径管路、加入系共同溝、加入系とう道、電線共同

溝及び自治体管路に係るもの 

設備亘長 km×１km当たりの施設保全費 

道路占用料 加入系電柱に係るもの 

電柱本数×電柱１本当たり道路占用料 

管路等（加入系管路、加入系中口径管路）に係るもの 

管路等亘長 km×管路等１kmあたり道路占用料 

加入系とう道、電線共同溝、自治体管路、情報ボックスに係るもの 

管路等延長 km×管路等１kmあたり道路占用料 

撤去費用 投資額×撤去費用対投資額比率 

試験研究費 直接費×対直接費比率 

直接費＝減価償却費＋固定資産税＋施設保全費＋道路占用料＋撤去費用 

管理共通費 （施設保全費＋試験研究費）×管理共通費比率 

第２ 共通費等の配賦基準 

区分 帰属対象設備 配賦基準 
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試験研究費 加入者側光終端装置、局外スプリッタ、加入系

光ケーブル、加入系電柱、加入系管路、加入系

中口径管路、加入系共同溝、加入系とう道、電

線共同溝、自治体管路、情報ボックス、光ケー

ブル成端架、局内スプリッタおよび局側光回線

終端装置 

直接費比 

管理共通費 加入者側光終端装置、局外スプリッタ、加入系

光ケーブル、加入系電柱、加入系管路、加入系

中口径管路、加入系共同溝、加入系とう道、電

線共同溝、自治体管路、情報ボックス、光ケー

ブル成端架、局内スプリッタおよび局側光回線

終端装置 

施設保全費＋試験研究

費の合計額比  

空調設備 局側光回線終端装置 電力容量比 

電
力
設
備 

整 流 装

置  

局側光回線終端装置 電流比 

蓄電池 局側光回線終端装置 電流比 

受 電 装

置  

局側光回線終端装置 電力容量比 

発 電 装

置  

局側光回線終端装置 電力容量比 

小 規 模

局 舎 用

電 源 装

置 

局側光回線終端装置 電流比 

可 搬 型

発 動 発

電機 

局側光回線終端装置 電流比 

機械室建物 光ケーブル成端架、局内スプリッタおよび局側

光回線終端装置 

面積比 

機械室土地 光ケーブル成端架、局内スプリッタおよび局側

光回線終端装置 

面積比 

監

視

設

備 

総 合 監

視  

局内スプリッタ、局側光回線終端装置 資本コスト＋保守コス

トの合計額比

収 容 局

設 備 監

視  

局内スプリッタ、局側光回線終端装置 資本コスト＋保守コス

トの合計額比

市 内 線

路監視 

加入系光ケーブル 資本コスト＋保守コス

トの合計額比

共通用建物 加入者側光終端装置、局外スプリッタ、加入系

光ケーブル、加入系電柱、加入系管路、加入系

中口径管路、加入系共同溝、加入系とう道、電

線共同溝、自治体管路、光ケーブル成端架、局

内スプリッタおよび局側光回線終端装置 

施設保全費＋試験研究

費の合計額比  
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共通用土地 加入者側光終端装置、局外スプリッタ、加入系

光ケーブル、加入系電柱、加入系管路、加入系

中口径管路、加入系共同溝、加入系とう道、電

線共同溝、自治体管路、光ケーブル成端架、局

内スプリッタおよび局側光回線終端装置 

施設保全費＋試験研究

費の合計額比  

構築物 加入者側光終端装置、局外スプリッタ、加入系

光ケーブル、加入系電柱、加入系管路、加入系

中口径管路、加入系共同溝、加入系とう道、電

線共同溝、自治体管路、光ケーブル成端架、局

内スプリッタおよび局側光回線終端装置 

機械室土地建物、共通

用土地建物の資本コス

ト＋保守コストの合計

額比

機械及び装置 加入者側光終端装置、局外スプリッタ、加入系

光ケーブル、加入系電柱、加入系管路、加入系

中口径管路、加入系共同溝、加入系とう道、電

線共同溝、自治体管路、光ケーブル成端架、局

内スプリッタおよび局側光回線終端装置 

施設保全費＋試験研究

費の合計額比  

車両 加入者側光終端装置、局外スプリッタ、加入系

光ケーブル、加入系電柱、加入系管路、加入系

中口径管路、加入系共同溝、加入系とう道、電

線共同溝、自治体管路、光ケーブル成端架、局

内スプリッタおよび局側光回線終端装置 

施設保全費比 

工具、器具

及び備品 

加入者側光終端装置、局外スプリッタ、加入系

光ケーブル、加入系電柱、加入系管路、加入系

中口径管路、加入系共同溝、加入系とう道、電

線共同溝、自治体管路、光ケーブル成端架、局

内スプリッタおよび局側光回線終端装置 

施設保全費＋試験研究

費の合計額比  

その他の無

形固定資産 

加入者側光終端装置、局外スプリッタ、加入系

光ケーブル、加入系電柱、加入系管路、加入系

中口径管路、加入系共同溝、加入系とう道、電

線共同溝、自治体管路、光ケーブル成端架、局

内スプリッタおよび局側光回線終端装置 

左記設備投資額 

注 資本コスト＝減価償却費＋自己資本費用＋他人資本費用＋利益対応税＋固定資産税 

保守コスト＝施設保全費＋道路占用料＋撤去費用 
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○ 総 務 省 令 第 号

電 気 通 信 事 業 法 （ 昭 和 五 十 九 年 法 律 第 八 十 六 号 ） の 第 七 条 第 二 号 、 第 百 七 条 第 二 号 、 第 百 八 条 第 一

項 第 一 号 及 び 第 二 項 、 第 百 九 条 第 一 項 、 第 三 項 及 び 第 四 項 、 第 百 十 条 第 二 項 、 第 百 十 条 の 三 第 一 項 第

一 号 、 第 百 十 条 の 四 第 五 項 、 第 百 十 条 の 五 第 一 項 、 第 百 十 六 条 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 第 七 十 九

条 第 一 項 及 び 第 八 十 一 条 並 び に 第 百 七 十 六 条 の 二 並 び に 聴 覚 障 害 者 等 に よ る 電 話 の 利 用 の 円 滑 化 に 関

す る 法 律 （ 令 和 二 年 法 律 第 五 十 三 号 ） 第 三 十 一 条 の 規 定 に 基 づ き 、 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 等 の 一 部

を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 年 月 日

総 務 大 臣 村 上 誠 一 郎

電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

（ 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 （ 昭 和 六 十 年 郵 政 省 令 第 二 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る

改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に

対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 対 象 規 定 」 と い

う 。 ） は 、 そ の 標 記 部 分 が 同 一 の も の は 当 該 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る も の の よ う に 改 め 、 そ の
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標 記 部 分 が 異 な る も の は 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 と し て 移 動 し 、 改

正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。 
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改  正  後 改  正  前 

目 次 

第 一 章 ［ 略 ］ 

第 二 章 電 気 通 信 事 業 

第 一 節 ～ 第 四 節 ［ 略 ］ 

第 五 節 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 支 援 機 関 （ 第 四 十 条 の 二 の 二 ― 第 四 十 条 の 八 の 五 の 三 ） 

第 六 節 ［ 略 ］ 

第 三 章 ～ 第 五 章 ［ 略 ］ 

附 則 

目 次 

第 一 章 ［ 同 上 ］ 

第 二 章 ［ 同 上 ］ 

第 一 節 ～ 第 四 節 ［ 同 上 ］ 

第 五 節 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 支 援 機 関 （ 第 四 十 条 の 三 ― 第 四 十 条 の 八 の 五 ） 

第 六 節 ［ 同 上 ］ 

第 三 章 ～ 第 五 章 ［ 同 上 ］ 

附 則 

（ 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 範 囲 ） （ 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 範 囲 ） 

第 十 四 条 の 三 法 第 七 条 第 二 号 の 総 務 省 令 で 定 め る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務 は 、 次 に 掲 げ

る も の （ 卸 電 気 通 信 役 務 に 該 当 す る も の を 含 む 。 ） で あ つ て 、 そ の 下 り 名 目 速 度 （ 端 末 系 伝 送

路 設 備 か ら 利 用 者 の 電 気 通 信 設 備 へ の 通 信 を 行 う 場 合 に お け る 理 論 上 の 最 大 デ ー タ 伝 送 速 度 を

い う 。 第 四 十 条 の 七 の 二 に お い て 同 じ 。 ） が 毎 秒 三 〇 メ ガ ビ ッ ト 以 上 の も の と す る 。 

［ 一 ～ 三 略 ］ 

［ ２ ～ ６ 略 ］ 

第 十 四 条 の 三 法 第 七 条 第 二 号 の 総 務 省 令 で 定 め る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務 は 、 次 に 掲 げ

る も の （ 卸 電 気 通 信 役 務 に 該 当 す る も の を 含 む 。 ） で あ つ て 、 そ の 下 り 名 目 速 度 （ 端 末 系 伝 送

路 設 備 か ら 利 用 者 の 電 気 通 信 設 備 へ の 通 信 を 行 う 場 合 に お け る 理 論 上 の 最 大 デ ー タ 伝 送 速 度 を

い う 。 ） が 毎 秒 三 〇 メ ガ ビ ッ ト 以 上 の も の と す る 。 

［ 一 ～ 三 同 上 ］ 

［ ２ ～ ６ 略 ］ 

（ 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 単 位 区 域 ご と の 電 気 通 信 回 線 設 備 の 規 模 等 の 報 告 ） （ 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 に 係 る 単 位 業 務 区 域 ご と の 電 気 通 信 回 線 設 備 の 規 模 等 の 報 告 ） 

第 十 四 条 の 五 端 末 系 伝 送 路 設 備 を 設 置 し て 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 を 提 供 す る 電 気 通 信 事 業

者 は 、 毎 事 業 年 度 経 過 後 五 月 以 内 に 、 当 該 提 供 に 係 る 単 位 区 域 ご と に 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 総 務

大 臣 に 報 告 す る も の と す る 。 

 

 

一 当 該 事 業 年 度 末 に お け る 電 気 通 信 回 線 設 備 の 規 模 （ 一 の 単 位 区 域 の 全 世 帯 数 に 占 め る 当 該

単 位 区 域 に 自 ら 設 置 し た 端 末 系 伝 送 路 設 備 を 用 い て 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 を 行 う

こ と が 可 能 な 世 帯 数 の 割 合 と す る 。 以 下 こ の 条 、 第 四 十 条 の 四 の 五 、 第 四 十 条 の 五 の 二 、 第

四 十 条 の 六 の 二 及 び 第 四 十 条 の 八 の 五 並 び に 様 式 第 三 十 八 の 二 の 四 に お い て 同 じ 。 ） が 第 四

十 条 の 六 の 二 第 二 項 に 規 定 す る 規 模 を 超 え る 場 合 に は 、 そ の 旨 

［ 二 ・ 三 略 ］ 

［ ２ 略 ］ 
第 十 四 条 の 五 端 末 系 伝 送 路 設 備 を 設 置 し て 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 を 提 供 す る 電 気 通 信 事 業

者 は 、 毎 事 業 年 度 経 過 後 三 月 以 内 に 、 当 該 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 に 係 る 単 位 業 務 区 域 （ 当

該 電 気 通 信 事 業 者 の 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 に 係 る 業 務 区 域 を 第 四 十 条 の 八 の 二 第 一 項 に 規

定 す る 地 域 の 単 位 に 分 け た 区 域 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） ご と に 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 総 務 大 臣 に 報

告 す る も の と す る 。 

一 当 該 事 業 年 度 末 に お け る 電 気 通 信 回 線 設 備 の 規 模 （ 一 の 単 位 業 務 区 域 の 全 世 帯 数 に 占 め る

当 該 単 位 業 務 区 域 に 自 ら 設 置 し た 端 末 系 伝 送 路 設 備 を 用 い て 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提

供 を 行 う こ と が 可 能 な 世 帯 数 の 割 合 と す る 。 以 下 こ の 条 、 第 四 十 条 の 四 の 五 、 第 四 十 条 の 五

の 二 、 第 四 十 条 の 六 の 二 及 び 第 四 十 条 の 八 の 五 並 び に 様 式 第 三 十 八 の 二 の 四 に お い て 同

じ 。 ） が 第 四 十 条 の 六 の 二 第 二 項 に 規 定 す る 規 模 を 超 え る 場 合 に は 、 そ の 旨 

［ 二 ・ 三 同 上 ］ 
［ ２ 同 上 ］ 

第 五 節 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 支 援 機 関 第 五 節 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 支 援 機 関 

（ 法 第 百 六 条 の 規 定 に よ る 指 定 の 申 請 ）  

第 四 十 条 の 二 の 二 法 第 百 六 条 の 規 定 に よ る 指 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載

し た 申 請 書 を 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

一 名 称 及 び 住 所 

二 支 援 業 務 を 行 お う と す る 事 務 所 の 名 称 及 び 所 在 地 

［ 新 設 ］ 
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三 支 援 業 務 を 開 始 し よ う と す る 日 

２ 前 項 の 申 請 書 に は 、 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え な け れ ば な ら な い 。 

一 定 款 の 謄 本 及 び 登 記 事 項 証 明 書 

二 申 請 の 日 の 属 す る 事 業 年 度 の 前 事 業 年 度 に お け る 財 産 目 録 及 び 貸 借 対 照 表 （ た だ し 、 申 請

の 日 の 属 す る 事 業 年 度 に 設 立 さ れ た 法 人 に あ つ て は 、 そ の 設 立 時 に お け る 財 産 目 録 ） 

三 申 請 の 日 の 属 す る 事 業 年 度 及 び 当 該 事 業 年 度 の 翌 事 業 年 度 に お け る 事 業 計 画 書 及 び 収 支 予

算 書 

四 申 請 に 関 す る 意 思 の 決 定 を 証 す る 書 類 

五 役 員 の 氏 名 及 び 経 歴 を 記 載 し た 書 類 

六 組 織 及 び 運 営 に 関 す る 事 項 を 記 載 し た 書 類 

七 支 援 業 務 を 行 お う と す る 事 務 所 ご と に 支 援 業 務 用 設 備 の 概 要 及 び 整 備 計 画 を 記 載 し た 書 類 

八 現 に 行 つ て い る 業 務 の 概 要 を 記 載 し た 書 類 

九 支 援 業 務 の 実 施 の 方 法 に 関 す る 計 画 を 記 載 し た 書 類 

十 そ の 他 参 考 と な る 事 項 を 記 載 し た 書 類 

（ 支 援 機 関 の 名 称 等 の 変 更 の 届 出 ）  

第 四 十 条 の 二 の 三 支 援 機 関 は 、 そ の 名 称 若 し く は 住 所 又 は 支 援 業 務 を 行 う 事 務 所 の 所 在 地 を 変

更 し よ う と す る と き は 、 変 更 し よ う と す る 日 の 二 週 間 前 ま で に 、 そ の 旨 を 総 務 大 臣 に 届 け 出 な

け れ ば な ら な い 。 

２ 総 務 大 臣 は 、 前 項 の 届 出 が あ つ た と き は 、 そ の 旨 を 公 示 す る 。 

［ 新 設 ］ 

（ 支 援 業 務 諮 問 委 員 会 の 委 員 の 任 命 の 認 可 の 申 請 ）  

第 四 十 条 の 二 の 四 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 三 条 第 三 項 の 認 可 を 受 け よ う と す る と き は 、 任 命 し よ

う と す る 者 の 氏 名 及 び 履 歴 を 記 載 し た 申 請 書 に 当 該 任 命 し よ う と す る 者 の 就 任 承 諾 書 を 添 え て

総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

［ 新 設 ］ 

（ 役 員 の 選 任 及 び 解 任 の 認 可 の 申 請 ）  

第 四 十 条 の 二 の 五 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 七 十 七 条 第 一 項 の 認

可 を 受 け よ う と す る と き は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

一 役 員 の 氏 名 

二 選 任 又 は 解 任 の 理 由 

三 選 任 の 場 合 に あ つ て は 、 そ の 者 の 経 歴 

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 選 任 の 認 可 を 受 け よ う と す る と き は 、 同 項 の 申 請 書 に 、 当 該 選 任 に 係

る 者 の 就 任 承 諾 書 を 添 え な け れ ば な ら な い 。 

［ 新 設 ］ 

（ 支 援 業 務 規 程 の 記 載 事 項 ）  

第 四 十 条 の 二 の 六 法 第 百 十 六 条 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 法 第 七 十 九 条 第 一 項 の 総 務 省 令 で

定 め る 事 項 は 、 次 の と お り と す る 。 

一 支 援 業 務 を 行 う 時 間 及 び 休 日 に 関 す る 事 項 

二 支 援 業 務 を 行 う 事 務 所 に 関 す る 事 項 

［ 新 設 ］ 
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三 支 援 業 務 の 実 施 の 方 法 に 関 す る 事 項 

四 交 付 金 （ 第 一 種 交 付 金 及 び 第 二 種 交 付 金 を い う 。 次 号 、 第 四 十 条 の 二 の 九 第 一 項 及 び 第 四

十 条 の 八 第 一 項 に お い て 同 じ 。 ） の 額 並 び に 負 担 金 （ 第 一 種 負 担 金 及 び 第 二 種 負 担 金 を い

う 。 次 条 及 び 第 四 十 条 の 二 の 九 第 一 項 に お い て 同 じ 。 ） の 額 の 算 定 方 法 に 関 す る 事 項 

五 交 付 金 の 交 付 及 び 負 担 金 の 徴 収 の 方 法 に 関 す る 事 項 

六 支 援 機 関 の 役 員 の 選 任 及 び 解 任 に 関 す る 事 項 

七 支 援 業 務 諮 問 委 員 会 の 委 員 の 任 免 に 関 す る 事 項 

八 支 援 業 務 に 関 す る 秘 密 の 保 持 に 関 す る 事 項 

九 支 援 業 務 に 関 す る 帳 簿 及 び 書 類 の 管 理 に 関 す る 事 項 

十 そ の 他 支 援 業 務 の 実 施 に 関 し 必 要 な 事 項 

（ 支 援 業 務 規 程 の 認 可 の 申 請 ）  

第 四 十 条 の 二 の 七 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 六 条 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 法 第 七 十 九 条 第 一 項

前 段 の 規 定 に よ る 認 可 を 受 け よ う と す る と き は 、 申 請 書 に 、 当 該 認 可 に 係 る 支 援 業 務 規 程 を 添

え て 、 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

２ 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 六 条 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 法 第 七 十 九 条 第 一 項 後 段 の 規 定 に よ

る 認 可 を 受 け よ う と す る と き は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書 を 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ

ば な ら な い 。 

一 変 更 し よ う と す る 事 項 

二 変 更 し よ う と す る 年 月 日 

三 変 更 の 理 由 

［ 新 設 ］ 

（ 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 条 第 一 項 前 段 の 規 定 に よ る 認 可 の 申 請 ）  

第 四 十 条 の 二 の 八 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 条 第 一 項 前 段 の 規 定 に よ る 認

可 を 受 け よ う と す る と き は 、 申 請 書 に 、 当 該 認 可 に 係 る 事 業 計 画 書 及 び 収 支 予 算 書 を 添 え て 、

総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

２ 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 条 第 一 項 後 段 の 規 定 に よ る 認 可

を 受 け よ う と す る と き は 、 変 更 し よ う と す る 事 項 及 び 変 更 の 理 由 を 記 載 し た 申 請 書 を 総 務 大 臣

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

［ 新 設 ］ 

（ 帳 簿 ）  

第 四 十 条 の 二 の 九 法 第 百 十 六 条 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 法 第 八 十 一 条 の 総 務 省 令 で 定 め る

事 項 は 、 次 の と お り と す る 。 

一 交 付 金 の 交 付 を 受 け る 適 格 電 気 通 信 事 業 者 （ 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 及 び 第 二 種 適 格 電

気 通 信 事 業 者 を い う 。 第 七 号 に お い て 同 じ 。 ） の 名 称 

二 交 付 金 に 係 る 認 可 の 申 請 の 年 月 日 

三 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と の 交 付 金 の 額 

四 負 担 金 を 納 付 す べ き 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 又 は 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業 者 の 名 称 

五 前 号 に 掲 げ る 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 又 は 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業 者 ご と の 負 担 金 の

［ 新 設 ］ 
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額 

六 第 四 号 に 掲 げ る 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 又 は 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業 者 ご と の 負 担 金

の 納 付 の 年 月 日 

七 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と の 交 付 金 の 交 付 の 年 月 日 

２ 法 第 百 十 六 条 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 法 第 八 十 一 条 の 帳 簿 は 、 支 援 業 務 を 行 う 事 務 所 ご

と に 備 え 付 け 、 記 載 又 は 記 録 の 日 か ら 五 年 間 保 存 し な け れ ば な ら な い 。 

（ 支 援 業 務 の 休 廃 止 の 許 可 の 申 請 ）  

第 四 十 条 の 二 の 十 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 六 条 に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 法 第 八 十 三 条 第 一 項

の 許 可 を 受 け よ う と す る と き は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書 を 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ

ば な ら な い 。 

一 休 止 し 、 又 は 廃 止 し よ う と す る 支 援 業 務 の 範 囲 

二 休 止 し 、 又 は 廃 止 し よ う と す る 年 月 日 及 び 休 止 し よ う と す る 場 合 は そ の 期 間 

三 休 止 又 は 廃 止 の 理 由 

［ 新 設 ］ 

（ 支 援 業 務 に 係 る 公 示 ）  

第 四 十 条 の 二 の 十 一 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 三 条 第 二 項 、 第 八 十 四 条 第

三 項 並 び に 第 九 十 条 第 一 項 及 び 第 三 項 の 公 示 は 、 官 報 で 告 示 す る こ と に よ つ て 行 う 。 

［ 新 設 ］ 

（ 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 指 定 の 申 請 様 式 等 ） （ 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 指 定 の 申 請 様 式 等 ） 

第 四 十 条 の 四 ［ 略 ］ 

２ 法 第 百 八 条 第 一 項 第 一 号 の 規 定 に よ る 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 に 関 す る 収 支 の 状 況 の 公 表

は 、 前 条 の 規 定 に よ る 申 請 を し よ う と す る 電 気 通 信 事 業 者 に あ つ て は 当 該 申 請 の 前 に 、 第 一 種

適 格 電 気 通 信 事 業 者 に あ つ て は 毎 事 業 年 度 経 過 後 五 月 以 内 に 、 イ ン タ ー ネ ッ ト を 利 用 す る こ と

に よ り 、 こ れ を 行 わ な け れ ば な ら な い 。 

 

３ 前 項 の 公 表 は 、 当 該 公 表 の 日 か ら 起 算 し て 五 年 を 経 過 す る ま で の 間 、 こ れ を 行 わ な け れ ば な

ら な い 。 

第 四 十 条 の 四 ［ 同 上 ］ 

２ 法 第 百 八 条 第 一 項 第 一 号 の 規 定 に よ る 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 に 関 す る 収 支 の 状 況 の 公 表

は 、 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に あ つ て は 毎 事 業 年 度 経 過 後 五 月 以 内 に 、 同 項 の 規 定 に よ る 申

請 を し よ う と す る 電 気 通 信 事 業 者 に あ つ て は 当 該 申 請 の 前 に 、 営 業 所 そ の 他 の 事 業 所 に 備 え 置

き 、 公 衆 の 縦 覧 に 供 す る と と も に 、 そ の 備 置 き の 日 か ら 七 日 以 内 に イ ン タ ー ネ ッ ト を 利 用 す る

こ と に よ り 、 こ れ を 行 わ な け れ ば な ら な い 。 

３ 前 項 の 公 表 は 、 同 項 の 備 置 き の 日 か ら 起 算 し て 五 年 を 経 過 す る ま で の 間 、 こ れ を 行 わ な け れ

ば な ら な い 。 

（ 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 指 定 の 申 請 様 式 等 ） （ 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 指 定 の 申 請 様 式 等 ） 

第 四 十 条 の 四 の 五 法 第 百 十 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ る 指 定 を 受 け よ う と す る 電 気 通 信 事 業 者

は 、 様 式 第 三 十 八 の 二 の 二 の 申 請 書 に 、 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 、 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば

な ら な い 。 

［ 一 ～ 五 略 ］ 

［ ２ 略 ］ 

３ 総 務 大 臣 は 、 第 一 項 の 提 出 を 行 つ た 電 気 通 信 事 業 者 に 対 し て 、 法 第 百 十 条 の 三 第 二 項 の 規 定

に よ る 担 当 支 援 区 域 の 指 定 の た め に 必 要 な 書 類 の 提 出 を 求 め る こ と が で き る 。 

第 四 十 条 の 四 の 五 ［ 同 上 ］ 

 

 
［ 一 ～ 五 同 上 ］ 

［ ２ 同 上 ］ 

［ 新 設 ］ 

（ 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 収 支 表 の 公 表 等 ） （ 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 収 支 表 の 公 表 等 ） 
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第 四 十 条 の 四 の 六 法 第 百 十 条 の 三 第 一 項 第 一 号 の 総 務 省 令 で 定 め る 事 項 は 、 次 に 掲 げ る 書 類 に

よ る も の と す る 。 

一 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 収 支 表 

二 前 条 第 一 項 第 五 号 に 規 定 す る 場 合 に は 、 特 別 支 援 区 域 整 備 ・ 役 務 提 供 計 画 書 

２ 前 項 各 号 に 掲 げ る 書 類 の 公 表 は 、 前 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 申 請 を し よ う と す る 電 気 通 信 事 業

者 に あ つ て は 当 該 申 請 の 前 に 、 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に あ つ て は 前 項 各 号 に 掲 げ る 書 類 の

う ち 第 四 十 条 の 五 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ り 総 務 大 臣 に 提 出 す る も の を 毎 事 業 年 度 経 過 後 五 月 以

内 に 、 イ ン タ ー ネ ッ ト を 利 用 す る こ と に よ り 、 こ れ を 行 わ な け れ ば な ら な い 。 

３ 前 項 の 公 表 は 、 当 該 公 表 の 日 か ら 起 算 し て 五 年 を 経 過 す る ま で の 間 （ 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る

書 類 で あ つ て 担 当 支 援 区 域 に 係 る も の に つ い て は 、 法 第 百 十 条 の 三 第 三 項 の 規 定 に よ り 当 該 担

当 支 援 区 域 の 指 定 を 解 除 さ れ た 日 の 属 す る 事 業 年 度 の 四 月 一 日 か ら 起 算 し て 五 年 を 経 過 す る ま

で の 間 ） 、 こ れ を 行 わ な け れ ば な ら な い 。 

第 四 十 条 の 四 の 六 ［ 同 上 ］ 

 

 

 

２ 前 項 各 号 に 掲 げ る 書 類 の 公 表 は 、 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に あ つ て は 毎 事 業 年 度 経 過 後 五

月 以 内 に 、 法 第 百 十 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ る 申 請 を し よ う と す る 電 気 通 信 事 業 者 に あ つ て は

当 該 申 請 の 前 に 、 営 業 所 そ の 他 の 事 業 所 に 備 え 置 き 、 公 衆 の 縦 覧 に 供 す る と と も に 、 そ の 備 置

き の 日 か ら 七 日 以 内 に イ ン タ ー ネ ッ ト を 利 用 す る こ と に よ り 、 こ れ を 行 わ な け れ ば な ら な い 。 

３ 前 項 の 公 表 は 、 同 項 の 備 置 き の 日 か ら 起 算 し て 五 年 を 経 過 す る ま で の 間 、 こ れ を 行 わ な け れ

ば な ら な い 。 

（ 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に よ る 書 類 等 の 提 出 ） （ 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に よ る 書 類 等 の 提 出 ） 

第 四 十 条 の 五 の 二 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 は 、 毎 事 業 年 度 経 過 後 五 月 以 内 に 、 当 該 事 業 年 度

に 係 る 次 に 掲 げ る 書 類 （ 第 五 号 ロ に 掲 げ る 書 類 に あ つ て は 、 当 該 書 類 の 内 容 に 変 更 が あ つ た 場

合 に 限 る 。 ） を 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

［ 一 ～ 四 略 ］ 

五 当 該 事 業 年 度 末 に お け る 担 当 支 援 区 域 に 特 別 支 援 区 域 が 含 ま れ る 場 合 に は 、 次 に 掲 げ る 書

類 

［ イ 略 ］ 

ロ 特 別 支 援 区 域 整 備 ・ 役 務 提 供 計 画 書 

［ ２ 略 ］ 

第 四 十 条 の 五 の 二 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 は 、 毎 事 業 年 度 経 過 後 五 月 以 内 に 、 当 該 事 業 年 度

に 係 る 次 に 掲 げ る 書 類 を 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

 

［ 一 ～ 四 同 上 ］ 

五 ［ 同 上 ］ 

 

［ イ 同 上 ］ 

ロ ［ 同 上 ］ 

［ ２ 同 上 ］ 

（ 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 を 継 続 し て 提 供 し て い る 期 間 ） （ 第 二 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 を 継 続 し て 提 供 し て い る 期 間 ） 

第 四 十 条 の 六 の 三 ［ 略 ］ 

２ 法 第 百 十 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ り 初 め て 指 定 さ れ た 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に 対 し て 当

該 指 定 後 最 初 に 第 二 種 交 付 金 が 交 付 さ れ る 場 合 に お い て 、 前 項 の 法 第 百 七 条 第 二 号 の 総 務 省 令

で 定 め る 期 間 に つ い て は 、 同 項 中 「 第 四 十 条 の 六 の 二 第 一 項 及 び 同 条 第 二 項 に 規 定 す る 割 合 を

超 え た 日 」 と あ る の は 、 「 法 第 百 十 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ り 初 め て 指 定 さ れ た 第 二 種 適 格 電

気 通 信 事 業 者 が 当 該 指 定 を 受 け た 日 」 と す る 。 

３ 法 第 百 十 条 の 三 第 二 項 後 段 の 規 定 に よ り 追 加 し て 担 当 支 援 区 域 を 指 定 さ れ た 第 二 種 適 格 電 気

通 信 事 業 者 に 対 し て 当 該 指 定 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 追 加 指 定 」 と い う 。 ） 後 最 初 に 当 該 担 当

支 援 区 域 に 係 る 第 二 種 交 付 金 が 交 付 さ れ る 場 合 に お け る 、 第 一 項 の 法 第 百 七 条 第 二 号 の 総 務 省

令 で 定 め る 期 間 に つ い て は 、 同 項 中 「 第 四 十 条 の 六 の 二 第 一 項 及 び 同 条 第 二 項 に 規 定 す る 割 合

を 超 え た 日 か ら 起 算 し て 一 年 」 と あ る の は 、 「 法 第 百 十 条 の 三 第 二 項 後 段 の 規 定 に よ り 追 加 し

て 担 当 支 援 区 域 を 指 定 さ れ た 日 か ら 最 初 に 到 来 す る 八 月 三 十 一 日 か ら 七 月 を 経 過 す る 日 ま で の

期 間 」 と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 が 前 項 に 規 定 す る 場 合 に 該

第 四 十 条 の 六 の 三 ［ 同 上 ］ 

２ 法 第 百 十 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ り 新 た に 指 定 さ れ た 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に 対 し て 当

該 指 定 後 最 初 に 第 二 種 交 付 金 が 交 付 さ れ る 場 合 に お い て 、 前 項 の 法 第 百 七 条 第 二 号 の 総 務 省 令

で 定 め る 期 間 に つ い て は 、 同 項 中 「 第 四 十 条 の 六 の 二 第 一 項 及 び 同 条 第 二 項 に 規 定 す る 割 合 を

超 え た 日 」 と あ る の は 、 「 法 第 百 十 条 の 三 第 一 項 の 規 定 に よ り 新 た に 指 定 さ れ た 第 二 種 適 格 電

気 通 信 事 業 者 が 当 該 指 定 を 受 け た 日 」 と す る 。 
［ 新 設 ］ 
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当 す る と き は 、 当 該 追 加 指 定 を 四 月 か ら 八 月 ま で の 間 に 受 け た 者 に 限 り 、 こ の 項 の 規 定 を 適 用

し な い 。 

（ 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 種 別 ） （ 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 種 別 ） 

第 四 十 条 の 七 法 第 百 八 条 第 二 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 種 別 は 、 第 十

四 条 各 号 に 掲 げ る 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 と す る 。 

 

第 四 十 条 の 七 法 第 百 八 条 第 二 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 種 別 は 、 次 の

各 号 の い ず れ か と す る 。 

一 第 十 四 条 第 一 号 及 び 第 二 号 に 掲 げ る 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 を あ わ せ た も の 

二 第 十 四 条 第 一 号 、 第 二 号 及 び 第 四 号 に 掲 げ る 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 を あ わ せ た も の 

（ 法 第 百 十 条 の 五 第 一 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務 ） （ 法 第 百 十 条 の 五 第 一 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務 ） 

第 四 十 条 の 七 の 二 法 第 百 十 条 の 五 第 一 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務

は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る も の の ほ か 、 そ の 下 り 名 目 速 度 が 毎 秒 一 メ ガ ビ ッ ト 未 満 の

も の と す る 。 

一 専 ら 卸 電 気 通 信 役 務 を 利 用 し て 提 供 す る 電 気 通 信 役 務 

二 前 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 次 の イ か ら リ ま で に 掲 げ る 電 気 通 信 役 務 

イ フ レ ー ム リ レ ー サ ー ビ ス （ 様 式 第 四 に 規 定 す る も の を い う 。 ） 

ロ Ａ Ｔ Ｍ 交 換 サ ー ビ ス （ 様 式 第 四 に 規 定 す る も の を い う 。 ） 

ハ 自 営 等 Ｂ Ｗ Ａ ア ク セ ス サ ー ビ ス （ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 第 一 条 第 二 項 第 十 四 号 の 四 に 規

定 す る も の を い う 。 ） 

ニ Ｉ Ｐ ― Ｖ Ｐ Ｎ サ ー ビ ス （ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 第 一 条 第 二 項 第 十 六 号 に 規 定 す る も の を

い う 。 ） 

ホ 広 域 イ ー サ ネ ッ ト サ ー ビ ス （ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 第 一 条 第 二 項 第 十 七 号 に 規 定 す る も

の を い う 。 ） 

ヘ ア ン ラ イ セ ン ス Ｌ Ｐ Ｗ Ａ （ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 第 一 条 第 二 項 第 十 八 号 に 規 定 す る も の

を い う 。 ） 

ト 専 用 役 務 

チ 仮 想 移 動 電 気 通 信 サ ー ビ ス （ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 第 一 条 第 二 項 第 十 九 号 に 規 定 す る も

の を い う 。 ） 

リ 通 信 モ ジ ュ ー ル （ 特 定 の 業 務 の 用 に 供 す る 通 信 に 用 途 が 限 定 さ れ て い る 利 用 者 の 電 気 通

信 設 備 を い う 。 ） 向 け に 提 供 す る 電 気 通 信 役 務 
第 四 十 条 の 七 の 二 法 第 百 十 条 の 五 第 一 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務

は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る も の と す る 。 

 

一 専 ら 卸 電 気 通 信 役 務 を 利 用 し て 提 供 す る 電 気 通 信 役 務 

二 前 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 次 の イ か ら チ ま で に 掲 げ る 電 気 通 信 役 務 

イ フ レ ー ム リ レ ー サ ー ビ ス （ 様 式 第 四 に 規 定 す る も の を い う 。 ） 

ロ Ａ Ｔ Ｍ 交 換 サ ー ビ ス （ 様 式 第 四 に 規 定 す る も の を い う 。 ） 

ハ 自 営 等 Ｂ Ｗ Ａ ア ク セ ス サ ー ビ ス （ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 第 一 条 第 二 項 第 十 四 号 の 四 に 規

定 す る も の を い う 。 ） 

ニ Ｉ Ｐ ― Ｖ Ｐ Ｎ サ ー ビ ス （ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 第 一 条 第 二 項 第 十 六 号 に 規 定 す る も の を

い う 。 ） 

ホ 広 域 イ ー サ ネ ッ ト サ ー ビ ス （ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 第 一 条 第 二 項 第 十 七 号 に 規 定 す る も

の を い う 。 ） 

［ 新 設 ］ 

 

ヘ 専 用 役 務 

ト 仮 想 移 動 電 気 通 信 サ ー ビ ス （ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 第 一 条 第 二 項 第 十 九 号 に 規 定 す る も

の を い う 。 ） 

チ 通 信 モ ジ ュ ー ル （ 特 定 の 業 務 の 用 に 供 す る 通 信 に 用 途 が 限 定 さ れ て い る 利 用 者 の 電 気 通

信 設 備 を い う 。 ） 向 け に 提 供 す る 電 気 通 信 役 務 

（ 交 付 金 の 額 の 公 表 ） （ 第 一 種 交 付 金 及 び 第 二 種 交 付 金 の 額 の 公 表 ） 

第 四 十 条 の 八 法 第 百 九 条 第 四 項 の 規 定 及 び 法 第 百 十 条 の 四 第 五 項 の 規 定 に よ る 交 付 金 の 額 の 公

表 は 、 第 一 種 交 付 金 に あ つ て は 法 第 百 九 条 第 一 項 の 認 可 、 第 二 種 交 付 金 に あ つ て は 法 第 百 十 条

の 四 第 一 項 の 認 可 を 受 け た 後 、 速 や か に イ ン タ ー ネ ッ ト を 利 用 す る こ と に よ り 、 こ れ を 行 わ な

け れ ば な ら な い 。 

 

２ 前 項 の 公 表 は 、 当 該 公 表 の 日 か ら 起 算 し て 十 年 を 経 過 す る ま で の 間 、 こ れ を 行 わ な け れ ば な

第 四 十 条 の 八 法 第 百 九 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 第 一 種 交 付 金 及 び 法 第 百 十 条 の 四 第 五 項 の 規 定 に

よ る 第 二 種 交 付 金 の 額 の 公 表 は 、 第 一 種 交 付 金 に あ つ て は 法 第 百 九 条 第 一 項 の 認 可 、 第 二 種 交

付 金 に あ つ て は 法 第 百 十 条 の 四 第 一 項 の 認 可 を 受 け た 後 、 速 や か に 支 援 機 関 の 主 た る 事 務 所 に

備 え 置 き 、 公 衆 の 閲 覧 に 供 す る と と も に 、 イ ン タ ー ネ ッ ト を 利 用 す る こ と に よ り 、 こ れ を 行 わ

な け れ ば な ら な い 。 

２ 前 項 の 公 表 は 、 同 項 の 備 置 き の 日 か ら 起 算 し て 十 年 を 経 過 す る ま で の 間 、 こ れ を 行 わ な け れ
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ら な い 。 ば な ら な い 。 

（ 一 般 支 援 区 域 等 の 指 定 等 ） （ 一 般 支 援 区 域 等 の 指 定 等 ） 

第 四 十 条 の 八 の 三 総 務 大 臣 は 、 第 十 四 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ る 報 告 （ 以 下 こ の 条 及 び 次 条 に

お い て 「 規 模 報 告 」 と い う 。 ） が あ つ た 場 合 に お い て 、 当 該 規 模 報 告 に 係 る 単 位 区 域 が 法 第 百

十 条 の 二 第 一 項 各 号 又 は 第 二 項 各 号 の 要 件 に 該 当 す る と 認 め る と き は 、 毎 事 業 年 度 経 過 後 八 月

以 内 に 、 同 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 一 般 支 援 区 域 の 指 定 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ る 特 別 支 援 区 域 の

指 定 を 行 い 、 ま た 、 同 条 第 一 項 各 号 又 は 第 二 項 各 号 の 要 件 に 該 当 し な い と 認 め ら れ る と き は 、

同 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 一 般 支 援 区 域 又 は 特 別 支 援 区 域 の 指 定 の 解 除 を 行 う も の と す る 。 

第 四 十 条 の 八 の 三 総 務 大 臣 は 、 第 十 四 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ る 報 告 （ 以 下 こ の 条 及 び 次 条 に

お い て 「 規 模 報 告 」 と い う 。 ） が あ つ た 場 合 に お い て 、 当 該 規 模 報 告 に 係 る 単 位 区 域 が 法 第 百

十 条 の 二 第 一 項 各 号 又 は 第 二 項 各 号 の 要 件 に 該 当 す る と 認 め る と き は 、 毎 事 業 年 度 経 過 後 五 月

以 内 に 、 同 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 一 般 支 援 区 域 の 指 定 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ る 特 別 支 援 区 域 の

指 定 を 行 い 、 ま た 、 同 条 第 一 項 各 号 又 は 第 二 項 各 号 の 要 件 に 該 当 し な い と 認 め ら れ る と き は 、

同 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 一 般 支 援 区 域 又 は 特 別 支 援 区 域 の 指 定 の 解 除 を 行 う も の と す る 。 

（ 担 当 支 援 区 域 の 全 部 又 は 一 部 が 業 務 区 域 の 範 囲 に 含 ま れ な く な つ た 場 合 等 の 報 告 ）  

第 四 十 条 の 八 の 五 の 二 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 は 、 そ の 担 当 支 援 区 域 が 法 第 百 十 条 の 三 第 三

項 第 二 号 イ に 掲 げ る 場 合 に 該 当 す る こ と と な つ た と き は 、 直 ち に 、 様 式 第 三 十 八 の 二 の 五 に よ

り 、 そ の 旨 を 総 務 大 臣 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

２ 法 第 百 十 条 の 三 第 五 項 に 規 定 す る 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 地 位 の 承 継 が あ つ た 場 合 に は

、 そ の 地 位 を 承 継 し た 電 気 通 信 事 業 者 は 、 直 ち に 、 様 式 第 三 十 八 の 二 の 六 に よ り 、 そ の 旨 を 総

務 大 臣 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

［ 新 設 ］ 

 （ 第 二 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 地 位 の 承 継 が あ つ た 場 合 の 通 知 等 ）  

第 四 十 条 の 八 の 五 の 三 総 務 大 臣 は 、 前 条 第 二 項 に 規 定 す る 報 告 が あ つ た 場 合 に は 、 遅 滞 な く 、

そ の 旨 を 支 援 機 関 に 通 知 す る と と も に 、 こ れ を 公 表 す る も の と す る 。 

［ 新 設 ］ 

様式第38の２の３（第40条の４の５第１項第２号、第40条の５の２第１項第２号関係） 

［略］ 

［第１表 略］ 

［注１～４ 略］ 

第２表 第二種適格電気通信事業者の全ての担当支援区域における第二号基礎的電気通信役務

の提供に要すると見込まれる費用の額等 

役務の細目 

⑴ 全ての担当支援区

域における第二号基

礎的電気通信役務の

提供に要すると見込

まれる費用の額 

⑵ 全ての担当支援区

域における第二号基

礎的電気通信役務の

提供により生ずると

見込まれる収益の額 

⑶  ⑴から⑵を減じ

た額 

１ 第 14条の

３第１項第

１号に掲げ

るもの 

   

２ 第 14条の

３第１項第

   

様式第38の２の３（第40条の４の５第１項第２号、第40条の５の２第１項第２号関係） 

［同左］ 

［第１表 同左］ 

［注１～４ 同左］ 

第２表 ［同左］ 

 

１  全 て の 担 当 支 援 区 域 に お け る 第 二

号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 要 す

る と 見 込 ま れ る 費 用 の 額  

 

２  全 て の 担 当 支 援 区 域 に お け る 第 二

号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に よ り

生 ず る と 見 込 ま れ る 収 益 の 額  

 

３  １ か ら ２ を 減 じ た 額   
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２号に掲げ

各位るもの 

３ 第 14条の

３第１項第

３号に掲げ

るもの 

   

合計 
   

 

 

 

 

注１ 電気通信事業者が法第110条の３第１項の規定による指定を受けようとする場合に

は、この表は不要とする。 

２ (1)の欄は、第二号基礎的電気通信役務の提供に係る第二種交付金及び第二種負担金

算定等規則第５条第１項第２号ロに掲げる特別支援区域を同号イに掲げる特別支援区域

とみなし、同規則第９条第３項括弧書の規定を適用しないで同規則第６条の規定に基づ

き算定した同条に掲げる原価の合計額を記載すること。 

３ (2)の欄は、第二号基礎的電気通信役務の提供に係る第二種交付金及び第二種負担金

算定等規則第５条第１項第２号ロに掲げる特別支援区域を同号イに掲げる特別支援区域

とみなし、同規則第９条第３項括弧書の規定を適用しないで同規則第６条の規定に基づ

き算定した、第40条の８の４第２号の規定に基づき総務大臣が告示する額に十二を乗じ

た値に同規則第６条各号に掲げる値を乗じて得た額を記載すること。 

注 電気通信事業者が法第110条の３第１項の規定による指定を受けようとする場合には、

この表は不要とする 

［新設］ 

  

 

［新設］ 

 

第３表 交付金等 

役  務  の  細  目  営業収益 営業費用 営業利益 摘要 

１  交  付  金      

２  負  担  金      

計     

 

 

［注１・２ 略］ 

第３表 交付金等 

役  務  の  細  目  営業収益 営業費用 営業利益 摘要 

１  交  付  金      

２ 当該適格電気通信事業

者の算定自己負担額 

    

 

３  負  担  金      

計     

 ［注１・２ 同左］ 
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様式第38の２の４（第40条の４の５関係） 

 

特別支援区域整備・役務提供計画書 

 

年  月  日 

 

（ふりがな） 

氏  名（法人にあつては、名称及び代表者

の氏名を記載すること。なお、第二

種適格電気通信事業者として担当支

援区域についてこの計画書を提出す

る場合には法人名の前に「第二種適

格電気通信事業者」と記載するこ

と。） 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は

届出番号 

 

第40条の４の５第１項第５号ロに規定する特別支援区域整備・役務提供計画を以下のとおり

定めます。 

１ 計画の概要 

（ 年 月 日時点） 

地域名 役務の細目 目標とする電気

通信回線設備の

規模 

役務提供開始時期 備考 

 第 14条の３第１

項第１号に掲げ

るもの 

   

第 14条の３第１

項第２号に掲げ

るもの 

   

第 14条の３第１

項第３号に掲げ

るもの 

   

様式第38の２の４（第40条の４の５関係） 

 

特別支援区域整備・役務提供計画書 

 

年  月  日 

 

（ふりがな） 

氏  名（法人にあつては、名称及び代表者

の氏名を記載すること。） 

登録年月日又は届出年月日及び登録番号又は

届出番号 

 

第40条の４の５第１項第５号ロの規定により、特別支援区域整備・役務提供計画書を定めま

す。 

１ 計画の概要 

地域名 役務の細

目 

達成すべ

き電気通

信回線設

備の規模 

光ファイ

バ等の整

備時期 

公設光フ

ァイバ等

の譲受等

時期 

役務提供

開始時期 

備考 

 第 14 条の

３第１項

第１号に

掲げるも

の 

     

第 14 条の

３第１項

第２号に

掲げるも

の 

     

第 14 条の

３第１項

第３号に

掲げるも

の 
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合 計    

注１ 地域名の欄には、第40条の８の２第２項の規定により総務省のホームページに掲載す

る町又は字の名称等を記載すること。 

２ 目標とする電気通信回線設備の規模の欄には、世帯カバー率を記載すること。 

３ 合計の欄には、提供する全ての第二号基礎的電気通信役務で提供可能な電気通信回線

設備の規模（重複するカバー世帯を除いた世帯カバー率）の目標を記載すること。 

４ 役務提供開始時期の欄には、地方公共団体が所有する電気通信回線設備を譲り受ける

場合又は地方公共団体が所有する電気通信回線設備を撤去し、新たに電気通信回線設備

を設置した場合に、当該電気通信回線設備を用いて第二号基礎的電気通信役務の提供を

開始すると見込まれる時期を記載すること。 

５ 備考欄には、地方公共団体が所有する電気通信回線設備を譲り受け、当該電気通信回

線設備を用いて第二号基礎的電気通信役務の提供を行う場合又は地方公共団体が所有す

る電気通信回線設備を撤去し、新たに電気通信回線設備を設置し、第二号基礎的電気通

信役務の提供を開始する場合には「民間移行等」と記載すること。 

６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 

２ 計画の詳細 

注１ 既に公表している類似の計画があれば、添付すること。 

２ 総務大臣に提出した直近の計画から変更があつた場合は、新旧対照及び変更理由を明

示すること。 

合 計      

注１ 地域名の欄には、原則として第40条の８の２の規定により定める町又は字名を記載す

ること。 

２ 達成すべき電気通信回線設備の規模の欄には、目標とする電気通信回線設備の規模を

記載すること。 

３ 合計の欄には、第14条の３第１項第１号から第３号までの電気通信役務のいずれかが

提供可能な電気通信回線設備の規模の目標を記載すること。 

４ 光ファイバ等の整備時期の欄には、電気通信回線設備が設置されていない地域に新た

に電気通信回線設備を設置し、第二号基礎的電気通信役務の提供を開始する場合におけ

る当該電気通信回線設備を設置することが見込まれる時期を記載すること。 

５ 公設光ファイバ等（地方公共団体及び他の電気通信事業者が設置する光ファイバ等）

の譲受等時期の欄には、地方公共団体等が所有する電気通信回線設備の譲渡を受け、当

該電気通信回線設備を用いて第二号基礎的電気通信役務の提供を開始する場合の当該電

気通信回線設備を譲受することが見込まれる時期又は地方公共団体等が既に設置してい

る光ファイバ等を撤去し、新たに電気通信回線設備を設置し、第二号基礎的電気通信役

務の提供を開始する場合における当該電気通信回線設備を設置することが見込まれる時

期を記載すること。 

６ 役務提供開始時期の欄には、新たに電気通信回線設備を整備又は譲受等する場合に、

当該電気通信回線設備を用いて第二号基礎的電気通信役務の提供を開始すると見込まれ

る時期を記載すること。 

７ 備考欄には、電気通信回線設備が設置されていない地域に新たに電気通信回線設備を

設置し、第二号基礎的電気通信役務の提供を開始する場合には「新規整備」と記載する

とともに、新たに設置する電気通信回線設備の規模を記載し、及び新たに設置する電気

通信回線設備の規模、地方公共団体等が所有する電気通信回線設備の譲渡を受け、当該

電気通信回線設備を用いて第二号基礎的電気通信役務の提供を行う場合又は地方公共団

体等が既に設置している光ファイバ等を撤去し、新たに電気通信回線設備を設置し、第

二号基礎的電気通信役務の提供を開始する場合には「設備の譲受等」と記載するととも

に、地方公共団体から譲渡を受ける電気通信回線設備の規模又は新たに設置する電気通

信回線設備の規模を記載すること。 

８ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

２ 計画の詳細 

注 既に公表している計画があれば、添付すること。 
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様式第38の２の５(第40条の８の５の２第１項関係) 

 

電気通信事業法第110条の３第３項第２号イに該当する場合に係る報告書 

 

年  月  日 

 

総務大臣 殿 

 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

氏  名（法人にあつては、名称及び代表

者の氏名を記載すること。） 

連 絡 先（連絡のとれる電話番号等を記載す

ること。担当部署等がある場合は、

当該担当部署名等を記載するこ

と。） 

 

電気通信事業法第110条の３第３項第２号イに該当することとなつたので、電気通信事業法施行規

則第40条の８の５の２第１項の規定により、報告します。 

注１ 理由欄には、電気通信事業法第110条の３第３項第２号イに該当することとなつた理由に

ついて記載すること 

２ 該当する担当支援区域が複数ある場合は、担当支援区域欄に全て記載すること 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること 

該当年月日  

理由  

担当支援区域  

［新設］ 

 

様式第38の２の６(第40条の８の５の２第２項関係) 

 

第二種適格電気通信事業者の地位の承継に係る報告書 

［新設］ 
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年  月  日 

 

総務大臣 殿 

 

郵便番号 

（ふりがな） 

住  所 

（ふりがな） 

承継者名（法人にあつては、名称及び代表

者の氏名を記載すること。） 

連 絡 先（連絡のとれる電話番号等を記載す

ること。担当部署等がある場合は、

当該担当部署名等を記載するこ

と。） 

 

電気通信事業法第110条の３第５項の規定により第二種適格電気通信事業者の地位を承継したの

で、電気通信事業法施行規則第40条の８の５の２第２項の規定により、報告します。 

継承年月日  

被承継者の名称  

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 傍 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 傍 線 は 注 記 で あ る 。 
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（ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 の 一 部 改 正 ）  

第 二 条  電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 （ 昭 和 六 十 三 年 郵 政 省 令 第 四 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。  

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲

げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標

記 部 分 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 当 該 対 象

規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る も の の よ う に 改 め 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に

対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。  
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改  正  後 改  正  前 

（ 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 交 付 金 の 額 及 び 負 担 金 の 額 の 算 定 に 用 い る 電 気 通 信 番 号 数

及 び 回 線 数 等 の 報 告 ） 

（ 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種 交 付 金 の 額 及 び 第 一 種 負 担 金 の 額 の 算 定 に 用

い る 電 気 通 信 番 号 数 等 の 報 告 ） ） 

第 九 条 次 の 各 号 に 掲 げ る 電 気 通 信 事 業 者 は 、 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ り 、 電 気 通 信 番 号 及

び 回 線 数 等 （ 高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務 に 係 る 回 線 数 及 び 第 二 種 負 担 金 の 額 の 算 定 に 関 し

必 要 な 事 項 を い う 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） の 毎 月 末 の 状 況 に つ い て 、 翌 々 月 の 二 十 日

（ 当 該 日 が 日 曜 日 、 土 曜 日 又 は 国 民 の 祝 日 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 七 十 八 号 ） に

規 定 す る 休 日 に 当 た る と き は 、 こ れ ら の 日 の 翌 日 を も つ て 当 該 日 と み な す 。 ） ま で に 、 総 務 大

臣 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

一 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種 交 付 金 及 び 第 一 種 負 担 金 算 定 等 規 則 （ 平 成

十 四 年 総 務 省 令 第 六 十 四 号 。 以 下 こ の 号 に お い て 「 第 一 号 算 定 等 規 則 」 と い う 。 ） 別 表 第 十

一 に 掲 げ る 電 気 通 信 番 号 の 指 定 を 受 け た 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 又 は 接 続 電 気 通 信 事 業 者

等 （ こ れ ら の 電 気 通 信 事 業 者 か ら 電 気 通 信 事 業 の 一 部 を 承 継 し た 法 人 又 は 譲 り 受 け た 者 （ 当

該 承 継 又 は 譲 受 け が あ つ た 後 遅 滞 な く 、 当 該 電 気 通 信 事 業 者 が 指 定 を 受 け た 同 表 に 掲 げ る 電

気 通 信 番 号 の 指 定 を 受 け た 者 で あ つ て 、 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 又 は 接 続 電 気 通 信 事 業 者

等 以 外 の 者 に 限 る 。 以 下 こ の 号 に お い て 「 一 部 承 継 事 業 者 等 」 と い う 。 ） を 含 む 。 ） 様 式

第 二 十 九 に よ る 当 該 指 定 を 受 け た 電 気 通 信 番 号 （ 一 部 承 継 事 業 者 等 に つ い て は 、 承 継 し た 電

気 通 信 事 業 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信 事 業 に 係 る 電 気 通 信 番 号 に 限 る 。 ） の 毎 月 末 の 使 用 の 状

況 （ 一 部 承 継 事 業 者 等 に あ つ て は 、 承 継 又 は 譲 受 け が あ つ た 月 か ら 第 一 号 算 定 等 規 則 第 二 十

七 条 第 一 項 に 規 定 す る 最 終 算 定 月 ま で の 月 末 の 使 用 状 況 等 に 限 る 。 ） 

二 次 の 表 の 報 告 対 象 事 業 者 の 欄 に 掲 げ る 電 気 通 信 事 業 者 （ 当 該 電 気 通 信 事 業 者 か ら 高 速 度

デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務 を 提 供 す る 電 気 通 信 事 業 の 一 部 を 承 継 し 、 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信

事 業 者 （ 以 下 こ の 号 に お い て 「 一 部 承 継 事 業 者 」 と い う 。 ） を 含 む 。 ） そ れ ぞ れ 同 表 の 様

式 番 号 の 欄 に 掲 げ る 様 式 に よ る 回 線 数 等 の 毎 月 末 の 状 況 （ 一 部 承 継 事 業 者 に あ つ て は 、 当 該

電 気 通 信 事 業 の 一 部 を 承 継 し た 又 は 譲 り 受 け た 日 の 属 す る 月 か ら 当 該 月 の 属 す る 年 度 の 末 日

ま で の 当 該 電 気 通 信 事 業 に 係 る 回 線 数 等 の 状 況 に 限 る 。 ） 

第 九 条 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種 交 付 金 及 び 第 一 種 負 担 金 算 定 等 規 則 （ 平

成 十 四 年 総 務 省 令 第 六 十 四 号 。 以 下 こ の 条 に お い て 「 第 一 種 算 定 規 則 」 と い う 。 ） 別 表 第 十 一

に 掲 げ る 電 気 通 信 番 号 の 指 定 を 受 け た 電 気 通 信 事 業 者 （ 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 又 は 接 続 電

気 通 信 事 業 者 等 で あ る 者 に 限 る 。 ） 若 し く は 分 割 又 は 譲 渡 し に よ り 当 該 電 気 通 信 事 業 者 か ら 電

気 通 信 事 業 の 一 部 を 承 継 し た 法 人 若 し く は 譲 り 受 け た 者 （ 当 該 承 継 又 は 譲 受 け が あ つ た 後 遅 滞

な く 、 当 該 電 気 通 信 事 業 者 が 指 定 を 受 け た 同 表 に 掲 げ る 電 気 通 信 番 号 の 指 定 を 受 け た 者 で あ つ

て 、 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 又 は 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 以 外 の 者 に 限 る 。 以 下 こ の 条 に お い

て 「 一 部 承 継 事 業 者 等 」 と い う 。 ） は 、 様 式 第 二 十 九 に よ り 、 当 該 指 定 を 受 け た 電 気 通 信 番 号

（ 一 部 承 継 事 業 者 等 に つ い て は 、 承 継 し た 電 気 通 信 事 業 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信 事 業 に 係 る 電

気 通 信 番 号 に 限 る 。 ） の 毎 月 末 の 使 用 状 況 等 （ 一 部 承 継 事 業 者 等 に あ つ て は 、 承 継 又 は 譲 受 け

が あ つ た 月 か ら 第 一 種 算 定 規 則 第 二 十 七 条 第 一 項 に 規 定 す る 最 終 算 定 月 ま で の 月 末 の 使 用 状 況

等 に 限 る 。 ） に つ い て 、 翌 々 月 の 二 十 日 （ 当 該 日 が 日 曜 日 、 土 曜 日 又 は 国 民 の 祝 日 に 関 す る 法

律 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 七 十 八 号 ） に 規 定 す る 休 日 に 当 た る と き は 、 こ れ ら の 日 の 翌 日 を も

つ て 当 該 日 と み な す 。 ） ま で に 、 書 面 等 に よ り 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

報 告 対 象 役 務 報 告 対 象 事 業 者 様 式 番 号 

Ｆ Ｔ Ｔ Ｈ ア ク セ ス

サ ー ビ ス 

次 の い ず れ か に 該 当 す る 電 気 通 信 事 業 者 

一 光 信 号 伝 送 用 の 端 末 系 伝 送 路 設 備 を 設 置 し

て Ｆ Ｔ Ｔ Ｈ ア ク セ ス サ ー ビ ス を 提 供 す る 高 速

度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業 者 

二 他 の 電 気 通 信 事 業 者 が 設 置 し た 光 信 号 伝 送

用 の 端 末 系 伝 送 路 設 備 と 自 ら の 電 気 通 信 設 備

を 接 続 し て Ｆ Ｔ Ｔ Ｈ ア ク セ ス サ ー ビ ス （ 共 同

住 宅 等 内 に Ｖ Ｄ Ｓ Ｌ 設 備 そ の 他 の 電 気 通 信 設

様 式 第 三 十 
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備 を 設 置 し て 提 供 す る も の で あ っ て 当 該 端 末

系 伝 送 路 設 備 を 用 い て 提 供 さ れ る 卸 電 気 通 信

役 務 を 利 用 し て 提 供 す る も の を 除 く 。 ） を 提

供 す る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業 者 

他 の 電 気 通 信 事 業 者 が 設 置 し た 光 信 号 伝 送 用 の

端 末 系 伝 送 路 設 備 と 自 ら の 電 気 通 信 設 備 を 接 続

し て Ｆ Ｔ Ｔ Ｈ ア ク セ ス サ ー ビ ス （ 共 同 住 宅 等 内

に Ｖ Ｄ Ｓ Ｌ 設 備 そ の 他 の 電 気 通 信 設 備 を 設 置 し

て 提 供 す る も の で あ っ て 当 該 端 末 系 伝 送 路 設 備

を 用 い て 提 供 さ れ る 卸 電 気 通 信 役 務 を 利 用 し て

提 供 す る も の に 限 る 。 ） を 提 供 す る 電 気 通 信 事

業 者 

様 式 第 三 十

の 二 

Ｄ Ｓ Ｌ ア ク セ ス サ ー

ビ ス 

デ ジ タ ル 加 入 者 回 線 ア ク セ ス 多 重 化 装 置 を 設 置

し て Ｄ Ｓ Ｌ ア ク セ ス サ ー ビ ス を 提 供 す る 高 速 度

デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業 者 

様 式 第 三 十

の 三 

Ｃ Ａ Ｔ Ｖ ア ク セ ス

サ ー ビ ス 

有 線 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 施 設 の 線 路 と 同 一 の 線 路

を 使 用 す る 電 気 通 信 設 備 を 設 置 し て Ｃ Ａ Ｔ Ｖ ア

ク セ ス サ ー ビ ス を 提 供 す る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役

務 提 供 事 業 者 

Ｆ Ｗ Ａ ア ク セ ス サ ー

ビ ス 

無 線 設 備 に よ り 構 成 さ れ る 端 末 系 伝 送 路 設 備 を

設 置 し て Ｆ Ｗ Ａ ア ク セ ス サ ー ビ ス を 提 供 す る 高

速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業 者 
様 式 第 三 十

の 四 

ワ イ ヤ レ ス 固 定 ブ

ロ ー ド バ ン ド ア ク セ

ス サ ー ビ ス 

利 用 者 の 屋 内 用 ル ー タ と 接 続 さ れ る 無 線 設 備 を

設 置 し て ワ イ ヤ レ ス 固 定 ブ ロ ー ド バ ン ド ア ク セ

ス サ ー ビ ス を 提 供 す る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提

供 事 業 者 

様 式 第 三 十

の 五 

携 帯 電 話 ・ Ｐ Ｈ Ｓ ア

ク セ ス サ ー ビ ス 

基 地 局 を 設 置 し て 携 帯 電 話 ・ Ｐ Ｈ Ｓ ア ク セ ス

サ ー ビ ス を 提 供 す る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供

事 業 者 

様 式 第 三 十

一 

ロ ー カ ル ５ Ｇ サ ー ビ

ス 

基 地 局 を 設 置 し て ロ ー カ ル ５ Ｇ サ ー ビ ス を 提 供

す る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業 者 

様 式 第 三 十

一 の 二 

全 国 Ｂ Ｗ Ａ ア ク セ ス

サ ー ビ ス 

基 地 局 を 設 置 し て 全 国 Ｂ Ｗ Ａ ア ク セ ス サ ー ビ ス

を 提 供 す る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業 者 

様 式 第 三 十

一 の 三 

地 域 Ｂ Ｗ Ａ ア ク セ ス

サ ー ビ ス 

基 地 局 を 設 置 し て 地 域 Ｂ Ｗ Ａ ア ク セ ス サ ー ビ ス

を 提 供 す る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業 者 

様 式 第 三 十

一 の 四 
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公 衆 無 線 Ｌ Ａ Ｎ ア ク

セ ス サ ー ビ ス 

基 地 局 を 設 置 し て 公 衆 無 線 Ｌ Ａ Ｎ ア ク セ ス サ ー

ビ ス を 提 供 す る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業

者 

様 式 第 三 十

一 の 五 

衛 星 ア ク セ ス サ ー ビ

ス （ 電 気 通 信 事 業 法

施 行 規 則 様 式 第 ４ 注

３ で 規 定 す る も

の 。 ） 

端 末 系 伝 送 路 設 備 を 設 置 し て 衛 星 ア ク セ ス サ ー

ビ ス を 提 供 す る 高 速 度 デ ー タ 伝 送 役 務 提 供 事 業

者 

様 式 第 三 十

一 の 六 

仮 想 移 動 電 気 通 信

サ ー ビ ス （ 携 帯 電

話 ・ Ｐ Ｈ Ｓ ア ク セ ス

サ ー ビ ス に 係 る も の

に 限 る 。 ） 

次 の い ず れ か に 該 当 す る 電 気 通 信 事 業 者 

一 仮 想 移 動 電 気 通 信 サ ー ビ ス を 提 供 す る 電 気

通 信 事 業 者 で あ つ て 、 四 半 期 末 に お け る 仮 想

移 動 電 気 通 信 サ ー ビ ス の 契 約 数 が 三 万 以 上 で

あ る も の （ 次 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ） 

二 仮 想 移 動 電 気 通 信 サ ー ビ ス を 提 供 す る 電 気

通 信 事 業 者 で あ つ て 、 携 帯 電 話 ・ Ｐ Ｈ Ｓ ア ク

セ ス サ ー ビ ス に 係 る 基 地 局 を 設 置 し て い る 電

気 通 信 事 業 者 の 電 気 通 信 回 線 設 備 と Ｇ Ｐ Ｒ Ｓ

ト ン ネ リ ン グ プ ロ ト コ ル が 用 い ら れ る 通 信 方

式 を 用 い て 接 続 し て い る も の 

様 式 第 三 十

一 の 七 

そ の 他 の 高 速 度 デ ー

タ 伝 送 電 気 通 信 役 務

（ 電 気 通 信 事 業 法 施

行 規 則 第 四 十 条 の 七

の 二 に 規 定 す る も の

を 除 く 。 ） 

そ の 他 の 高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務 を 提 供

す る 電 気 通 信 事 業 者 

様 式 第 三 十

二 

 

様式第 29（第９条第１号関係） 

［表 略］ 

 

様式第 29（第９条関係） 

［表 略］ 
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様式第 30（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数 

    年  月末現在 

サービスの種類           

事業者名           

法人番号           

  態様 

 

区分 

合計 
共同住宅等内にＶＤＳＬ設

備その他の電気通信設備を

用いるもの以外のもの 

共同住宅等内にＶＤＳＬ設

備その他の電気通信設備を

用いるもの 

回線数    

参考事項    
 

注１ サービスの種類の欄は、「光信号伝送用の端末系伝送路設備を設置して提供するＦＴＴ

Ｈアクセスサービス」か「他の電気通信事業者が設置した光信号伝送用の端末系伝送路設

備と自らの電気通信設備を接続して提供するＦＴＴＨアクセスサービス」のいずれかを記

載し、双方を提供する事業者においてはそれぞれ別葉で報告すること。 

２ 電気通信事業法施行規則第 40 条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を自らの回線

数に含めないこと。 

３ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合（共同住宅等内にＶＤ

ＳＬ設備その他の電気通信設備を用いるものにあつては、当該電気通信設備を含めて提供

している場合に限る。注４において同じ。）には、当該電気通信事業者が当該卸電気通信

役務を受けて提供する回線数を自らの回線数として含めること。 

４ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合であつて、提供する卸

電気通信役務が他の電気通信事業者から提供を受ける卸電気通信役務の場合（共同住宅等

内にＶＤＳＬ設備その他の電気通信設備を用いるものにあつては、当該電気通信設備を含

めて提供を受ける場合に限る。）には、当該提供する卸電気通信役務を受けて他の電気通

信事業者が提供する回線数を自らの回線数として含めないこと。 

５ 共同住宅等内にＶＤＳＬ設備その他の電気通信設備を用いるＦＴＴＨアクセスサービス

を提供する電気通信事業者以外の者に対し、当該ＦＴＴＨアクセスサービスを提供する場

合には、当該者の当該ＦＴＴＨアクセスサービスに係る回線数を自らの回線数として報告

すること。ただし、当該者の当該ＦＴＴＨアクセスサービスに係る回線数を把握していな

い場合には、当該者が当該ＦＴＴＨアクセスサービスを提供する共同住宅等内の最大戸数

を自らの回線数として報告することとし、「参考事項」の項にその旨を記載すること。 

６ 他の電気通信事業者に対し卸電気通信役務を提供している場合であつて、当該他の電気

［新設］ 
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通信事業者が当該卸電気通信役務を利用して共同住宅等内にＶＤＳＬ設備その他の電気通

信設備を用いるＦＴＴＨアクセスサービスを提供する電気通信事業者以外の者に対し当該

ＦＴＴＨアクセスサービスを提供しているときは、当該者の当該ＦＴＴＨアクセスサービ

スに係る回線数を自らの回線数として報告すること。ただし、当該者の当該ＦＴＴＨアク

セスサービスに係る回線数を把握していない場合には、当該者が当該ＦＴＴＨアクセス

サービスを提供する共同住宅等内の最大戸数を自らの回線数として報告することとし、

「参考事項」の項にその旨を記載すること。 

７ 注５及び注６に定めるもののほか、注記すべき事情がある場合には、「参考事項」の項

にその内容を記載すること。 

８ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

様式第 30 の２（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数等 

    年  月末現在 

サービスの種類 ＦＴＴＨアクセスサービス 

 

事業者名           

法人番号           

端末系伝送路設備を設置す

る電気通信事業者名 
法人番号 

共同住宅等内にＶＤＳＬ設

備その他の電気通信設備を

用いるものの回線数 

   

合計  

参考事項  
 

注１ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合には、当該他の電気通

信事業者が当該卸電気通信役務を受けて提供する回線数を自らの回線数として含めるこ

と。 

 ２ 電気通信事業法施行規則第 40条の７の２に規定する電気通信役務（同条第１号に掲げる

電気通信役務を除く。）の回線数を自らの回線数に含めないこと。 

  ３ 「端末系伝送路設備を設置する電気通信事業者名」の欄には、自ら設置する共同住宅等

内のＶＤＳＬ設備その他の電気通信設備と接続する端末系伝送路設備を設置する電気通信

事業者の名称を記載すること。 

４ 記載する事業者の数に応じ、項を適宜追加することし、回線数の多い順に当該事業者の 

名称及び当該事業者の法人番号を記載すること。 

５ 注記すべき事情がある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

［新設］ 
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６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

様式第 30 の３（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数 

    年  月末現在 

サービスの種類           

事業者名           

法人番号           

回線数 

 

参考事項  
 

注１ サービスの種類の欄は、「ＤＳＬアクセスサービス」か「ＣＡＴＶアクセスサービス」

のいずれか記載し、双方を提供する事業者においてはそれぞれ別葉で報告すること。 

２ 電気通信事業法施行規則第 40 条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を自らの回線

数に含めないこと。 

３ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合には、当該他の電気通

信事業者の回線数を自らの回線数として含めること。 

４ 注記すべきことがある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

［新設］ 

 

様式第 30 の４（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数 

    年  月末現在 

サービスの種類 ＦＷＡアクセスサービス 

事業者名           

法人番号           

回線数 

 

参考事項  
 

注１ 電気通信事業法施行規則第 40条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を自らの回線

数に含めないこと。 

２ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合には、当該他の電気通

信事業者の回線数を自らの回線数として含めること。 

３ ワイヤレス固定ブロードバンドサービスの回線数は、自らの回線数に含めないことと

［新設］ 
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し、様式第 30 の５で報告すること。 

４ 注記すべきことがある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

様式第 30 の５（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数 

    年  月末現在 

サービスの種類 ワイヤレス固定ブロードバンドアクセスサービス 

事業者名           

法人番号           

区分 
合計 

回線数（専用型） 回線数（共用型） 

   

参考事項    
 

注１ 電気通信事業法施行規則第 40 条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を自らの回線

数に含めないこと。 

２ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合には、当該他の電気通

信事業者の回線数を自らの回線数として含めること。 

３ 注記すべきことがある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

［新設］ 
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様式第 31（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数等 

    年  月末現在 

サービスの種類 携帯電話・ＰＨＳアクセスサービス 

事業者名           

法人番号           

１ 自らが最終利用者に提供する回線数 

回線数（電気通信事業法施行規則第 40 条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を除

く。） 

 

参考事項  

２ 一次ＭＶＮＯに提供する回線数 

事業者名 法人番号 ⑴ 回線数 

⑵  ⑴のう

ち、電気

通信事業

法施行規

則第 40条

の７の２

に規定す

る電気通

信役務の

回線数 

⑶ ⑴の回線数から⑵の

回線数を差し引いた回

線数 

     

合計    

参考事項  
 

注１ この様式において、一次ＭＶＮＯとは、自らの電気通信設備と接続し、又は自らが提供

する卸電気通信役務を利用して仮想移動電気通信サービスを提供する電気通信事業者をい

う。 

２ 継続的な契約関係を有さず利用の都度契約をして提供するサービスの回線数を自らの回

線数に含めないこと。 

３ ローミングサービス（この様式において、他の電気通信事業者が提供する携帯電話・Ｐ

ＨＳアクセスサービスの利用者に対し、当該他の電気通信事業者との提携により、当該他

の電気通信事業者の業務区域以外の区域において当該利用者に対し提供する携帯電話・Ｐ

ＨＳアクセスサービスをいう。）の回線数を自らの回線数に含めないこと。 

［新設］ 
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４ 他の電気通信事業者に対して提供する卸電気通信役務を当該他の電気通信事業者が利用

して提供する仮想移動電気通信サービスが、無線設備規則第四十九条の六の九第一項第一

号ヘに規定するキャリアアグリゲーション技術その他これに類するものを用いて複数の周

波数を一体として提供されるものであるときは、当該卸電気通信役務の回線数は自らの回

線数に含めないこと。 

５ ワイヤレス固定ブロードバンドサービスの回線数は、自らの回線数に含めないことと

し、様式第 30 の５で報告すること。 

６ 「２ 一次ＭＶＮＯに提供する回線数」については、「事業者名」の欄には一次ＭＶＮ

Ｏの名称を、「法人番号」の欄には当該一次ＭＶＮＯの法人番号を記載すること。 

７ 記載する事業者名の数に応じ、項を適宜追加することとし、複数の事業者がある場合に

は、回線数の多い順に事業者名を記載すること。 

８ 注記すべき事情がある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

９ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

様式第 31 の２（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数 

    年  月末現在 

サービスの種類 ローカル５Ｇサービス 

事業者名           

法人番号           

回線数 

 

参考事項  
 

注１ 電気通信事業法施行規則第 40条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を自らの回線

数に含めないこと。 

２ 継続的な契約関係を有さず利用の都度契約をして提供するサービスの回線数を自らの回

線数に含めないこと。 

３ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合には、当該他の電気通

信事業者の回線数を自らの回線数として含めること。 

４ ワイヤレス固定ブロードバンドサービスの回線数は、自らの回線数に含めないことと

し、様式第 30 の５で報告すること。 

５ 注記すべきことがある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

［新設］ 
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様式第 31 の３（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数 

    年  月末現在 

サービスの種類 全国ＢＷＡアクセスサービス 

事業者名           

法人番号           

回線数 

 

参考事項  
 

注１ 電気通信事業法施行規則第 40条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を自らの回線

数に含めないこと。 

２ 継続的な契約関係を有さず利用の都度契約をして提供するサービスの回線数を自らの回

線数に含めないこと。 

３ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合には、当該他の電気通

信事業者の回線数を自らの回線数として含めること。 

４ 他の電気通信事業者に対して提供する卸電気通信役務を当該他の電気通信事業者が利用

して提供する仮想移動電気通信サービスが、無線設備規則第 49条の６の９第１項第１号ヘ

に規定するキャリアアグリゲーション技術その他これに類するものを用いて複数の周波数

を一体として提供されるものであるときは、当該卸電気通信役務の回線数は自らの回線数

に含めないこと。 

５ ワイヤレス固定ブロードバンドサービスの回線数は、自らの回線数に含めないことと

し、様式第 30 の５で報告すること。 

６ 注記すべきことがある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

７ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

［新設］ 

様式第 31 の４（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数 

    年  月末現在 

サービスの種類 地域ＢＷＡアクセスサービス 

事業者名           

法人番号           

回線数 

 

参考事項  
 

［新設］ 
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注１ 電気通信事業法施行規則第 40条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を自らの回線

数に含めないことと。 

２ 継続的な契約関係を有さず利用の都度契約をして提供するサービスの回線数を自らの回

線数に含めないこと。 

３ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合には、当該他の電気通

信事業者の回線数を自らの回線数として含めること。 

４ ワイヤレス固定ブロードバンドサービスの回線数は、自らの回線数に含めないことと

し、様式第 30 の５で報告すること。 

５ 注記すべきことがある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

様式第 31 の５（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数 

    年  月末現在 

サービスの種類 公衆無線ＬＡＮアクセスサービス 

事業者名           

法人番号           

回線数 

 

参考事項  
 

注１ 電気通信事業法施行規則第 40条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を自らの回線

数に含めないこと。 

２ 継続的な契約関係を有さず利用の都度契約をして提供するサービスの回線数を自らの回

線数に含めないこと。 

３ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合には、当該他の電気通

信事業者の回線数を自らの回線数として含めること。 

４ 自らが提供する他の高速度データ伝送電気通信役務の利用に係る契約を条件として当該

契約をした者に提供する公衆無線ＬＡＮアクセスサービスの回線数を自らの回線数に含め

ないこと。 

５ 注記すべきことがある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

［新設］ 
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様式第 31 の６（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数 

    年  月末現在 

サービスの種類 衛星アクセスサービス 

事業者名           

法人番号           

回線数 

 

参考事項  
 

注１ 電気通信事業法施行規則第 40 条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を自らの回線

数に含めないこと。 

２ 継続的な契約関係を有さず利用の都度契約をして提供するサービスの回線数を自らの回

線数に含めないこと。 

３ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合には、当該他の電気通

信事業者の回線数を自らの回線数として含めること。 

４ 注記すべきことがある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

［新設］ 
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様式第 31 の７（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数等 

    年  月末現在 

サービスの種類 仮想移動電気通信サービス（携帯電話・ＰＨＳアクセスサービスに係るもの

に限る。） 

事業者名           

法人番号           

ＭＮＯ 一次ＭＶＮＯ 

⑴ 回線数 

⑵  ⑴ の う

ち、電気通

信事業法施

行規則第 40

条の７の２

に規定する

電気通信役

務（同条第

１号及び第

２号チに掲

げるものを

除く。）の

回線数 

⑶  ⑴の回線

数から⑵の

回線数を差

し引いた回

線数 

事業者

名 

法人番

号 

事業

者名 

法人番

号 

       

合計    

参考事項      
 

注１ この様式において、ＭＮＯとは、基地局を設置して携帯電話・ＰＨＳアクセスサービス

を提供する電気通信事業者をいう。 

２ この様式において、一次ＭＶＮＯとは、ＭＮＯの電気通信回線設備と接続し、又はＭＮ

Ｏが提供する卸電気通信役務を利用して仮想移動電気通信サービスを提供する電気通信事

業者をいう。 

３ 継続的な契約関係を有さず利用の都度契約をして提供するサービスの回線数を自らの回

線数に含めないこと。 

４ 卸電気通信役務を利用して提供する仮想移動電気通信サービス（携帯電話・ＰＨＳアク

セスサービスに係るものに限る。）であつて、無線設備規則第 49 条の６の９第１項第１

号ヘに規定するキャリアアグリゲーション技術その他これに類するものを用いて複数の周

波数を一体として、提供する場合は、その回線数を自らの回線数に含めないこと。 

［新設］ 
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５ ＭＮＯごと及び一次ＭＶＮＯごとに回線数を記載することとし、記載する事業者名の数

に応じ、項を適宜追加すること。 

６ 自らが一次ＭＶＮＯである場合、一次ＭＶＮＯの「事業者名」及び「法人番号」の欄に

は、自らの名称及び法人番号を記載すること。 

７ 注記すべき事情がある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

８ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

様式第 32（第９条第２号関係） 

電気通信役務回線等状況報告 

回線数 

    年  月末現在 

サービスの種類           

事業者名           

法人番号           

回線数 

 

参考事項  
 

注１ サービスの種類ごとに別葉とすること。 

２ 電気通信事業法施行規則第 40 条の７の２に規定する電気通信役務の回線数を自らの回線

数に含めないこと。 

３ 継続的な契約関係を有さず利用の都度契約をして提供するサービスの回線数を自らの回

線数に含めないこと。 

４ 他の電気通信事業者に対し、卸電気通信役務を提供している場合には、当該他の電気通

信事業者の回線数を自らの回線数を含めること。 

５ 注記すべき事情がある場合には、「参考事項」の項にその内容を記載すること。 

６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

［新設］ 

 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 傍 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 傍 線 は 注 記 で あ る 。 
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 （ 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種 交 付 金 及 び 第 一 種 負 担 金 算 定 等 規 則 の 一 部

改 正 ）  

第 三 条  第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種 交 付 金 及 び 第 一 種 負 担 金 算 定 等 規 則

（ 平 成 十 四 年 総 務 省 令 第 六 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対

応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 に

掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 は 、 こ れ を 削 る 。
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改  正  後 改  正  前 

目 次 

［ 第 一 章 ・ 第 二 章 略 ］ 

第 三 章 第 一 種 負 担 金 （ 第 二 十 三 条 ― 第 二 十 九 条 ） 

附 則 

目 次 

［ 第 一 章 ・ 第 二 章 同 上 ］ 

第 三 章 第 一 種 負 担 金 （ 第 二 十 三 条 ― 第 二 十 九 条 ） 

 第 四 章 支 援 機 関 （ 第 三 十 条 ― 第 三 十 九 条 ） 

 附 則 

（ 第 一 種 交 付 金 の 額 の 算 定 方 法 等 ） （ 第 一 種 交 付 金 の 額 の 算 定 方 法 等 ） 

第 五 条 ［ 略 ］ 

２ ［ 略 ］ 

 一 各 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 補 填 対 象 額 に 当 該 補 填 対 象 額 の 割 合 で 案 分 し た 支 援 機 関 の

第 一 種 支 援 業 務 （ 法 第 百 七 条 第 一 号 に 掲 げ る 業 務 及 び 同 条 第 三 号 に 規 定 す る 業 務 の う ち 同 条

第 一 号 に 掲 げ る 業 務 に 附 帯 す る 業 務 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 係 る 費 用 の 額 を 加 え た も の か

ら 、 次 の イ か ら ニ ま で に 掲 げ る 額 の 合 計 額 を 控 除 し た 額 

  ［ イ ～ ニ 略 ］ 

 ［ 二 略 ］ 

［ ３ ・ ４ 略 ］ 

第 五 条 ［ 同 上 ］ 

２ ［ 同 上 ］ 

 一 各 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 補 填 対 象 額 に 当 該 補 填 対 象 額 の 割 合 で 案 分 し た 支 援 機 関 の

支 援 業 務 に 係 る 費 用 の 額 を 加 え た も の か ら 、 次 の イ か ら ニ ま で に 掲 げ る 額 の 合 計 額 を 控 除 し

た 額 

 

［ イ ～ ニ 同 上 ］ 

 ［ 二 同 上 ］ 

［ ３ ・ ４ 同 上 ］ 

（ 他 人 資 本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 及 び 利 益 対 応 税 ） （ 他 人 資 本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 及 び 利 益 対 応 税 ） 

第 十 七 条 接 続 料 規 則 第 十 一 条 （ 第 三 項 た だ し 書 及 び 第 五 項 た だ し 書 の 規 定 を 除 く 。 ） 、 第 十 二

条 （ 第 五 項 の 規 定 を 除 く 。 ） 及 び 第 十 三 条 の 規 定 は 、 設 備 管 理 部 門 の 原 価 を 構 成 す る 他 人 資 本

費 用 、 自 己 資 本 費 用 及 び 利 益 対 応 税 の 計 算 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 次 の 表 の 上

欄 に 掲 げ る 接 続 料 規 則 の 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句

に 読 み 替 え る も の と す る 。 

第 十 一 条 第 一 項 一 般 法 定 機 能 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 提 供 す る 第 一 号 基

礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種 交 付 金 及

び 第 一 種 負 担 金 算 定 等 規 則 第 十 二 条 第 二 項 に 規

定 す る 電 気 通 信 役 務 （ 卸 電 気 通 信 役 務 を 含 む 。

以 下 「 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 」 と い う 。

） 

 一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

第 十 一 条 第 二 項 一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

 一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

 対 象 設 備 等 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種

交 付 金 及 び 第 一 種 負 担 金 算 定 等 規 則 第 十 五 条 第

第 十 七 条 ［ 同 上 ］ 

 

 

 

 

第 十 一 条 第 一 項 一 般 法 定 機 能 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 提 供 す る 第 一 号 基

礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種 交 付 金 及

び 第 一 種 負 担 金 算 定 等 規 則 第 十 二 条 第 二 項 に 規

定 す る 電 気 通 信 役 務 （ 卸 電 気 通 信 役 務 を 含 む 。

以 下 「 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 」 と い う 。 ） 

 

 一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

第 十 一 条 第 二 項 一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

 一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

 対 象 設 備 等 第 一 号 基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種

交 付 金 及 び 第 一 種 負 担 金 算 定 等 規 則 第 十 五 条 第
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三 項 の 電 気 通 信 設 備 、 こ れ の 附 属 設 備 並 び に こ

れ ら を 設 置 す る 土 地 及 び 施 設 （ 次 項 及 び 第 五 項

に お い て 「 第 一 種 算 定 対 象 設 備 等 」 と い う 。 ） 

第 十 一 条 第 三 項 対 象 設 備 等 第 一 種 算 定 対 象 設 備 等 

 ［ 略 ］ ［ 略 ］ 

［ 略 ］ ［ 略 ］ ［ 略 ］ 

第 十 一 条 第 五 項 対 象 設 備 等 の 第 一 種 指

定 設 備 管 理 運 営 費 （ 減

価 償 却 費 、 固 定 資 産 除

却 損 及 び 租 税 公 課 相 当

額 を 除 く 。 ） 

第 一 種 算 定 対 象 設 備 等 の 設 備 管 理 運 営 費 （ 減 価

償 却 費 、 通 信 設 備 使 用 料 及 び 固 定 資 産 税 相 当 額

を 除 く 。 ） 

 一 般 法 定 機 能 の 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 の 

 一 般 法 定 機 能 に 係 る 接

 

電 気 通 信 役 務 に 関 す る 利 用 者 料 金 並 び に 当 該 電

気 通 信 役 務 の 提 供 に 関 し 他 の 電 気 通 信 事 業 者 と

の 間 で 締 結 す る 電 気 通 信 設 備 の 接 続 に 関 す る 協

定 及 び 卸 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 関 す る 契 約 に よ

り 取 得 す る 金 額 又 は 料 金 

第 十 二 条 第 一 項 及 び

第 十 三 条 第 一 項 

一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 
 

三 項 の 電 気 通 信 設 備 、 こ れ の 附 属 設 備 並 び に こ

れ ら を 設 置 す る 土 地 及 び 施 設 （ 次 項 及 び 第 五 項

に お い て 「 算 定 対 象 設 備 等 」 と い う 。 ） 

第 十 一 条 第 三 項 対 象 設 備 等 算 定 対 象 設 備 等 

 ［ 同 上 ］ ［ 同 上 ］ 

［ 同 上 ］ ［ 同 上 ］ ［ 同 上 ］ 

第 十 一 条 第 五 項 対 象 設 備 等 の 第 一 種 指

定 設 備 管 理 運 営 費 （ 減

価 償 却 費 、 固 定 資 産 除

却 損 及 び 租 税 公 課 相 当

額 を 除 く 。 ） 

算 定 対 象 設 備 等 の 設 備 管 理 運 営 費 （ 減 価 償 却

費 、 通 信 設 備 使 用 料 及 び 固 定 資 産 税 相 当 額 を 除

く 。 ） 

 一 般 法 定 機 能 の 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 の 

 一 般 法 定 機 能 に 係 る 接

続 料 

電 気 通 信 役 務 に 関 す る 料 金 並 び に 当 該 電 気 通 信

役 務 の 提 供 に 関 し 他 の 電 気 通 信 事 業 者 と の 間 で

締 結 す る 電 気 通 信 設 備 の 接 続 に 関 す る 協 定 及 び

卸 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 関 す る 契 約 に よ り 取 得

す る 金 額 又 は 料 金 

第 十 二 条 第 一 項 及 び

第 十 三 条 第 一 項 

一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 
 

（ 他 人 資 本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 及 び 利 益 対 応 税 ） （ 他 人 資 本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 及 び 利 益 対 応 税 ） 

第 二 十 一 条 接 続 料 規 則 第 十 一 条 （ 第 三 項 た だ し 書 及 び 第 五 項 た だ し 書 の 規 定 を 除 く 。 ） 、 第 十

二 条 （ 第 五 項 の 規 定 を 除 く 。 ） 及 び 第 十 三 条 の 規 定 は 、 設 備 利 用 部 門 の 原 価 を 構 成 す る 他 人 資

本 費 用 、 自 己 資 本 費 用 及 び 利 益 対 応 税 の 計 算 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 次 の 表 の

上 欄 に 掲 げ る 接 続 料 規 則 の 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字

句 に 読 み 替 え る も の と す る 。 

第 十 一 条 第 一 項 一 般 法 定 機 能 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 提 供 す る 第 一 号 基

礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種 交 付 金 及

び 第 一 種 負 担 金 算 定 等 規 則 第 十 二 条 第 二 項 に 規

定 す る 電 気 通 信 役 務 （ 卸 電 気 通 信 役 務 を 含 む 。

以 下 「 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 」 と い う 。

） 

 一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

第 十 一 条 第 二 項 一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

 一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

 ［ 略 ］ ［ 略 ］ 

第 二 十 一 条 ［ 同 上 ］ 

 

 

 

 

第 十 一 条 第 一 項 一 般 法 定 機 能 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 提 供 す る 第 一 号 基

礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 第 一 種 交 付 金 及

び 第 一 種 負 担 金 算 定 等 規 則 第 十 二 条 第 二 項 に 規

定 す る 電 気 通 信 役 務 （ 卸 電 気 通 信 役 務 を 含 む 。

以 下 「 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 」 と い う 。 ） 

 

 一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

第 十 一 条 第 二 項 一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

 一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

 ［ 同 上 ］ ［ 同 上 ］ 
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［ 略 ］ ［ 略 ］ ［ 略 ］ 

［ 略 ］ ［ 略 ］ ［ 略 ］ 

第 十 一 条 第 五 項 ［ 略 ］ ［ 略 ］ 

 一 般 法 定 機 能 の 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 の 

 一 般 法 定 機 能 に 係 る

接 続 料 

電 気 通 信 役 務 に 関 す る 利 用 者 料 金 並 び に 当 該 電

気 通 信 役 務 の 提 供 に 関 し 他 の 電 気 通 信 事 業 者 と

の 間 で 締 結 す る 電 気 通 信 設 備 の 接 続 に 関 す る 協

定 及 び 卸 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 関 す る 契 約 に よ

り 取 得 す る 金 額 又 は 料 金 

第 十 二 条 第 一 項 及 び

第 十 三 条 第 一 項 

一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 
 

［ 同 上 ］ ［ 同 上 ］ ［ 同 上 ］ 

［ 同 上 ］ ［ 同 上 ］ ［ 同 上 ］ 

第 十 一 条 第 五 項 ［ 同 上 ］ ［ 同 上 ］ 

 一 般 法 定 機 能 の 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 の 

 一 般 法 定 機 能 に 係 る 接

続 料 

電 気 通 信 役 務 に 関 す る 料 金 並 び に 当 該 電 気 通 信

役 務 の 提 供 に 関 し 他 の 電 気 通 信 事 業 者 と の 間 で

締 結 す る 電 気 通 信 設 備 の 接 続 に 関 す る 協 定 及 び

卸 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 関 す る 契 約 に よ り 取 得

す る 金 額 又 は 料 金 

第 十 二 条 第 一 項 及 び

第 十 三 条 第 一 項 

一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 
 

（ 第 一 種 交 付 金 の 交 付 の 特 例 ） （ 第 一 種 交 付 金 の 交 付 の 特 例 ） 

第 二 十 二 条 支 援 機 関 は 、 法 第 百 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 認 可 を 受 け た 第 一 種 交 付 金 の 額 に か か

わ ら ず 、 第 一 種 負 担 金 を 納 付 す べ き 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 に つ き 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 由 の い ず

れ か が 生 じ た 場 合 に は 、 当 該 事 由 が 生 じ た 時 期 以 降 に 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に 交 付 す べ き

第 一 種 交 付 金 の 額 か ら 、 当 該 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 が 負 担 す べ き 第 一 種 負 担 金 の 額 を 補 填 対 象

額 と 第 一 種 支 援 業 務 に 係 る 費 用 の 額 の 比 率 で 案 分 し た 額 の う ち 補 填 対 象 額 に 係 る 額 を 減 ず る こ

と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 が 納 付 す べ き 第 一 種 負 担 金 を 基 礎

と し て 第 一 種 交 付 金 を 交 付 す べ き 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 が 二 以 上 あ る と き は 、 第 一 種 適 格

電 気 通 信 事 業 者 ご と に 第 一 種 交 付 金 の 額 か ら 減 ず る こ と が で き る 第 一 種 負 担 金 の 額 は 、 当 該 第

一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に 交 付 す べ き 第 一 種 交 付 金 の 額 の 割 合 に よ る も の と す る 。 

［ 一 ～ 四 略 ］ 

２ 支 援 機 関 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 第 一 種 交 付 金 の 額 を 減 じ た 場 合 に お い て 、 前 項 各 号 に 掲 げ る

事 由 に 関 し て 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 か ら 第 一 種 負 担 金 の 額 の 全 部 又 は 一 部 が 納 付 さ れ た 場 合 に

は 、 当 該 納 付 さ れ た 額 を 補 填 対 象 額 と 第 一 種 支 援 業 務 に 係 る 費 用 の 額 の 比 率 で 案 分 し た 額 の う

ち 補 填 対 象 額 に 係 る 額 を 、 第 一 種 交 付 金 と し て 速 や か に 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に 交 付 し な

け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 が 納 付 す べ き 第 一 種 負 担 金 を

基 礎 と し て 第 一 種 交 付 金 を 交 付 す べ き 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 が 二 以 上 あ る と き は 、 第 一 種

適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 交 付 す べ き 第 一 種 交 付 金 の 額 は 、 当 該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に

交 付 す べ き 第 一 種 交 付 金 の 額 の 割 合 に よ る も の と す る 。 

第 二 十 二 条 支 援 機 関 は 、 法 第 百 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 認 可 を 受 け た 第 一 種 交 付 金 の 額 に か か

わ ら ず 、 第 一 種 負 担 金 を 納 付 す べ き 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 に つ き 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 由 の い ず

れ か が 生 じ た 場 合 に は 、 当 該 事 由 が 生 じ た 時 期 以 降 に 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に 交 付 す べ き

第 一 種 交 付 金 の 額 か ら 、 当 該 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 が 負 担 す べ き 第 一 種 負 担 金 の 額 を 補 填 対 象

額 と 支 援 機 関 の 支 援 業 務 に 係 る 費 用 の 額 の 比 率 で 案 分 し た 額 の う ち 補 填 対 象 額 に 係 る 額 を 減 ず

る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 が 納 付 す べ き 第 一 種 負 担 金 を

基 礎 と し て 第 一 種 交 付 金 を 交 付 す べ き 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 が 二 以 上 あ る と き は 、 第 一 種

適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 第 一 種 交 付 金 の 額 か ら 減 ず る こ と が で き る 第 一 種 負 担 金 の 額 は 、 当

該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に 交 付 す べ き 第 一 種 交 付 金 の 額 の 割 合 に よ る も の と す る 。 

［ 一 ～ 四 同 上 ］ 

２ 支 援 機 関 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 第 一 種 交 付 金 の 額 を 減 じ た 場 合 に お い て 、 前 項 各 号 に 掲 げ る

事 由 に 関 し て 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 か ら 第 一 種 負 担 金 の 額 の 全 部 又 は 一 部 が 納 付 さ れ た 場 合 に

は 、 当 該 納 付 さ れ た 額 を 補 填 対 象 額 と 支 援 機 関 の 支 援 業 務 に 係 る 費 用 の 額 の 比 率 で 案 分 し た 額

の う ち 補 填 対 象 額 に 係 る 額 を 、 第 一 種 交 付 金 と し て 速 や か に 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 に 交 付

し な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 が 納 付 す べ き 第 一 種 負 担

金 を 基 礎 と し て 第 一 種 交 付 金 を 交 付 す べ き 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 が 二 以 上 あ る と き は 、 第

一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 交 付 す べ き 第 一 種 交 付 金 の 額 は 、 当 該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業

者 に 交 付 す べ き 第 一 種 交 付 金 の 額 の 割 合 に よ る も の と す る 。 

（ 第 一 種 負 担 金 の 額 の 算 定 方 法 等 ） （ 第 一 種 負 担 金 の 額 の 算 定 方 法 等 ） 

第 二 十 七 条 法 第 百 十 条 第 二 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 方 法 は 、 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 、

総 務 大 臣 が 別 に 告 示 す る 方 法 に よ り 支 援 機 関 が 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 算 定 す る 各 月

の 一 電 気 通 信 番 号 当 た り の 第 一 種 負 担 金 の 額 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 番 号 単 価 」 と い う 。 ） に

第 四 項 の 規 定 に よ り 総 務 大 臣 が 支 援 機 関 に 通 知 し た 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 ご と の 毎 月 末 の 電 気

第 二 十 七 条 法 第 百 十 条 第 二 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 方 法 は 、 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 、

総 務 大 臣 が 別 に 告 示 す る 方 法 に よ り 支 援 機 関 が 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 算 定 す る 各 月

の 一 電 気 通 信 番 号 当 た り の 第 一 種 負 担 金 の 額 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 番 号 単 価 」 と い う 。 ） に

第 四 項 の 規 定 に よ り 総 務 大 臣 が 支 援 機 関 に 通 知 し た 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 ご と の 毎 月 末 の 電 気
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通 信 番 号 の 数 （ 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 「 算 定 対 象 電 気 通 信 番 号 の 数 」 と い う 。 ） を そ れ

ぞ れ 乗 じ て 得 た 額 を 合 計 す る こ と に よ り 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 ご と の 第 一 種 負 担 金 の 額 を 算 定

す る も の と す る 。 た だ し 、 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 算 定 し た

第 一 種 負 担 金 の 額 に 当 該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 算 定 自 己 負 担 額 を 加 え た 額 が 、 各 第 一 種

適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 補 填 対 象 額 （ 第 五 条 第 三 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る 場 合 に は 、 同 項 に 規 定 す

る 控 除 し て 得 た 額 に 満 た な い 額 に 当 該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 算 定 自 己 負 担 額 を 加 え た 額

と す る 。 た だ し 、 同 項 の 規 定 に よ り 算 定 し た 第 一 種 交 付 金 の 額 が 零 と な る 場 合 に は 、 零 と す

る 。 ） に 各 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 補 填 対 象 額 の 割 合 で 案 分 し た 第 一 種 支 援 業 務 に 係 る 費

用 の 額 を 加 え た 額 を 超 え る 月 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 最 終 算 定 月 」 と い う 。 ） に つ い て は 、 接

続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 算 定 し た 第 一 種 負 担 金 の 額 に 当 該 第 一

種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 算 定 自 己 負 担 額 を 加 え た 額 が 、 各 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 補 填 対

象 額 （ 第 五 条 第 三 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る 場 合 に は 、 同 項 に 規 定 す る 控 除 し て 得 た 額 に 満 た な い

額 に 当 該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 算 定 自 己 負 担 額 を 加 え た 額 と す る 。 た だ し 、 同 項 の 規 定

に よ り 算 定 し た 第 一 種 交 付 金 の 額 が 零 と な る 場 合 に は 、 零 と す る 。 ） に 各 第 一 種 適 格 電 気 通 信

事 業 者 の 補 填 対 象 額 の 割 合 で 案 分 し た 第 一 種 支 援 業 務 に 係 る 費 用 の 額 を 加 え た 額 と 同 額 と な る

た め に 必 要 な 額 に 、 各 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 当 該 月 の 算 定 対 象 電 気 通 信 番 号 の 数 を 、 当 該 月

の 算 定 対 象 電 気 通 信 番 号 の 総 数 （ 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 算 定 対 象 電 気 通 信 番 号 の 合 計 数 に 自

ら 第 一 種 交 付 金 の 交 付 を 受 け る 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 当 該 月 の 算 定 対 象 電 気 通 信 番 号 の

数 を 加 え た も の を い う 。 ） で 除 し て 得 た 数 値 （ 小 数 点 以 下 七 位 未 満 を 四 捨 五 入 し て 得 た 数 値 と

す る 。 ） を 乗 じ る 方 法 と す る 。 

［ ２ 略 ］  

３ 支 援 機 関 は 、 番 号 単 価 を 算 定 し た 場 合 は 、 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 及 び 各 接 続 電 気 通 信 事

業 者 等 （ 第 二 十 五 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 書 類 を 支 援 機 関 に 提 出 し た 場 合 に 限

る 。 ） に そ の 旨 を 通 知 す る ほ か 、 速 や か に 、 イ ン タ ー ネ ッ ト を 利 用 す る こ と に よ り 、 当 該 番 号

単 価 が 適 用 さ れ る 間 、 こ れ を 公 表 し な け れ ば な ら な い 。 

 

４ 総 務 大 臣 は 、 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 （ 昭 和 六 十 三 年 郵 政 省 令 第 四 十 六 号 。 次 項 に お い て 「 報

告 規 則 」 と い う 。 ） 第 九 条 （ 第 一 号 に 係 る 場 合 に 限 る 。 ） の 規 定 に よ り 電 気 通 信 番 号 の 数 の 報

告 を 受 け た と き は 、 遅 滞 な く 、 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 及 び 第 一 種 負 担 金 を 納 付 す べ き 接 続

電 気 通 信 事 業 者 等 ご と の 電 気 通 信 番 号 の 数 を 支 援 機 関 に 通 知 す る も の と す る 。 た だ し 、 当 該 報

告 が な い 場 合 に は 、 直 近 に お い て 報 告 さ れ た 電 気 通 信 番 号 の 数 を 用 い る こ と が で き る も の と す

る 。 

５ 前 項 の 通 知 に お い て 、 法 第 百 十 条 第 二 項 の 認 可 を 受 け た 年 度 開 始 の 日 か ら 最 終 算 定 月 ま で の

間 に 前 項 の 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 が 分 割 又 は 譲 渡 し に よ り 電 気 通 信 事 業 の 一 部 を 報 告 規 則 第 九

条 第 一 号 に 規 定 す る 一 部 承 継 事 業 者 等 に 承 継 さ せ た 場 合 又 は 譲 り 渡 し た 場 合 に は 、 当 該 一 部 承

継 事 業 者 等 が 承 継 し た 電 気 通 信 事 業 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信 事 業 に 係 る 電 気 通 信 番 号 の 数 （ 複

通 信 番 号 の 数 （ 以 下 こ の 項 及 び 次 項 に お い て 「 算 定 対 象 電 気 通 信 番 号 の 数 」 と い う 。 ） を そ れ

ぞ れ 乗 じ て 得 た 額 を 合 計 す る こ と に よ り 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 ご と の 第 一 種 負 担 金 の 額 を 算 定

す る も の と す る 。 た だ し 、 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 算 定 し た

第 一 種 負 担 金 の 額 に 当 該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 算 定 自 己 負 担 額 を 加 え た 額 が 、 各 第 一 種

適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 補 填 対 象 額 （ 第 五 条 第 三 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る 場 合 に は 、 同 項 に 規 定 す

る 控 除 し て 得 た 額 に 満 た な い 額 に 当 該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 算 定 自 己 負 担 額 を 加 え た 額

と す る 。 た だ し 、 同 項 の 規 定 に よ り 算 定 し た 第 一 種 交 付 金 の 額 が 零 と な る 場 合 に は 、 零 と す

る 。 ） に 各 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 補 填 対 象 額 の 割 合 で 案 分 し た 支 援 機 関 の 支 援 業 務 に 係

る 費 用 の 額 を 加 え た 額 を 超 え る 月 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 最 終 算 定 月 」 と い う 。 ） に つ い て

は 、 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と に 算 定 し た 第 一 種 負 担 金 の 額 に 当

該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 算 定 自 己 負 担 額 を 加 え た 額 が 、 各 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の

補 填 対 象 額 （ 第 五 条 第 三 項 の 規 定 が 適 用 さ れ る 場 合 に は 、 同 項 に 規 定 す る 控 除 し て 得 た 額 に 満

た な い 額 に 当 該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 算 定 自 己 負 担 額 を 加 え た 額 と す る 。 た だ し 、 同 項

の 規 定 に よ り 算 定 し た 第 一 種 交 付 金 の 額 が 零 と な る 場 合 に は 、 零 と す る 。 ） に 各 第 一 種 適 格 電

気 通 信 事 業 者 の 補 填 対 象 額 の 割 合 で 案 分 し た 支 援 機 関 の 支 援 業 務 に 係 る 費 用 の 額 を 加 え た 額 と

同 額 と な る た め に 必 要 な 額 に 、 各 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 当 該 月 の 算 定 対 象 電 気 通 信 番 号 の 数

を 、 当 該 月 の 算 定 対 象 電 気 通 信 番 号 の 総 数 （ 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 算 定 対 象 電 気 通 信 番 号 の

合 計 数 に 自 ら 第 一 種 交 付 金 の 交 付 を 受 け る 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 当 該 月 の 算 定 対 象 電 気

通 信 番 号 の 数 を 加 え た も の を い う 。 ） で 除 し て 得 た 数 値 （ 小 数 点 以 下 七 位 未 満 を 四 捨 五 入 し て

得 た 数 値 と す る 。 ） を 乗 じ る 方 法 と す る 。 

［ ２ 同 上 ］  

３ 支 援 機 関 は 、 番 号 単 価 を 算 定 し た 場 合 は 、 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 及 び 各 接 続 電 気 通 信 事

業 者 等 （ 第 二 十 五 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 書 類 を 支 援 機 関 に 提 出 し た 場 合 に 限

る 。 ） に そ の 旨 を 通 知 す る ほ か 、 速 や か に 、 支 援 機 関 の 主 た る 事 務 所 に お い て 公 衆 の 見 や す い

よ う に 掲 示 す る と と も に 、 イ ン タ ー ネ ッ ト を 利 用 す る こ と に よ り 、 当 該 番 号 単 価 が 適 用 さ れ る

間 、 こ れ を 公 表 し な け れ ば な ら な い 。 

４ 総 務 大 臣 は 、 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 （ 昭 和 六 十 三 年 郵 政 省 令 第 四 十 六 号 。 次 項 に お い て 「 報

告 規 則 」 と い う 。 ） 第 九 条 の 規 定 に よ り 電 気 通 信 番 号 の 数 の 報 告 を 受 け た と き は 、 遅 滞 な く 、

第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 及 び 第 一 種 負 担 金 を 納 付 す べ き 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 ご と の 電 気 通

信 番 号 の 数 を 支 援 機 関 に 通 知 す る も の と す る 。 た だ し 、 当 該 報 告 が な い 場 合 に は 、 直 近 に お い

て 報 告 さ れ た 電 気 通 信 番 号 の 数 を 用 い る こ と が で き る も の と す る 。 

 

５ 前 項 の 通 知 に お い て 、 法 第 百 十 条 第 二 項 の 認 可 を 受 け た 年 度 開 始 の 日 か ら 最 終 算 定 月 ま で の

間 に 前 項 の 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 が 分 割 又 は 譲 渡 し に よ り 電 気 通 信 事 業 の 一 部 を 報 告 規 則 第 九

条 に 規 定 す る 一 部 承 継 事 業 者 等 に 承 継 さ せ た 場 合 又 は 譲 り 渡 し た 場 合 に は 、 当 該 一 部 承 継 事 業

者 等 が 承 継 し た 電 気 通 信 事 業 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信 事 業 に 係 る 電 気 通 信 番 号 の 数 （ 複 数 の 接
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数 の 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 か ら 承 継 し た 電 気 通 信 事 業 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信 事 業 に 係 る 別 表

第 十 一 に 掲 げ る 電 気 通 信 番 号 の 種 別 が 同 一 の も の で あ る 場 合 は 、 各 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 直

近 に お い て 報 告 さ れ た 電 気 通 信 番 号 の 数 の 割 合 で 案 分 し た 数 （ 小 数 点 以 下 一 位 未 満 を 四 捨 五 入

し て 得 た 数 ） と す る 。 ） を 当 該 分 割 又 は 譲 渡 し を し た 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 電 気 通 信 番 号 の

数 に 含 め る こ と と す る 。 

［ ６ ・ ７ 略 ］  

続 電 気 通 信 事 業 者 等 か ら 承 継 し た 電 気 通 信 事 業 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信 事 業 に 係 る 別 表 第 十 一

に 掲 げ る 電 気 通 信 番 号 の 種 別 が 同 一 の も の で あ る 場 合 は 、 各 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 直 近 に お

い て 報 告 さ れ た 電 気 通 信 番 号 の 数 の 割 合 で 案 分 し た 数 （ 小 数 点 以 下 一 位 未 満 を 四 捨 五 入 し て 得

た 数 ） と す る 。 ） を 当 該 分 割 又 は 譲 渡 し を し た 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 電 気 通 信 番 号 の 数 に 含

め る こ と と す る 。 

［ ６ ・ ７ 同 上 ］  

（ 第 一 種 負 担 金 の 額 等 の 認 可 申 請 等 ） （ 第 一 種 負 担 金 の 額 等 の 認 可 申 請 等 ） 

第 二 十 八 条 ［ 略 ］  

［ 一 ～ 六 略 ］ 

七 法 第 百 十 二 条 の 規 定 に 基 づ き 区 分 し て 整 理 し た 前 年 度 の 第 一 種 支 援 業 務 に 係 る 経 理 の 状 況 

八 第 一 種 支 援 業 務 に 係 る 費 用 の 算 定 方 法 及 び そ の 算 定 結 果 

［ ２ 略 ］  

第 二 十 八 条 ［ 同 上 ］  

［ 一 ～ 六 同 上 ］ 

七 法 第 百 十 二 条 の 規 定 に 基 づ き 区 分 し て 整 理 し た 前 年 度 の 支 援 業 務 に 係 る 経 理 の 状 況 

八 支 援 業 務 に 係 る 費 用 の 算 定 方 法 及 び そ の 算 定 結 果 

［ ２ 同 上 ］  

［ 削 る ］ 第 四 章 支 援 機 関 

 （ 指 定 の 申 請 ） 

 第 三 十 条 法 第 百 六 条 の 規 定 に よ る 指 定 （ 以 下 「 指 定 」 と い う 。 ） を 受 け よ う と す る 者 は 、 次 に

掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書 を 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

一 名 称 及 び 住 所 

二 支 援 業 務 を 行 お う と す る 事 務 所 の 名 称 及 び 所 在 地 

三 支 援 業 務 を 開 始 し よ う と す る 日 

２ 前 項 の 申 請 書 に は 、 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え な け れ ば な ら な い 。 

一 定 款 の 謄 本 及 び 登 記 事 項 証 明 書 

二 申 請 の 日 の 属 す る 事 業 年 度 の 前 事 業 年 度 に お け る 財 産 目 録 及 び 貸 借 対 照 表 （ た だ し 、 申 請

の 日 の 属 す る 事 業 年 度 に 設 立 さ れ た 法 人 に あ っ て は 、 そ の 設 立 時 に お け る 財 産 目 録 ） 

三 申 請 の 日 の 属 す る 事 業 年 度 及 び 翌 事 業 年 度 に お け る 事 業 計 画 書 及 び 収 支 予 算 書 

四 指 定 の 申 請 に 関 す る 意 思 の 決 定 を 証 す る 書 類 

五 役 員 の 氏 名 及 び 経 歴 を 記 載 し た 書 類 

六 組 織 及 び 運 営 に 関 す る 事 項 を 記 載 し た 書 類 

七 支 援 業 務 を 行 お う と す る 事 務 所 ご と に 支 援 業 務 用 設 備 の 概 要 及 び 整 備 計 画 を 記 載 し た 書 類 

八 現 に 行 っ て い る 業 務 の 概 要 を 記 載 し た 書 類 
九 支 援 業 務 の 実 施 の 方 法 に 関 す る 計 画 を 記 載 し た 書 類 

十 そ の 他 参 考 と な る 事 項 を 記 載 し た 書 類 

 （ 支 援 機 関 の 名 称 等 の 変 更 の 届 出 ） 

 第 三 十 一 条 支 援 機 関 は 、 そ の 名 称 若 し く は 住 所 又 は 支 援 業 務 を 行 う 事 務 所 の 所 在 地 を 変 更 し よ

う と す る と き は 、 変 更 し よ う と す る 日 の 二 週 間 前 ま で に 、 そ の 旨 を 総 務 大 臣 に 届 け 出 な け れ ば

な ら な い 。 

２ 総 務 大 臣 は 、 前 項 の 届 出 が あ っ た と き は 、 そ の 旨 を 公 示 す る 。 
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 （ 支 援 業 務 諮 問 委 員 会 の 委 員 の 任 命 の 認 可 の 申 請 ） 

 第 三 十 二 条 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 三 条 第 三 項 の 認 可 を 受 け よ う と す る と き は 、 任 命 し よ う と す

る 者 の 氏 名 及 び 履 歴 を 記 載 し た 申 請 書 に 当 該 任 命 し よ う と す る 者 の 就 任 承 諾 書 を 添 え て 総 務 大

臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

 （ 役 員 の 選 任 及 び 解 任 の 認 可 の 申 請 ） 

 第 三 十 三 条 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 七 十 七 条 第 一 項 の 認 可 を 受

け よ う と す る と き は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

一 役 員 の 氏 名 

二 選 任 又 は 解 任 の 理 由 

三 選 任 の 場 合 に あ っ て は 、 そ の 者 の 経 歴 

２ 前 項 の 場 合 に お い て 、 選 任 の 認 可 を 受 け よ う と す る と き は 、 同 項 の 申 請 書 に 、 当 該 選 任 に 係

る 者 の 就 任 承 諾 書 を 添 え な け れ ば な ら な い 。 

 （ 支 援 業 務 規 程 の 記 載 事 項 ） 

 第 三 十 四 条 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 七 十 九 条 第 一 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 事 項

は 、 次 の と お り と す る 。 

一 支 援 業 務 を 行 う 時 間 及 び 休 日 に 関 す る 事 項 

二 支 援 業 務 を 行 う 事 務 所 に 関 す る 事 項 

三 支 援 業 務 の 実 施 の 方 法 に 関 す る 事 項 

四 交 付 金 の 額 及 び 負 担 金 の 額 の 算 定 方 法 に 関 す る 事 項 

五 交 付 金 の 交 付 及 び 負 担 金 の 徴 収 の 方 法 に 関 す る 事 項 

六 支 援 機 関 の 役 員 の 選 任 及 び 解 任 に 関 す る 事 項 

七 支 援 業 務 諮 問 委 員 会 の 委 員 の 任 免 に 関 す る 事 項 

八 支 援 業 務 に 関 す る 秘 密 の 保 持 に 関 す る 事 項 

九 支 援 業 務 に 関 す る 帳 簿 及 び 書 類 の 管 理 に 関 す る 事 項 

十 そ の 他 支 援 業 務 の 実 施 に 関 し 必 要 な 事 項 

 （ 支 援 業 務 規 程 の 認 可 の 申 請 ） 

 第 三 十 五 条 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 七 十 九 条 第 一 項 前 段 の 規 定

に よ る 認 可 を 受 け よ う と す る と き は 、 申 請 書 に 、 当 該 認 可 に 係 る 支 援 業 務 規 程 を 添 え て 、 総 務

大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 
２ 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 七 十 九 条 第 一 項 後 段 の 規 定 に よ る 認

可 を 受 け よ う と す る と き は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書 を 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な

ら な い 。 

一 変 更 し よ う と す る 事 項 

二 変 更 し よ う と す る 年 月 日 

三 変 更 の 理 由 

 （ 事 業 計 画 等 の 認 可 申 請 ） 
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 第 三 十 六 条 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 条 第 一 項 前 段 の 規 定 に よ る 認 可 を 受

け よ う と す る と き は 、 申 請 書 に 当 該 認 可 に 係 る 事 業 計 画 書 及 び 収 支 予 算 書 を 添 え て 総 務 大 臣 に

提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

２ 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 条 第 一 項 後 段 の 規 定 に よ る 認 可

を 受 け よ う と す る と き は 、 変 更 し よ う と す る 事 項 及 び 変 更 の 理 由 を 記 載 し た 申 請 書 を 総 務 大 臣

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

 （ 帳 簿 ） 

 第 三 十 七 条 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 一 条 の 総 務 省 令 で 定 め る 事 項 は 、 次

の と お り と す る 。 

一 交 付 金 の 交 付 を 受 け る 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 名 称 

二 交 付 金 の 交 付 申 請 の 年 月 日 

三 交 付 金 の 額 

四 負 担 金 を 納 付 す べ き 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 の 名 称 

五 前 号 に 掲 げ る 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 ご と の 負 担 金 の 額 

六 第 四 号 に 掲 げ る 接 続 電 気 通 信 事 業 者 等 ご と の 負 担 金 の 納 付 の 年 月 日 

七 第 一 号 に 掲 げ る 適 格 電 気 通 信 事 業 者 ご と の 交 付 金 の 交 付 の 年 月 日 

２ 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 一 条 の 帳 簿 は 、 支 援 業 務 を 行 う 事 務 所 ご と に

備 え 付 け 、 記 載 又 は 記 録 の 日 か ら 五 年 間 保 存 し な け れ ば な ら な い 。 

 （ 支 援 業 務 の 休 廃 止 の 許 可 の 申 請 ） 

 第 三 十 八 条 支 援 機 関 は 、 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 三 条 第 一 項 の 許 可 を 受

け よ う と す る と き は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 申 請 書 を 総 務 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な

い 。 

一 休 止 又 は 廃 止 し よ う と す る 支 援 業 務 の 範 囲 

二 休 止 又 は 廃 止 し よ う と す る 年 月 日 及 び 休 止 し よ う と す る 場 合 は そ の 期 間 

三 休 止 又 は 廃 止 の 理 由 

 （ 公 示 ） 

 第 三 十 九 条 法 第 百 十 六 条 第 一 項 に お い て 準 用 す る 法 第 八 十 三 条 第 二 項 、 第 八 十 四 条 第 三 項 並 び

に 第 九 十 条 第 一 項 及 び 第 三 項 の 公 示 は 、 官 報 で 告 示 す る こ と に よ っ て 行 う 。 

別表第１（第６条関係） 

［表略］ 

［注１～３ 略］ 

４ 接続料規則第11条（第３項ただし書及び第５項ただし書の規定を除く。）、第12条（第

５項の規定を除く。）及び第13条の規定は、３における施行規則第40条の３又は第40条の

５の規定により提出した第一号基礎的電気通信役務収支表に記載した営業費用の額に係る

原価を構成する他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税の計算について準用する。こ

の場合において、次の表の左欄に掲げる接続料規則の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

別表第１（第６条関係） 

［表同左］ 

［注１～３ 同左］ 

４ ［同左］ 
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それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第11条第１項 一 般 法 定 機 能 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 提 供 す る 第 一 号

基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 交 付 金 及 び

負 担 金 算 定 等 規 則 第 十 二 条 第 二 項 に 規 定 す る

電 気 通 信 役 務( 卸 電 気 通 信 役 務 を 含 む 。 以 下 「

第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 」 と い う 。) 

 一般法定機能 第一号算定対象電気通信役務 

第11条第２項 一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

 一般法定機能 第一号算定対象電気通信役務 

 ［略］ ［略］ 

［略］ ［ 略 ］ ［ 略 ］ 

［略］ ［ 略 ］ ［ 略 ］ 

第11条第５項 ［略］ ［略］ 

 一般法定機能の 第一号算定対象電気通信役務の 

 ［略］ ［略］ 

第12条第１項及 一 般 法 定 機 能 第 一 号 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

び第13条第１項 一般法定機能 第一号算定対象電気通信役務 
 

 

第11条第１項 一 般 法 定 機 能 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 提 供 す る 第 一 号

基 礎 的 電 気 通 信 役 務 の 提 供 に 係 る 交 付 金 及 び

負 担 金 算 定 等 規 則 第 十 二 条 第 二 項 に 規 定 す る

電 気 通 信 役 務( 卸 電 気 通 信 役 務 を 含 む 。 以 下

「 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 」 と い う 。) 

 一般法定機能 算定対象電気通信役務 

第11条第２項 一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

 一般法定機能 算定対象電気通信役務 

 ［同左］ ［同左］ 

［同左］ ［ 同 左 ］ ［ 同 左 ］ 

［同左］ ［ 同 左 ］ ［ 同 左 ］ 

第11条第５項 ［同左］ ［同左］ 

 一般法定機能の 算定対象電気通信役務の 

 ［同左］ ［同左］ 

第12条第１項及 一 般 法 定 機 能 算 定 対 象 電 気 通 信 役 務 

び第13条第１項 一般法定機能 算定対象電気通信役務 
 

［５・６ 略］ ［５・６ 同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 傍 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 傍 線 は 注 記 で あ る 。 
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（ 聴 覚 障 害 者 等 に よ る 電 話 の 利 用 の 円 滑 化 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）  

第 四 条  聴 覚 障 害 者 等 に よ る 電 話 の 利 用 の 円 滑 化 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 （ 令 和 二 年 総 務 省 令 第

百 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄

に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。  
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改  正  後 改  正  前 

（ 負 担 金 の 額 の 算 定 方 法 等 ） （ 負 担 金 の 額 の 算 定 方 法 等 ） 

第 二 十 八 条 ［ 略 ］ 

［ ２ ・ ３ 略 ］ 

４ 総 務 大 臣 は 、 電 話 リ レ ー サ ー ビ ス 支 援 機 関 か ら 要 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 電 気 通 信 事 業 者

か ら 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 （ 昭 和 六 十 三 年 郵 政 省 令 第 四 十 六 号 。 次 項 に お い て 「 報 告 規 則 」 と

い う 。 ） 第 九 条 （ 第 一 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） の 規 定 に 基 づ く 電 気 通 信 番 号 の 数 の 報 告 を 受 け

た と き は 、 負 担 金 を 納 付 す べ き 特 定 電 話 提 供 事 業 者 ご と の 電 気 通 信 番 号 の 数 を 電 話 リ レ ー サ ー

ビ ス 支 援 機 関 に 通 知 す る も の と す る 。 た だ し 、 当 該 報 告 が な い 場 合 に あ っ て は 、 直 近 に お い て

報 告 さ れ た 電 気 通 信 番 号 の 数 を 通 知 す る こ と が で き る も の と す る 。 

５ 前 項 の 通 知 に お い て 、 法 第 二 十 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 認 可 を 受 け た 年 度 開 始 の 日 か ら 最 終

算 定 月 ま で の 間 に 前 項 の 特 定 電 話 提 供 事 業 者 が 分 割 又 は 譲 渡 し に よ り 電 気 通 信 事 業 の 一 部 を 報

告 規 則 第 九 条 第 一 号 に 規 定 す る 一 部 承 継 事 業 者 等 に 承 継 さ せ た 場 合 又 は 譲 り 渡 し た 場 合 に あ っ

て は 、 当 該 一 部 承 継 事 業 者 等 が 承 継 し た 電 気 通 信 事 業 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信 事 業 に 係 る 電 気

通 信 番 号 の 数 （ 複 数 の 特 定 電 話 提 供 事 業 者 か ら 承 継 し た 電 気 通 信 事 業 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信

事 業 に 係 る 別 表 に 掲 げ る 電 気 通 信 番 号 の 種 別 が 同 一 の も の で あ る 場 合 に あ っ て は 、 各 特 定 電 話

提 供 事 業 者 の 直 近 に お い て 報 告 さ れ た 電 気 通 信 番 号 の 数 の 割 合 で 案 分 し た 数 （ 小 数 点 以 下 一 位

未 満 を 四 捨 五 入 し て 得 た 数 ） ） を 当 該 分 割 又 は 譲 渡 し を し た 特 定 電 話 提 供 事 業 者 の 電 気 通 信 番

号 の 数 に 含 め る も の と す る 。 

第 二 十 八 条 ［ 同 上 ］ 

［ ２ ・ ３ 同 上 ］ 

４ 総 務 大 臣 は 、 電 話 リ レ ー サ ー ビ ス 支 援 機 関 か ら 要 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 電 気 通 信 事 業 者

か ら 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 （ 昭 和 六 十 三 年 郵 政 省 令 第 四 十 六 号 。 次 項 に お い て 「 報 告 規 則 」 と

い う 。 ） 第 九 条 の 規 定 に 基 づ く 電 気 通 信 番 号 の 数 の 報 告 を 受 け た と き は 、 負 担 金 を 納 付 す べ き

特 定 電 話 提 供 事 業 者 ご と の 電 気 通 信 番 号 の 数 を 電 話 リ レ ー サ ー ビ ス 支 援 機 関 に 通 知 す る も の と

す る 。 た だ し 、 当 該 報 告 が な い 場 合 に あ っ て は 、 直 近 に お い て 報 告 さ れ た 電 気 通 信 番 号 の 数 を

通 知 す る こ と が で き る も の と す る 。 

５ 前 項 の 通 知 に お い て 、 法 第 二 十 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 認 可 を 受 け た 年 度 開 始 の 日 か ら 最 終

算 定 月 ま で の 間 に 前 項 の 特 定 電 話 提 供 事 業 者 が 分 割 又 は 譲 渡 し に よ り 電 気 通 信 事 業 の 一 部 を 報

告 規 則 第 九 条 に 規 定 す る 一 部 承 継 事 業 者 等 に 承 継 さ せ た 場 合 又 は 譲 り 渡 し た 場 合 に あ っ て は 、

当 該 一 部 承 継 事 業 者 等 が 承 継 し た 電 気 通 信 事 業 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信 事 業 に 係 る 電 気 通 信 番

号 の 数 （ 複 数 の 特 定 電 話 提 供 事 業 者 か ら 承 継 し た 電 気 通 信 事 業 又 は 譲 り 受 け た 電 気 通 信 事 業 に

係 る 別 表 に 掲 げ る 電 気 通 信 番 号 の 種 別 が 同 一 の も の で あ る 場 合 に あ っ て は 、 各 特 定 電 話 提 供 事

業 者 の 直 近 に お い て 報 告 さ れ た 電 気 通 信 番 号 の 数 の 割 合 で 案 分 し た 数 （ 小 数 点 以 下 一 位 未 満 を

四 捨 五 入 し て 得 た 数 ） ） を 当 該 分 割 又 は 譲 渡 し を し た 特 定 電 話 提 供 事 業 者 の 電 気 通 信 番 号 の 数

に 含 め る も の と す る 。 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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附  則  

 （ 施 行 期 日 ）  

第 一 条  こ の 省 令 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）  

第 二 条  こ の 省 令 の 施 行 の 日 前 に 提 出 し 、 及 び 公 表 し た こ の 省 令 に よ る 改 正 前 の 電 気 通 信 事 業

法 施 行 規 則 （ 以 下 「 旧 施 行 規 則 」 と い う 。 ） 第 四 十 条 の 四 の 五 第 一 項 第 五 号 ロ 及 び 第 四 十 条

の 四 の 六 第 一 項 第 二 号 に 掲 げ る 様 式 第 三 十 八 の 二 の 四 に よ る 書 類 （ 特 別 支 援 区 域 整 備 ・ 役 務

提 供 計 画 書 ） は 、 こ の 省 令 に よ る 改 正 後 の 電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則 （ 以 下 「 新 施 行 規 則 」 と

い う 。 ） 様 式 第 三 十 八 の 二 の 四 に よ る 書 類 と み な す 。  

第 三 条  旧 施 行 規 則 第 四 十 条 の 七 に 規 定 す る 種 別 に 対 す る 電 気 通 信 事 業 法 第 百 八 条 第 一 項 の 第

一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 指 定 は 、 当 該 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 が 、 新 施 行 規 則 第 四 十 条

の 七 の 規 定 の 種 別 に 対 す る 電 気 通 信 事 業 法 第 百 八 条 第 一 項 の 第 一 種 適 格 電 気 通 信 事 業 者 の 指

定 を 受 け る ま で の 間 は 、 な お そ の 効 力 を 有 す る 。  

（ 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 の 一 部 改 正 に 伴 う 経 過 措 置 ）  

第 四 条  こ の 省 令 に よ る 改 正 後 の 電 気 通 信 事 業 報 告 規 則 （ 以 下 「 新 報 告 規 則 」 と い う 。 ） 第 九

条 （ 第 二 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） の 規 定 は 、 令 和 七 年 四 月 末 、 五 月 末 、 及 び 七 月 末 か ら 十 二
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月 末 ま で の 各 月 末 の 回 線 数 等 （ 同 条 に 規 定 す る 回 線 数 等 を い う 。 ） の 状 況 に つ い て は 、 適 用

し な い 。  

２  新 報 告 規 則 第 九 条 （ 第 二 号 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） の 規 定 に よ る 令 和 七 年 六 月 末 及 び 令 和 八

年 一 月 末 か ら 令 和 九 年 三 月 末 ま で の 各 月 末 の 回 線 数 等 の 状 況 に 係 る 報 告 に 当 た っ て の 様 式 第

三 十 一 の 五 の 注 ４ の 適 用 に つ い て は 、 同 注 ４ 中 「 自 ら が 提 供 す る 他 の 高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気

通 信 役 務 の 利 用 に 係 る 契 約 を 条 件 と し て 当 該 契 約 を し た 者 に 提 供 す る 公 衆 無 線 Ｌ Ａ Ｎ ア ク セ

ス サ ー ビ ス の 回 線 数 を 自 ら の 回 線 数 に 含 め な い こ と 。 」 と あ る の は 、 「 自 ら が 提 供 す る 他 の

高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務 の 利 用 に 係 る 契 約 を 条 件 と し て 当 該 契 約 を し た 者 に 提 供 す る

公 衆 無 線 Ｌ Ａ Ｎ ア ク セ ス サ ー ビ ス 、 自 ら が 提 供 す る 他 の 高 速 度 デ ー タ 伝 送 電 気 通 信 役 務 の 利

用 に 係 る 契 約 を し て い る 者 に 対 し て 別 途 の 契 約 に よ り 提 供 す る 公 衆 無 線 Ｌ Ａ Ｎ ア ク セ ス サ ー

ビ ス （ 料 金 を 要 し な い も の に 限 る 。 ） 及 び 他 の 電 気 通 信 事 業 者 が 提 供 す る 他 の 高 速 度 デ ー タ

伝 送 電 気 通 信 役 務 の 利 用 に 係 る 契 約 を 条 件 と し て 当 該 契 約 を し た 者 に 対 し て 別 途 の 契 約 に よ

り 自 ら が 提 供 す る 公 衆 無 線 Ｌ Ａ Ｎ ア ク セ ス サ ー ビ ス （ 料 金 を 要 し な い も の に 限 る 。 ） に 係 る

回 線 数 を 自 ら の 回 線 数 に 含 め な い こ と 。 」 と す る 。  
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